
事業概要（1/2）【さらべつベーシックインフラサービスの変⾰による普及事業】

151,184千円事業費3,132⼈⼈⼝北海道更別村⾃治体名

R4年度に整備した⾼齢者が100歳まで⽣きがいを持って楽しく過ごせるために必要な基本サービス(更別型ベーシック・インフラサー
ビス)、R5整備したマイナンバーカードでの、地域ポイント・待ち時間のない医療・救急隊の情報取得を実装している。⽉額サブスク
リプションが始まり、更なる会員の獲得を図るため誰もが利⽤可能なサービスとして併せて準公共サービス（ひゃくわく、医療、地
域ポイント、電⼦申請等）を拡充し利便性の向上と普及拡⼤を図る。このため、下記の４つのサービスを構築する。

概要

1

更別村が構築したデータ連携基盤に、ID連携デジタル基盤を構築し村内の法⼈活⽤、任意の団体、村⺠、近隣住⺠の村外者の利⽤促進を図
る。また、連携する地⽅⾃治体にもIDを発⾏し必要なサービスをパッケージで複数⾃治体で利⽤できるようサービスを提供する。併せて、サービス利
⽤の軸となる下記４サービス（①②③④）の機能拡充を図る。

①どんぐりスタンプデジタルサービス
地域ポイント制度は⼿作業の不便さを解消し、既存の紙媒体からデジタルへ⼀新し村⺠と村外者の利⽤を促進、利便性を向上させる。

②埋設データ開放サービス
住宅建設⼯事等に利⽤する上下⽔道管の図⾯を業者が窓⼝にて取得するが、その⼿間
と図⾯発⾏業務の軽減を図るためGIS情報と連携・公開し、図⾯を取得可能とすることで、
担当課職員の業務負担軽減及び事業者の利便性を向上させる。

③⾞両位置情報公開サービス
村⺠バス乗⾞までの待ち時間を解消するため、バス⾞両の移動状況を公開して住⺠の利
便性向上に資する。

④デジタル医療のオムニチャネルコネクトサービス
更別診療所の電話対応が多く、混雑や待ち時間が課題となっているため、AI通話システム
の導⼊で⾃動で予約まで⾏う仕組みを構築し、診療現場ではデジタルサポートの充実と
SNS等を活⽤したオムニチャネルコネクトセンターの構築によって利便性の向上に資する。

①どんぐりスタンプデジタルサービスと④デジタル医療のオムニチャネルコネクトサービスでは、
既存の村外の利⽤者がいることからデジタルマイキープラットフォームを構築して村外者の
地域ポイントサービスの利⽤や診療所の新たな利⽤者の獲得にしするものであり、デジタル
フレンド登録（第⼆住⺠デジタルカード）の発⾏で新たなサービス利⽤者の獲得による
地域経済振興に寄与するのものである。



サービス概要（１/４）

68,310千円事業費①どんぐりスタンプ券デジタルサービスサービス名

更別村村⺠、来訪者、ふるさと納税者ターゲット
★村内のどんぐりスタンプ、どんぐり商品券を3年かけてアナログからデジタル化へと変更していくことで、村内のデジタル化を
促進し地域活性化を推進する。サービス内容

【現状】
R5年度更別村では、マイナンバーカードを活⽤し“ひゃくワク活動”への参加や、村施設の利⽤、ボランティア活動へ地域ポイントを付与し、村⺠は付
与された地域ポイントで、商店街で商品と交換できる「地域ポイント発⾏サービス」を構築し提供している。地域ポイントは、「ひゃくワクサービス」に共
鳴する企業による企業版ふるさと納税を原資に付与し、ベーシックインフラサービスの⽉額定額料⾦へも貯まったポイントを利⽤でき、村⺠の「⽣きが
い」と「活躍」の場の好循環を創出している。
【現状の課題】

2

どんぐりスタンプ地域ポイント どんぐり商品券

更別村には、紙のどんぐりスタンプ券とどんぐり商品券が「どんぐりスタンプ会」が発⾏し、加
盟店の販売促進に利⽤している。商店では、地域ポイント,スタンプ券,商品券の3つに対
応し煩雑となっている。「どんぐりスタンプ会」は、シールを⼀枚を１ポイントとして計算し、⼈
⼿と膨⼤な時間と労⼒を要している。また、村外の既存スタンプの利⽤者300⼈、昼間
⼈⼝で通勤労働者が400⼈おり、また近隣市町村からのリピート利⽤ができていない。
さらに、既存のポイントサービスは村外者へのID認証ができずこれら⾒込まれるターゲット
の取込ができず、経済圏の拡⼤が図れず⼤きな課題となっている。

①2023の地域ポイントをマイキープラットフォームと連携 ≪効果≫利⽤者を拡⼤し村外利⽤者までを確保し経済圏の拡⼤と地域活性化を図る
②ポイントの利⽤期限を設定して2年後には商⼯会（管理会社）に還元 ≪効果≫購買意欲を⾼めポイント利⽤率の向上と普及促進を図る
③どんぐり商品券のデジタル商品券化と⺠間サービス連携

≪効果≫デジタル商品券としてQRで読み込む仕組みを構築して、アナログからデジタルへ住⺠利便性向上させる
⺠間事業者ポイント活⽤連携例︓⼤型ごみは捨てられるが（住⺠500円負担）地元リサイクルショップが買取（住⺠へポイントで還元プラスポイント収益）へ

【対応策】どんぐりスタンプ及びどんぐり商品券のデジタルサービス
どんぐりスタンプ、どんぐり商品券を地域ポイントで構築したプラットフォームを改修し、デジタルサービスとして提供することで事務⼿間を省く。

3つの機能を付加し、⾼付加価値なサービスとする。



45,980千円事業費①どんぐりスタンプ券デジタルサービス（１）サービス名

サービス内容

サービス概要補⾜（１/４）

 サービス内容
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【R5年度】STEP1ポイントサービス → 【R6年度】STEP2 汎⽤型地域ポイント連携※

利⽤に応じて⽉次で
更別ポイント(商品引換付与)

P

認定事業者
(PF)事業者 J-LＩＳ 署名⽤

電⼦
証明書

利⽤者
証明⽤
電⼦

証明書

認証局

サービス利⽤者 ポイント利⽤

サービス
利⽤申請

データ利⽤
許諾

更別住⺠ポータル・サービス・ポイント利⽤画⾯

更別ID (OpenID Connect)

データ連携基盤

ひゃくワクサービス

デジタル公⺠館

サービス群
サービス

利⽤情報データ蓄積

民間サー
ビスDB

リサイクル

ポイント
データ

歌って踊って 楽しく運動

すいすい村内移動 ﾛﾎﾞｯﾄ配送お買物

①マイナンバー
カード連携
モジュール

②マイナポータル
データ取得

連携モジュール

パーソナル
データ

ポイント
発⾏・管理
モジュール

ポイントを域内
利⽤限定ポイント
に変換、商品券
より読み込み

STEP2

R6年度対象範囲
サービス利⽤

汎⽤型地域ポイント・・・汎⽤的に利⽤されているポイント
及び商品券（⾏政給付も含む）を地域内限定の利⽤
制限をかけて利⽤し、時限失効機能も設ける

更別村役場

らくらくサービス予約
スマートロック

だれでも簡単総合
窓⼝サービス

待ち時間の無い医療サービス

ﾌｧｯｼｮﾝｺｰﾃﾞ

健康ｱﾌﾟﾘ

更別ID及びマイナンバーカードで本⼈確認し、利⽤者毎にポイントデータを蓄積/管理し､利⽤者がポイント状況をポイン
ト利⽤画⾯で確認できるようにする。利⽤ポインに応じて⽉次で商品交換機能を付与。R6年度は、どんぐりスタンプ会の
シール、商品券をデジテル化し利⽤制限・時限執⾏機能を追加し、商店で商品交換しポイントを減し利⽤する。

★データ連携基盤改修費を含む

マイキー
プラットフォーム

フレンド会員
サービス

デジタル村⺠ID
発⾏モジュール

大型ごみ引取をリサイクルショップへ申込
買取額は地域ポイントで還元



22,330千円事業費①どんぐりスタンプ券デジタルサービス（２）サービス名

サービス内容

さらべつどんぐりスタンプ券サービスでは、既存利⽤者から村外者はどんぐりスタンプでは延べ約300⼈、更別村の昼間⼈⼝（通勤労働者）が
400⼈おり、また近隣市町村の帯広市、中札内村、⼤樹町、幕別町からのリピート利⽤がされていない。さらに、既存のポイントサービスは村外
者へのID認証ができず、これら⾒込まれるターゲットの取込ができず、経済圏の拡⼤が図れておらず、⼤きな課題となっている。
現在の地域ポイントサービスは、村⺠に限り提供しており村外者の利⽤ができていないことから、デジタル化によって利便性向上のみならず

経済圏の拡⼤を図り、経営の安定、地域経済の活性化を図るサービスとして
村外利⽤者にも使われるサービスとする。関係⼈⼝からの利⽤者の取り込みが
必須として商⼯会理事、商⼯運営者からの早期実装の要望が上がっている。
どんぐりスタンプ券デジタルサービス利⽤の際には、IDの配布が必須となりサービ
スの利⽤を⾏うこととなるが、IDの配布にはLGWAN内の住基情報との突合に
よってIDを配布しているところであり、住⺠登録外情報との突合ができず、IDの
配布ができていない。
既存ひゃくわくサービス（医療、健康、福祉、コミュニティのサービス）、デジタ

ル公⺠館サービス（⾏政、移動、通信のサービス）を提供しているところであり
、サービスのID登録者数は500名を超え村⺠の15％が何らかのサービスを利
⽤しており、普及拡⼤にもつながる。

このため、本事業によって住⺠登録外情報との突合したIDの配布を構築し
マイキープラットフォームを活⽤した認証により、デジタルフレンド登録カード（第⼆
村⺠ID）を登録することで各種のデジタルサービスが使えるようになり、利便性
の⾼いデジタルサービスの利⽤が可能となり利⽤者増にも寄与し村外からの更な
る資⾦の取り込みと地域内循環活性化から村内の経済安定に資するものである。

サービス概要補⾜（１/４）

 サービス内容
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★データ連携基盤改修費を含む

IDPF

都市
OS

住民

町内会、少年団等

法人

過去の村民

関係人口等

マイキー登録
（第二住民ID）

LGWAN住登外
法人データ認証

住基データ認証

ID払い出し

電子申請
その他サービス

どんぐりスタンプ券デジタルサービス

更別村診療所
⼭⽥先⽣

地域医療
サービス

デジタル村⺠ID
発⾏モジュール開発



サービス概要（２/４）
23,298千円事業費②埋設データ開放サービスサービス名

マイナンバーカードを持つ住⺠、更別村内で働く労働者、任意の団体ターゲット

サービス内容
【現状と課題】
配管データやGIS地図データの適切な管理と活⽤は、地⽅⾃治体の都市計画や災害管理など、多岐にわたる分野で極めて重要。しかしなが

ら、現在の課題として、配管データの取得や図⾯の提供に⼿続きが煩雑で時間を要し、また、GIS地図データの統合とオープン化が進んでいない
という問題がある。具体的には、配管データの取得には役場への来庁が必要であり、その⼿続きも繁雑となっている。役場窓⼝には週平均２〜
３⽇は図⾯取得のために、事業者が来庁する。図⾯発⾏の⼿続きには１件あたり10分程度要する。また、対応件数によっては、１時間〜２
時間程度窓⼝対応に時間を要する場合もあるため、業務負担が発⽣しており、事業者についても待ち時間が発⽣している。また、地図データも
分野ごとに分かれており、統合されていないため、利⽤者が求める情報をすぐに得ることが難しい状況。
【解決策】
まず、配管データの管理と利⽤に関しては、オープンデータ化と電⼦化を推進。
これにより、24時間申請が可能なシステムを導⼊し、役場への来庁や⼿続きの時間を削減する。
次に、GIS地図データの統合と利⽤に関しては、あらゆるGIS地図データをオープン化し、林業、道路、産業などのデータと統合。これにより、異

なる分野のデータを⼀元管理し、⽬的に応じて簡単に閲覧できるようにする。
最後に、農地の図⾯管理に関しては、北海道で整備されたシステムと本村の地図データを連携させる。これにより、農地売買や基盤整備の際

に⼟地所有者や営農者が簡単に図⾯を取得できるようにする。
【効果】
本サービスで申請者はいつでも必要な図⾯を簡単に取得できるため、

⼯事や修復作業の計画⽴案が効率化される。異なる分野のデータを⼀元
管理し、⽬的に応じて簡単に閲覧できるようになり、村⺠や事業者は必要な
情報を迅速に⼊⼿できるため、地域の発展や利便性の向上される。
農地売買や基盤整備の際に⼟地所有者や営農者が簡単に図⾯を取得
できるようなり、⼿続きが煩雑な問題を解消することで、農業関連の事業や
計画がスムーズに進⾏し、地域の農業活動が活性化する。

5



23,298千円事業費②埋設データ開放サービスサービス名

サービス内容

サービス概要補⾜（２/４）

 サービス内容

6

認定事業者
(PF)事業者 J-LＩＳ 署名⽤

電⼦
証明書

利⽤者
証明⽤
電⼦

証明書

認証局

データ蓄積データ
連携基盤

更別村役場

パーソナル
データサービス

利⽤申請

データ利⽤
許諾

更別住⺠ポータル・サービス

オープン
データ等

@村役場
@福祉の⾥ スマホタブレット

更別ID ※機能拡張
(OpenID Connect)

①マイナンバー
カード連携
モジュール

②マイナポータル
データ取得

連携モジュール
拡張

総合窓⼝サービス

総合窓⼝
サービス

・書かない窓⼝
・総合窓⼝機能を複数の施設

で実現
・遠隔施設に居る職員がオンラ

インで“確認”
・デジタル総合窓⼝の傍には、

サポートスタッフが常駐

さくさく⾏政届出
（電⼦申請）

・職員がノーコードで
さまざまな申請⼿続きを
オンライン化

API

地理情報システム（GIS）を使⽤し、上下⽔道の配管データを地図上にプロットする。これにより、効率的な管理や修
復計画が可能となり、環境への影響を最⼩限に抑えることができる。配管データのオープン化と電⼦化により、24時間申
請が可能となり、利便性が向上する。さらに、農地の暗渠排⽔の図⾯もシステムと連携し、⼟地所有者や営農者が簡
単に取得でき、農業の基盤整備を⽀援する。更別村のインフラ管理が向上し、住⺠の⽣活の質が向上する。

窓⼝DXSaaS・クラウド型コンビニ交付システム

統合型
GIS

地図、図⾯等

in GISデータをUIとする電⼦申請
out 上下⽔管データの公開 ダウンロード

R6年度対象範囲

上下⽔管
農地暗渠

マイキー
プラットフォーム

フレンド会員
サービス

デジタル村⺠ID
発⾏モジュール



サービス概要（３/４）

11,000千円事業費③⾞両位置情報公開サービスサービス名

マイナンバーカードを持つ住⺠、更別村内で働く労働者、任意の団体ターゲット

サービス内容
【現状と課題】

村内には市街地を循環する「村⺠バス」が運⾏しており、ルート上であれば好きな場所から乗⾞が可能となってる。予約不要であり⾼齢者を
中⼼とした住⺠誰でも利⽤することができることから、重要な移動⼿段となっている。バスを利⽤する際に問題になるのが、バスに乗⾞するまでの
待ち時間である。道路状況や乗客の乗降状況によっては時刻表通りに運⾏できず、10分程度の遅れが発⽣することがある。特に冬期間は雪
の影響をうけやすいため、より顕著になる。利⽤者は現状、リアルタイムでの運⾏状況を取得できないので、時刻表を確認してバスが来るまで待つ
ことになるため、10~15分程度は待ち時間として発⽣している状況である。また、サービス利便性のさらなる向上を⽬指すには、運⾏状況のリア
ルタイム情報を取得し、利⽤者の待ち時間を減らすとともに、情報発信の側⾯からも情報発信ページへのアクセス⽅法や視認性が悪いという村
⺠の意⾒が多々あるため、操作しやすく、閲覧しやすいUI・UXの構築が急務である。
【解決策】
上記の課題を解決するために、村⺠バスの⾞両にGPS

で位置取得可能な機器を取り付ける。⾞両の位置情報
を地図データ上に反映させることで、⼀⽬で⾞両位置が
わかるようになり、利⽤者は、バスの現在地、⾛⾏履歴を
⾃⾝のスマホやPCで確認が可能となる。
また、村⺠が情報を取得しやすいUI・UXを構築する

ことで、サービスの普及促進を図る。
【効果】

位置情報をオープン化することで、村⺠バス利⽤者の利便性向上に資する。さらに、位置情報のオープン化によって、利⽤者数や利⽤パターン
などのデータが蓄積され、運⾏改善や新たな路線の検討にも役⽴ち、交通サービス全体の向上にもつながる重要な取り組みとなる。

7



11,000千円事業費③⾞両位置情報公開サービスサービス名

サービス内容

サービス概要補⾜（３/４）

 サービス内容

8

認定事業者
(PF)事業者 J-LＩＳ 署名⽤

電⼦
証明書

利⽤者
証明⽤
電⼦

証明書

認証局

データ蓄積データ
連携基盤

更別村役場

パーソナル
データサービス

利⽤申請

データ利⽤
許諾

更別住⺠ポータル・サービス

オープン
データ等

@村役場
@福祉の⾥ スマホタブレット

更別ID ※機能拡張
(OpenID Connect)

①マイナンバー
カード連携
モジュール

②マイナポータル
データ取得

連携モジュール
拡張

総合窓⼝サービス

総合窓⼝
サービス

・書かない窓⼝
・総合窓⼝機能を複数の施設

で実現
・遠隔施設に居る職員がオンラ

インで“確認”
・デジタル総合窓⼝の傍には、

サポートスタッフが常駐

さくさく⾏政届出
（電⼦申請）

・職員がノーコードで
さまざまな申請⼿続きを
オンライン化

API

本事業では、村⺠バスにGPS機器を装備し、位置情報をリアルタイムで地図上に反映させることで、住⺠の待ち時間を
減らし、利便性を向上させる。また、蓄積されるデータは運⾏改善や新たな路線の検討にも活⽤され、公共交通サービ
ス全体の向上に貢献する。更別村の住⺠の⽣活の質が向上し、安⼼して⽣活できる環境が整う。

窓⼝DXSaaS・クラウド型コンビニ交付システム

統合型
GIS

地図、図⾯等

in GPSデータ
out 交通データ公開

R6年度対象範囲

GPS
データ

マイキー
プラットフォーム

フレンド会員
サービス

デジタル村⺠ID
発⾏モジュール



サービス概要（４/４）

48,576千円事業費④デジタル医療のオムニチャネルコネクトサービスサービス名

マイナンバーカードを持つ住⺠、更別村内で働く労働者、診療所を利⽤する村外住⺠や観光客等ターゲット

サービス内容

【現状と課題】
令和5年度においては更別村診療所、中札内村診療所の医療事務を村内のサテライトオフィスでセンター化し、受診環境を合理化することで

待ち時間の無い医療サービスを提供したところである。北海道家庭医療学センターの協⼒のもと寿都町や⺠間医療機関と連携し、運営委託し
ながら医事センターを永続的に維持運営する。また、マイナンバーカード1枚で診療予約・送迎⼿配・受診の⼀連の流れをワンストップで⾏うこと
で、⼀⼈ひとりに便利な待ち時間の無い医療サービスを実現するとし整備を進めたところである。
しかし、利⽤者の7割である10,000⼈が⾼齢者であり、また、村外利⽤者は年間2,400⼈以上となっている。既存のデジタルサービスについて

はスマートフォンやパソコンからの利⽤でデバイスを使いこなす利⽤者が利⽤しているところである。更別村診療所との協議では、既存サービスはデ
ジタルでの恩恵によって利⽤者の利便性は向上するが、デジタルデバイドへの対応に苦慮することもあり課題となっている。スマートフォンの貸出状
況を⾒て2023年度末には200台の貸出が⾒込まれ昨年⽐で倍増の⾒込みであるが
デジタルデバイドへのデバイス普及状況からみてもデジタル恩恵を受ける利⽤者の拡

⼤にはデジタルサービスの充実が必要であり本サービスの整備が必要である。
スマートフォンからの通話により利⽤予約や問い合わせをいかにデジタルへ誘導できる
かが課題であり、電話対応によって、利⽤者は⼈為的なミスによる情報の不⼀致やイ
ンフルエンザや発熱外来による急激な需要の⾼まりの中では、電話がつながりにくいと
いった待ち時間による不安があることも住⺠から指摘されている。
【解決策】

①AI通話システムの導⼊によって、混雑状況確認や対応⽅法についての電話
をAI通話システムに置き換え、待ち時間や混線による不満を軽減し、住⺠の満⾜度
を向上させる。また、②オムニチャネルセンター化し、電話やチャット、SMS、SNSなど
様々なツールで問い合わせができる環境を整備し、診療所では体温状況等も画像
から取得し診察予測と時間を短縮し利便性を向上させる。診療現場ではデジタル
サポートを徹底し、多くの患者がデジタル化の恩恵を受けられるようにする。
③AI通話では、診療の予約ができ、また、診療所までの配⾞予約も可能となるが

利⽤者の満⾜度を更別IDで取得したメールやSNSと連携させ利⽤者の満⾜度を
図り、診療所の運営改善を図る。診療所の利⽤者情報（CRM）によって
個別ニーズから効果的なコミュニケーションによる診療の質向上や待ち時間の削減、
データのフィードバックによる業務の改善につながるものである。

9

※更別診療所利⽤⼈数
⼊院︓1,963⼈／年（365⽇） ＝ ⽇平均 5.378⼈
外来︓15,803⼈／年（242⽇） ＝ ⽇平均 65.302⼈

追加
AI通話と
AI問診か
らの予約

診療予約
デマンド予約
オムニチャネ
ル化

マイキー登録
更別ID認証



事業概要（1/1）【複数分野データ連携の促進による共助型スマートシティ推進事業】 10

98,500千円事業費112,449⼈（R6.2）⼈⼝福島県会津若松市⾃治体名
• “作るから使うへ”という⽅針のもと、デジタルサービスの市⺠への普及を図っていくため、本年度は新たにサービス
を開発するのではなく、サービスの使い込みを強化していく。

•具体的には、市⺠のスマートシティの取組への参画を促し“⾃分事”になるような仕組みを構築することで、市⺠
がサービスを知る・触れる機会を増やし“使い込み”を実現する。

•さらに、サービスの認知及び質の向上を⽀えることを⽬的とした、AIエンゲージメント（繋げる・結ぶ）機能を構
築し、この機能も活⽤した分野横断・横軸であるモビリティ領域及び決済領域の利⽤シーン拡⼤に取り組む。

概要

市⺠による「使い込み」の実現

ヘルスケア地域活性化 エネルギー⾷・農業防災

モビリティ

決済

コミュニケーション

⾏政 ⼦育て 観光

都市OS/データ連携基盤

⾏政⼿続き
申請

ゆびナビぷらす
など

デジタル防災
マイハザード

など

地産地消
マッチング
ジモノミッケ

オンライン診療/
健康管理

テレメディーズBP
など

電⼦⺟⼦⼿帳
OYACOプラス

など

地域通貨決済
会津財布

など

視察者向け
観光アプリ
Vistory

など

環境価値の
地域循環
サービス

都市OSに接続するサービスの全体像

② 分野横断サービスを活用したサービス接点強化

① 市民のスマートシティ参加促進のためのコミュニティ強化

AIエンゲージメント機能による各サービス認知と質の向上

サービスを知る・触れる機会の増加の実現

既存サービスのフル活用

「使い込み」促進の流れ

最適なサービス
のおすすめ

サービス利⽤
機会の増加

参加型
スマートシティ

サービスの
質の向上

需要を掘り起こす移動×⽬的⼀体提供サービス
市⺠にとってわかりやすく対象も広いモビリティ及び決済サービスの利
⽤シーンを拡⼤し、デジタルサービスの利⽤機会を増加させる

地域内コミュニケーションDXサービス
スマートシティの取組が“⾃分事”になるような仕組みを構築し、市⺠がサー
ビスを知る・触れる機会を増やし“使い込み”や“意⾒反映”を実現する

サービスの使い込みを促すAIエンゲージメント機能
オプトインにより得られる、属性情報や利⽤情報を⽤いてAIで分析し⽣成される『市⺠セグメント』（傾向等による分類集団）を活⽤して、各
サービスの認知と質の向上を図る

AIエンゲージ
メント機能



サービス概要（1/2） 11

19,000千円事業費地域内コミュニケーションDXサービスサービス名
会津若松市⺠、その他地域に関わるすべての⼈々ターゲット

サービス内容

市⺠・利⽤者
⽬線での、改善案・提案

地域で
解決した
い課題

データ連携基盤/都市OS

Decidim
（合意形成プラットフォーム）

Decidim
（合意形成プラットフォーム）

ID連携済 ID連携

開発
ｻｰﾋﾞｽ提供市⺠

利⽤者

企画・検討内容の提⽰/
意⾒を踏まえた
改善案・実装

活動ｺﾐｭﾆﾃｨ︓600超
コミュニティ活動の中
で⾒えてくる、地域の
課題、問題意識

コミュニティ活動を通
じたデジタルサービス
の利⽤・普及

課題を解決する
サービスの企画
・検討サービス開発・

改善の好循環

コミュニティ
活性化

利⽤促進の
好循環

・本市は、数多くのサービス実装等を進めてきているが、市⺠の実感が伴っておらず、またサービス利⽤も⼀定程度進んではいる
がまだ⼗分とは⾔えない状況。サービス提供主体が市⺠とコミュニケーションを⾏い、地域のニーズを踏まえたサービスの企画・検
討を⾏う必要があるが、対⾯でサービスを体験する機会を創出する取組には限界がある。

・そのため、⺠間主体でDecidimを構築し、サービスの企画・検討段階から市⺠の合意や評価を得ながらサービス内容の改善を
図る仕組みを構築する。また、市が運営し多くの既存利⽤者を有する地域SNS「あいべあ」を活⽤し、既存のメール配信機能
による周知やSNS機能による地域コミュニティ内でのスマートシティへの関⼼の向上を図り、Decidimでの意⾒交換への誘導を
⾏うことで、より多様な市⺠の参画を図る。さらに、より誘導効果等を⾼めるため、これらのサービスを1IDで利⽤できるようにデー
タ連携基盤と接続する。

・これにより、スマートシティのサービス企画・検討等に市⺠が容易に関与でき、サービス提供主体が直接市⺠と対話する機会を
増やすことで、スマートシティ会津若松の各サービスの利便性を向上させながら利⽤者を増やしていくことにつなげる。



34,000千円事業費需要を掘り起こす移動×⽬的⼀体提供サービスサービス名
会津若松市⺠、来訪者ターゲット

サービス内容

サービス概要（2/2） 12

交通チケット・予約

クーポン お酒が美味しい店を
⾒つけたよ。今⽇はバ
スで出かけてみよう︕

現状の課題
・⼈⼝が減少するなか、公共交通を
持続していくことが難しい→このまま
だと無くなってしまう

・利⽤者が⾞を持たない⾼齢者や
⾼校⽣など固定化してしまっている

・通院や通学など、利⽤形態も限定
的となっている

・便利なデマンドバスがあるのに認知
度が上がらない

新規需要掘り起こし

都
市O

S
AIエンゲージメント機能

その⼈にあったクー
ポンや交通チケットを

まとめておすすめ
駐⾞場

混雑情報満 混 空

今⽇は駐⾞場が混
んでるね。バスで⾏く

ことにしよう︕

ｻｰﾋﾞｽ間の相互送客

Web

実も求められている。供給が需要に合わせる新たな交通サービスの必要性を認識して数年間取り組んでいるが、移動需要を⼗
分に掘り起こせていない。交通はあくまで⼿段であり、⽬的と⼀体的に提供することで、移動需要を掘り起こしていくことが必要。

・飲⾷店クーポンと交通チケットの同時配信など、移動と⽬的とを⼀体的に提供することで、利⽤者の利便性を向上させ、潜在的
な移動需要を実際の交通サービスの利⽤につなげていくことを⽬指す。さらに、AIを活⽤して⽣成する「市⺠セグメント」を利⽤し、
より利⽤者に適した移動と⽬的の⼀体提供を可能にすることで、需要の掘り起こしを促進する。これらにより、地域交通の持続可
能性の向上を⽬指す。

・具体的には、以下の内容に取り組み、移動需要を掘り起こす。
①MaaSアプリと令和５年度に実装したデジタルクーポン・ポイントサービスとを接続し、新たに都市OS上に構築するAIエンゲージ
メント機能により⽣成した「市⺠セグメント」を利⽤し、飲⾷店等クーポンと交通チケットを⼀体的に配信する。

②紙媒体で存在する施設⼊館券と交通チケットのセット販売をMaaSアプリ上でも実装する。
③病院などの駐⾞場の混雑情報等と交通サービスを連携させる。

・本市は、路線バス型の公共交通の維持が難しい状況にあるが、⾼齢者の外出⽀援等のため公共交通の充



事業概要（1/3）【河岸の街さかいデジタル化推進事業
〜災害に強く、未来を創る⼦供に優しいまちづくり〜】

407,962千円事業費23,782⼈⼈⼝茨城県境町⾃治体名
災害に強く、未来を創る⼦供に優しい境町を実現する。当町では、平時の課題として「⼦供が単独で移動困難であり、親の送り迎
えの負担が⼤きい」、災害時の課題として「⽔害時の避難体制」がある。
同課題を解決するために「賑わい広場」を設け、平時は⼦供を中⼼とした賑わい空間及びモビリティハブ機能を提供し、災害時は
⼀時避難所として、情報・物資・電源・通信環境等を提供する。

概要

13

町として⽬指す“⼦育て⽀援⽇本⼀”のための取り組み
• 道路が狭く、⼤型⾞の通⾏や交通量が多い中、安⼼して⼦

供が⾃由に移動できる⼿段が必要
• ⼦育て世代の親にとっても⼦供の送迎などで時間の制約等が

⽣じており、⽣活動線を整えるニーズが⾼い

町全域が深⽔区域に指定、町外への円滑な避難プロセスが必要
• 災害時は道路の冠⽔、渋滞が予想され、正確な情報提供が求め

られる
• 町外への避難を円滑にするため、町内では⽐較的標⾼の⾼い⼀

時避難場所から、適切な避難を⾏う必要がある

町外避難を円滑化

マイナンバーカード利⽤でポイント付与・本⼈証明
データ連携基盤で住⺠の⾏動変変容の可視化

平時

課題

災害時

サービス

サービスを
⽀える
仕組み

移動サービス ⽣活⽀援サービス
広場をハブとし親⼦の⽣活動
線・タイミングを整えることで、
余裕を⽣む

⾃動運転バス
オンデマンドバス

⾷事・買い物
児童館・⼦供預かり

イベントなど
（ラジオ体操・避難訓練）

⼦育て世代のニーズ応じたサ
ービス提供。「広場に送迎す
ると⽤事が済む、楽しい」

既存施設フル活⽤
（スポーツ施設、習い事・保健
センター、⼩児科、公⺠館）

⼩学校

住宅地

職場

役場

スーパー

冠⽔混雑情報提供
充電・通信

医薬品など物資提
供

災害時の⽀援サービス

介護⾷・離乳⾷など
経済活動再開の起点

⾏政情報提供

指定避難所では正確な災害情
報、安否が確認でき、必要時に
町営バスで町外へ広域避難

賑わい広場
防災時の⼀時避難先

⼀時避難所
（町内）

広域避難所ではマイナンバーカ
ードによる円滑な受付、需要に
応じた⾷事配送などを⽀援広場に訪れる⾏

動が⾃然と防災
の訓練となる

広域避難所
（町外）

移動⽬的地を集約

⼈流・属性による利⽤・避難状況の可視化

フェーズフリーを実践



事業概要（2/3）参考資料 賑わい広場のイメージ 14

公⺠館・体育館
（指定避難所）

グラウンド
（ドローン離発着）

屋根付き公園/広場

テニスコート

BMX競技場

多⽤途コンテナ施設

キッズクリニック

⻭医者

保険センター

カフェ惣菜店、
焼⾁店

・⾼速バスターミナル
・⾃動運転バス バス停

・シェアカー
・シェアサイクル

グランピング施設
（建設中）

公共施設

モビリティ関係施設
病院・⺠間施設

⼈⼝サーフィン場

⼦育て世代の暮らし応援
賃貸住宅施設（建設中）

賑わい広場
⽣活⽀援サービス充実化エリア

利根川

5.0m以上の
浸⽔区域

境町役場

にぎわい広場

圏央道

境古河IC

物流施設エリア
（防災品・⾷料保管

）物資供給

町内ドローン配送

賑わい広場のエリアは
⼦育て世代にとって必要な機能が揃うも
のの、それぞれが施設・サービスとして分
断されている傾向が強い。
デジタルを活⽤してそれらの施設、サービ
スをデマンドに合わせてソフトを中⼼に調
整する事で、⽣活動線が整い、⽇常の
過ごし⽅に余裕が⽣まれ、Well-Being
につながると想定

賑わい広場のエリアは
町内では標⾼が⾼い場所に位置する。
町外避難を町としては推奨しているが、逃
げられない住⺠や、町外避難に⾄る⼀時
避難先として必要な情報、町外避難⽤町
営バスなどの移動⼿段の確保などを集約
する

⾃動運転バス
ルート



事業概要（3/3）【河岸の街さかいデジタル化推進事業
〜災害に強く、未来を創る⼦供に優しいまちづくり〜】

ー事業費23,782⼈⼈⼝茨城県境町⾃治体名

⽇常使いしている広場に必要最低限の機能を確保、
スマホアプリによる情報提供や、カメラでの混雑状況把握、発信によって円滑な町外への広域避難を促す概要

15

 にぎわい広場の概要
• 緊急時の⼀時避難先として、

最低限の安全とインフラを確保 可能な場所

 提供する機能とアセット
 電⼒・通信機能

• ⾮常⽤通信供給
• 蓄電池、コネクタを活⽤したEV等からの電

源供給
 情報提供機能

• ⼈流計測⽤のカメラ・センサーによる
避難所混雑状況の提供

 受付機能
• マイナンバーによる本⼈確認・避難所受付

。介護⾷や離乳⾷などの必要な⾷事を登
録情報で⼀元管理

 ⾷の輸送機能
• モビリティによる需要に合わせた⾷の配送

災害時のにぎわい広場の活⽤イメージ にぎわい広場の概要及び搭載する機能

１

2

3

4

モビリティ・ドローンに
よる⾷の提供

1

2

4

3

隣接エリア内の
町外避難への

ターミナル
（町営バス）

公⺠館・体育館

広域避難所
（町外）
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55,220千円（⾃動運転バス）
14,300千円（オンデマンドバス）事業費⾃動運転バス ・ オンデマンドバスサービス

（乗⾞時にマイナンバーカード活⽤でポイント付与）サービス名

⼩学⽣等の⼦供（放課後に両親に代わって学校から賑わい広場まで移動）・⾃家⽤⾞を持たない⾼齢者ターゲット

サービス内容
■サービスの具体的な内容（有する機能）
・賑わい広場と⼩学校等を繋ぐ⾃動運転バス及びオンデマンドバスのルートを新設し、
学校終わりの⼩学⽣や、⾼齢者の移動⼿段を確保する。

・マイナンバーカードを活⽤した⾒守り乗⾞受付（⼦供が乗⾞時に保護者に乗⾞通知）、
ポイント付与サービスの実施

■地域や住⺠にもたらす利便性 裨益効果
①⼦育て世帯の送り迎えの負担軽減
⼦育て世帯にヒアリングを実施したところ、以下に⽰す共通の課題・要望が挙げられた。
・道が狭く、⼦供を⼀⼈で歩かせられない（送り迎えが必須）
・放課後、習い事等に移動する際に⾏きの移動だけでも送迎をしてくれると⾮常に助かる
（パートがあるため、18:00頃まで⼤⼈の⽬がある場所で⼦供を預かってくれると助かる。）
上記を踏まえ、習い事等で⼦供が集まる「賑わい広場」と「⼩学校等」を公共モビリティで
接続することで、⼦育て世帯の送り迎えの負担を軽減する。（パートを中抜けしたり、
シフトを組めない状況の改善、買い物や息抜きの時間の確保）
※当町の⾃動運転バスは⾞内に添乗員が乗⾞しているため、「⼤⼈の⽬があり安⼼

して⼦供の移動を任せられる」との声も頂戴している。

②町郊外の⽣活満⾜度の向上
2023年度にWell-Being調査を実施したところ、町の中⼼部と郊外で⽣活満⾜度に
差が⽣じていた（郊外の⽣活満⾜度が低い）。
また、同調査により当町特有の幸福度との相関性が⾼い因⼦が「町内の⼈の幸福度」
および「公共空間」であること把握した。
上記を参考に、郊外と賑わい広場等の町の中⼼部を公共モビリティで繋ぐことで、
住⺠間の共助（⾼齢者が賑わい広場で⼦供を⾒守り）や、町の賑わいを促進させる
ことで、郊外の⽣活満⾜度の向上を⽬指す。

にぎわい広場

森戸小学校

境小学校

静小学校

長田小学校

猿島小学校

約10km

約8km

国内最多8台の自動運転バスが小学生や高齢者の移動
を支える。

添乗員が

子供の移動
をサポート
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ー事業費⾃動運転バス ・ オンデマンドバスサービス
（乗⾞時にマイナンバーカード活⽤でポイント付与）サービス名

⼩学⽣等の⼦供（放課後に両親に代わって学校から賑わい広場まで移動）・⾃家⽤⾞を持たない⾼齢者ターゲット

サービス内容

新規事業既存事業

小学生が放課後に大人に見守られながら移動できるよう、

小学校や町郊外の施設と「賑わい広場」を接続するルート
を新設する。

町の中心部及び中心部と郊外を結ぶ
幹線ルート

走行ルート

左記に加え、学校終わりの小学生
（保護者の送り向かえの負担を軽減）

高齢者、観光客主な乗客

・マイナンバーカードをかざして乗車することでポイントを
付与する。（ポイントを付与して、住民は貯まった地域ポイ
ントを使って賑わい広場等の店舗で買い物も可能）

・小学生が自動運転バスに乗車する際にマイナンバー
カードをかざすと、保護者に乗車履歴がメールやLINEアプ
リ等で通知する見守り機能を追加

・マイナンバーカードと紐づいたIDを活用し、

乗車予約・乗車時の本人認証ができるシス
テムを構築

・マイナンバーカードを利用して本人認証を
行うことで、最適な行政情報を配信

マイナンバーカードの
利用方法

既存の幹線ルートから
小学校前面道路まで接続
※保護者へのヒアリングによると、
バス停が学校から離れた場所に
あると⼦供を⼀⼈で歩かせる危
険に変わりがないため、
学校敷地内にバス停があると⼀
番安⼼できるとの声があった。
学校敷地内にバス停を設置する
ことも検討する。



サービス概要（2/8）① 18

76,522千円事業費新スマート物流サービス名
免許返納促進対象の⾼齢者、忙しい⼦育て世代、⾃宅療養者等の配送サービスの利⽤対象者
有事の際に避難が想定される当該エリアに居住する住⺠全般ターゲット

サービス内容

॔
উ
জ
प
े
ॊ
商
品
注
⽂

ॻ
ট
␗
থ
ঞ
ঋ
ঝ

3.

5
प
े
ॊ
配
送

এ
ॖ
থ
ॺ
भ
付
与

データ連携基盤
（パーソナル＋パーソナルに紐づく情報)

救
助
活
動
ृ
運
航
प

必
要
ऩ
ॹ
␗
ॱ
भ
蓄
積

住民
免許返納促進対象の⾼齢者、

忙しい⼦育て世代、⾃宅療養者等

NEXT DELIVERY

ॹ
␗
ॱ
भ
取
得
؞
活
⽤

ॻ
ট
␗
থ
配
送

※

有
事
भ
際

■サービスの具体的な内容（有する機能）
マイナンバーカードを活⽤したドローン買物代⾏等のサービス

【令和6年度type3事業に追加する事業】
①レベル3.5による定常運航。宅配配送サービス。
昨年度まではレベル4での運航を⽬指していたが、規制の関係で実装・実⽤は現実的
に不可能であった。過年度の実装過程で蓄積した域内のドローン運航のノウハウ（域
内のルート運航情報及びドローン運航のための域内の調査内容）及び、育成した⼈
材を活⽤する形で2023年12⽉に解禁された⾶⾏レベル3.5での新たなルート作成・
申請・開通を⾏う。更に、過年度までに登録を終えた宅配デリバリーサービス加盟店に、
更に加盟店（道の駅を含む）を追加し、レベル3.5ルートと域内サービスを組み合わせ、
宅配、店舗間での定期ドローン配送を実装する。

※レベル3.5での運⽤は、新たなルート作成と申請が必要

②マイナンバーカード連携を通じてサービス利⽤者へポイントを付与する
2023年度までに、デリバリーサービスの利⽤者へマイナンバー連携された境町IDを利⽤
した⾃動運転バスの乗⾞回数に基づき、割引を実施するサービス実装した。2024年度
はポイント管理システムを事業者システムへ連携させ、デリバリーサービスの利⽤者へポイ
ントを付与するサービスを実装する。
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ー事業費新スマート物流サービス名
免許返納促進対象の⾼齢者、忙しい⼦育て世代、⾃宅療養者等の配送サービスの利⽤対象者
有事の際に避難が想定される当該エリアに居住する住⺠全般ターゲット

サービス内容
■サービスの具体的な内容（有する機能）
③災害時におけるドローン救助を想定したドローン防災体制の確⽴（ルートの作成、関係各者とのオペレーションの確⽴）
2024年度から実装する新規内容。災害に備えたルート開通（想定される物資供給地点及び薬局⇆指定緊急避難所、指定避難所間
のルート開通）、ドローンによる救助活動を想定した避難訓練を⾏う。
ルートを⼀度開通することで、ウェイポイントのGPS情報の安全性が担保（※衛星通信環境によって担保）される。故に、災害時にLTE通
信環境がない状態であっても、航路における安全性を確認する作業の必要がなくなり、迅速にかつ安全にドローン運航を⾏うことが可能とな
る。通信環境の担保に関しては、920MHzアンテナの利⽤を考慮している。これにより、LTE通信環境がない状況であっても、ドローンの航路情報
を機体に送ることができ、ドローン⾶⾏を⾏うことが可能（LTE通信環境がない場合でも、ルート情報を機体に送ることができれば、機体は衛星環
境によって担保されたGPS情報によって運航を⾏うため運航が可能）。

④医薬品配送
2024年度から新たに配送する対象として、医薬品を加える。
薬局との連携により、処⽅箋医薬品、第2類及び第3類医薬品を陸送とドローン配送によって届けるサービスを実装する。

⑤ドローンの安定的な⾶⾏に向けた体制構築、普及活動
2024年度から実装する新規内容。まず本町⺠を中⼼に幅広い階層にドローンについての広報活動や模擬操縦会などを実施することでドローン

の利便性や活⽤の機運を⾼める。
そうした活動を通じ、希望者にはドローンの「操縦訓練」や「規制の理解」だけでなく、「ドローン運航システム」、「ドローンの利⽤機会/ビジネスでの

活⽤⽅法」を教授するとともに、ドローン利⽤先企業との連携によるインターンシップ制度などを併せて実施することで、単にドローンを操縦できるだ
けでない「デジタル⼈材」の⼀員になりうるスキルを⾝に着けられる制度を確⽴する。
さらに、そうしたスキルを⾝に着けた町⺠についてはマイナンバーにデータを紐付け管理することで、平時の配送業務補助、緊急時の被災箇所調

査などで必要な⼈材を円滑に確保する体制を構築し、ドローン運航がより容易となる体制の構築を図る。
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ー事業費新スマート物流サービス名

・免許返納促進対象の⾼齢者、忙しい⼦育て世代、⾃宅療養者等の配送サービスの利⽤対象者
・有事の際に避難が想定される当該エリアに居住する住⺠全般ターゲット

サービス内容

2023年度までに開通、運航したドローンルート
離陸地点︓ゲートボール場

着陸地点︓9ヶ所

• どのルートもゲートボール場から354
線上空を通って、利根川に出た後
、河川上空を⾶⾏し、川沿い近く
の着陸地点まで運航するルートとな
っています。
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ー事業費新スマート物流サービス名
・免許返納促進対象の⾼齢者、忙しい⼦育て世代、⾃宅療養者等の配送サービスの利⽤対象者
・有事の際に避難が想定される当該エリアに居住する住⺠全般ターゲット

サービス内容

⼈⼝集中地区
2024年度から開通、運航を予定する地域

離陸地点︓ドローンラボ（建設中）

離陸地点︓にぎわい広場（予定地）

離陸地点︓道の駅さかい

新しく運航を予定する地域

2023年度前に運航していた地域

2023年度までに利⽤した離陸地点
(ゲートボール場)

• 集客拠点である、にぎわい広場、
道の駅さかいを離陸地点として、従
来の河川沿いに留まらず、配送地
域を広域まで拡⼤します。
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ー事業費新スマート物流サービス名
・免許返納促進対象の⾼齢者、忙しい⼦育て世代、⾃宅療養者等の配送サービスの利⽤対象者
・有事の際に避難が想定される当該エリアに居住する住⺠全般ターゲット

サービス内容
防災観点で開通する予定のドローンルート

開通を予定する拠点

• 現状では、DID地区に該当せず、指定避
難所及び指定⾦緊急避難所として指定
される以下の施設へのルート開通を予定
しております。

• 茨城県⽴境特別⽀援学校
• ⽂化村 町⺠体育館
• 浦向公⺠館

• この他、⾃治体へのヒアリングと相談を通じ
て、ルートを開通する施設を検討する予定
です。

• 離陸地点は、物資供給地点となる、道の
駅さかい、薬局、その他災害時の物資供
給地点として⾃治体が特定する施設を想
定しております。
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ー事業費新スマート物流サービス名
・免許返納促進対象の⾼齢者、忙しい⼦育て世代、⾃宅療養者等の配送サービスの利⽤対象者
・有事の際に避難が想定される当該エリアに居住する住⺠全般ターゲット

サービス内容

新規事業既存事業

• ⾶⾏レベル3.5
• 個宅配送のための、個宅ー拠点間ルートの

作成
• 予定ルート作成数は50本
• オンデマンド配送に加えて定期運航実施

• ⾶⾏レベル3でルートを構築。
• その後、23年12⽉の⾶⾏レベル3.5の解禁

を経て、ルート3.5でルートを申請、再構築。
（当初はレベル4による開通を想定していたが、
規制の観点で実質的に実装不可）

• 地域配送
• オンデマンド配送
• 申請許可取得済みルート数は9本

ドローン飛行ルート（平時）

• 物資供給地点及び薬局⇆指定緊急避難
所、指定避難所間のルート開通

• ルート開通本数を5本程度開設

（取り組みなし）ドローン飛行ルート（災害時）

• 左記に加え医薬品
• 加盟店の拡充(当該地域での重要拠点であ

る道の駅を含む）

• 買い物代⾏サービス、フードデリバリーサービス
における取り扱い品

ドローン物流取り扱い品

• マイナンバーカードと連携したポイント付与実
施

• パーソナルデータとデータ連携を⾏い、災害時
に必要な物資を届ける

• ⾃動運⾏バス事業とデータ連携データ連携、
マイナンバーカード連携

• ⾃社管理ECサイトの開設• ⾃動運⾏バスの利⽤回数に応じた割引サー
ビス

陸送の内容
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ー事業費新スマート物流サービス名
免許返納促進対象の⾼齢者、忙しい⼦育て世代、⾃宅療養者等の配送サービスの利⽤対象者
有事の際に避難が想定される当該エリアに居住する住⺠全般ターゲット

サービス内容

■地域や住⺠にもたらす利便性 裨益効果
・⾼齢者の買物課題の解決（⽔や⽶などの重い荷物も⾃宅の庭等の指定の場所に配送可能）
・免許返納の促進による⾼齢者の交通事故問題の解決
・マイナンバー連携したIDへのポイント付与による域内事業の活性化
・平素のドローン運航を通じた、買い物の利便性の向上。購買における時間短縮。
・災害時の物資輸送における必要物資の迅速で安全な輸送体制の担保
・処⽅箋医薬品の迅速な配送
・町⺠のドローンに対する意識向上（利便性や必要性）、ドローンを中⼼とするデジタルスキルの向上、ひいては平時及び緊急時のドローン⾶⾏
円滑化

■マイナンバーカード利活⽤⽅法
・マイナンバーカードと紐づいたIDを活⽤し、⽇⽤品・フードデリバリー等ができるシステムを構築。利⽤に応じてポイントを付与することで更なる利
活⽤の促進を図る。

・マイナンバーを利⽤して物資受け取り時に本⼈認証
・都市OS側で免許返納情報を⼊⼒し、免許返納者に割引サービスを実施する。
・マイナンバーに紐づき平素のサービス利⽤からデータを蓄積し、有事の際にきめ細やかなニーズの把握と円滑な救助運営を担保する。
・町所定の講座受講者についてマイナンバーカードに情報を紐づけすることで、平時及び緊急時でのスキル活⽤を円滑化する。



サービス概要（3/8） 25

28,846千円事業費⼦育てシェアタウン推進事業サービス名

⼦ども、⼦育て世代を中⼼とする全町⺠、企業ターゲット

サービス内容

■サービスの具体的な内容
・オフライン（リアル）とオンライン（デジタル）で、共助の⽂化を地域に醸成し、根付かせる。
・オフライン（リアル）では、地域の担い⼿（シェア・コンシェルジュ）を独⾃のノウハウで発掘・育成・⽀援。シェア・コンシェル
ジュは地域活性・交流会の機会を創出し、地域のつながりやコミュニティを形成し、共助の⽂化を育む。

・オンラインでは「アプリ」を使って、信頼できる知り合い同⼠での⼦育て（送迎・託児）や情報・モノ・スキル（貸し借りや譲り
合い、頼り合い等）のシェアリングを⾏う。このシェアリングが、住⺠同⼠のつながりやコミュニティを形成し、共助の⽂化を育む。

・オフライン（リアル）とオンライン（デジタル）の両輪により、⼦
どもから年配の方にまで広く、深く共助の文化を醸成する。

■地域や住⺠にもたらす利便性 裨益効果
①持続可能な、安⼼で⼦育てをしやすい環境
②送迎・⼀時託児といった⼦育てに係るニーズの解消
③⾃⼰実現⽀援（地域活動、⽀援、雇⽤・企業・副業等）
④多様な交流機会の創出（親⼦の⽂化・学習体験、防災等）

■マイナンバーカードの活⽤（ポイント付与サービス）
・担い⼿を含む住⺠間共助成⽴時（本⼈確認済みの表⽰など）
・暮らしや⼦育ての⽀援ニーズに関するデータ分析
（居住地、年齢、性別などの傾向）とそれにあわせた⾏政サービス
連携施策の検討

データ連携基盤

※ イメージ

⼦育てシェア(共助)タウンづくり



83,650千円事業費有事も⾒据えた賑わい広場の⾒守りサービスサービス名

境町住⺠（⼦育て世代などを中⼼）ターゲット

サービス内容

◾サービス内容
・ 親⼦連れが、喜ぶ、集まるイベントの開催※1。⼦供の⼩児科や習い事を待つタイミングで、買い物もしたい、⾷事を済ませたいなど、⼦育て世代

への託児、遠隔医療、マルシェなど需要に合ったサービスを提供。※2

また有事は避難所となる広場隣接の駐⾞場の混雑状況、広場付近の⼈流・交通流の滞留を情報提供サービスとして実施。
◾地域や住⺠にもたらす利便性 裨益効果
①平時︓⼦供に連れ添って⾏動する親世代の「待ち」時間を発⾒できるため、その時間にあった⽣活サービスを広場に呼び込むことが可能。また親⼦連れが
多い時間帯に向け、などのイベントを実施する事で親⼦連れが楽しんで過ごせる。また⼦育て世代が無駄な移動をせず時間を有効活⽤できる。

②有事︓避難住⺠にとって、⼀時避難所に⾏く前に想定される混雑を認識することが出来、いち早く円滑な避難が可能になる。
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広場への来訪客を⾒守る仕組みの開発
 広場の混雑時間・エリアや⼈流・滞留の把握

• 来訪客の主な属性（年代、性別、⼦連れや⾼齢者の判定）
• 来訪⼿段（⾃動運転バス、⾃家⽤⾞）、広場への⼈流および、
広場内で滞留が起きている場所

親⼦連れをターゲットとしたサービス、イベント開催

 広場への住⺠の来訪を促す
サービスメニュー提供、
イベントの企画

 モビリティハブとしてより
使い易い環境を構築

避難混雑状況の情報提供

 隣接する指定避難所への
アプローチとして避難者に
混雑状況を早期に提供
（駐⾞場、広場）

⾃動運転バス停留所・駐⾞場エリア

広場エリア

測定（想定測定エリア）

情報提供

平時

有事の備え

・GOCHIプラットフォーム連携︓⼦育て世
代が喜ぶニーズを把握、事業者参画を促進

・⾃動運転連携︓
ニーズに合わせたバス運⾏時間、ルート、充
電タイミング調整

・防災連携︓
データ連携基盤＜境町プラス＞での広場来
訪⼈数表⽰

※1※2サービス⾃体の運営は、それぞれの適切な業者に町が委託する想定。費⽤は含まず



ー事業費有事も⾒据えた賑わい広場の⾒守りサービスサービス名

境町住⺠（⼦育て世代などを中⼼）ターゲット

サービス内容

◾重点的な取得データ活⽤の流れと、⼈流把握の詳細（参考）

サービス概要（4/8）② 27

捉えたい⼈流、混雑

捉えたい賑わい

出所︓Google Map、Google Street View

⽂化村 広場（
⼈数、属性、滞
留把握）

⽂化村駐⾞
場、⼊⼝道
路

境町主導で⼦育て世代向
けにサービスを充実化させ
たい重点エリア、災害時に
は、⼀時避難所として利
⽤する事を想定

想定される動線

ほぼ⾃家⽤⾞での来訪

実際に
聞こえてくる
ユーザーの声（
住⺠）

（データ活⽤に
より創出・刷新
された）サービス
をユーザーが利⽤
する例

⼦育て世代 20-30代の例（⾞で20分の町内に居住、
5年前に移住したため居住歴は浅い⽅）

平時︓時間に余裕が欲しい
広場付近の体育館で⾏われている⼦供の習い事
や、⼩児科診察の待ちの間に買い物や⽤事を済
ませたい。幼稚園、⼩学校終わりに柔軟に預かっ

てもらえる場所が欲しい

災害時︓必要情報を⼊⼿したい
5年前の豪⾬の際、防災無線による避難指⽰は
⾃宅にいたが気が付かなかった。町外避難が前提
と知ってはいるが、必要かを判断できない（正確

な避難情報が欲しい）

習い事待ちをしてい
る間にマルシェで買
い物／タイミングよく
エクササイズプログ

ラム
に参加

避難⼿段（⾞、徒歩）を決める
。

境町プラスに表⽰された広場への
避難⼈数を⾒て深刻さ、避難の
必要性を知る。町内では安全なエ
リアに⼀時避難した上で、正確な

情報を確実に知る

繰り返し送迎をせず
、児童館や託児所
*を利⽤（広場へ
の移動はモビリティサ

ービスで）

境町プラスに表⽰さ
れた駐⾞場の混雑
状況から、⻑時間の

待ちを回避

取得するシーン 習慣的な利⽤が想定される
平⽇午後〜⼣⽅

（災害を想定した）イベント実施時
実際の災害時

データの価値は
サービス提供
主体を経由

⼦育て世代など特定のペルソナが
広場に実際に来訪客した⼈数、

滞在エリア、時間など
（属性、⼈数、⼈流）

境町・まちづくり公社などの広場運営主体

サービス事業者
（マルシェ、託児所運営、ジム）

駐⾞場の⾞両停
⾞台数、短時間
台数増加、⼊⼝
付近の道路混雑

など

取得、分析
データ 広場⼈数、指定避難所

（公⺠館）前の
⼈の混雑など

*町内で整備検討中
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38,500千円事業費サービス名

住⺠及び来町者（平時はEV所有者）ターゲット

サービス内容
■サービスの具体的な内容（有する機能）
・賑わい広場におけるマイナンバーカード認証機能でのEV充電器等の利⽤状況データや
広場の⼈流データ（有事も⾒据えた賑わい広場の⾒守りサービスと連携）に応じて、
境町＋（アプリ）にて、住⺠へモビリティHUBのリアルタイム状況を発信する。
・にぎわいを創出したい時間帯や地域の再⽣エネルギーが余っていると想定される時間帯の
データに応じて、ポイントを付与することで⾏動変容を起こし、広場の賑わい創出や地域エネルギー
の消費を最適化する
・災害時にどこが避難所機能として機能しているか境町＋にて表⽰する。またEVを動く蓄電池
として運⽤するためのコネクタを設置し、賑わい広場へ⼀時的な避難所機能を追加する。

■地域や住⺠にもたらす利便性 裨益効果
①EV所有者の利便性向上
境町＋（アプリ）で充電器の空満情報発信や⾏動変容を起こさせたい時間帯に応じての
地域ポイント付与を⾏うことで、⾃動運転バスを含むEVの充電タイミングをコントロールでき、
データによって充電待ちの渋滞等を起こりづらくさせ、EV所有者が⾃ら⾏動変容を起こす仕組みを
構築することで、暮らしやすさ向上に寄与する。

②町全体のレジリエンス性向上
利根川が近く、災害に対して弱いエリアのため、境町＋でどこに⾏けば避難所機能（電気・通信）
があるか住⺠が把握できるようにする。川が氾濫した時にも安全な場所（にぎわい広場他）にEV
を動く蓄電池として活⽤できるコネクタを設置し、⼀時的な避難所になりうる機能を実装することで、
町のレジリエンス性を向上させる。

モビリティHUBサービス提供と地域レジリエンス性向上【新規実装】

マルシェ

道端カフェ

ＥＶモビリティ
バス

個室テレワークスペース

地上機器ラッピング

防犯カメラ

充電スタンド

※第四回モビリティロードマップ研究会資料を参考に作成

UXコネクタLITE

賑わい広場のモビリティHUB・避難所化

境町＋を活⽤したモビリティの⾏動変容

充電器
利用データ

人流
データ

再エネ余剰
想定データ

境町＋

 充電器の空き情報が⾒れて便利︕
 充電がオトクになる時間が分かる︕
 災害時どこに⾏けば良いか分かる︕

データ解析に応じた
情報発信・ポイント付与
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41,635 千円事業費ポケットサイン 防災サービス名

全町⺠ (災害時の避難所に⼊館する町⺠および⾃主避難している町⺠)ターゲット
マイナンバーカードとスマホアプリを⽤いて、移転を伴う場⾯でも円滑に避難者・避難所の状況を把握して、個々
⼈に合った適切な⽀援に繋げる仕組みを実現サービス内容

■サービス内容
（住⺠や境町職員が、避難先の移転を伴う場⾯でも避難活動を安全かつ効率的に遂⾏し、個々⼈への⽀援に繋げることに貢献する）
・避難所におけるマイナンバーカードのPIN無しタッチ受付（利⽤者証明⽤電⼦証明書）による負担の少ない⼊退所管理
・町⺠の介護⾷・離乳⾷等のニーズを平時から登録、位置情報とともに連携して個々⼈への⽀援提供やドローン物資配送・受取をサポート
・普段から慣れ親しんでいるスポット避難所（賑わい広場）の混雑状況をスマホアプリや境町ポータルから閲覧可能に

■ 地域や住⺠に対する利便性や裨益効果
＜町⺠・町職員の課題＞
・避難所の⼊退所を管理する受付に時間がかかる。特に避難先を1次避難所、1.5次・2次避難所と転々と移動する場合は、

何度も受付の⼿間がかかることが町⺠・町職員の⼤きな負担となり、誰が今どこにいるのかの把握は⼀層困難になる。
・避難所の⼈数や名簿などの情報集約に時間がかかり、混雑状況などを適時に把握して町⺠に届けられない。
また個々⼈ごとの位置（避難所外避難を含む）やニーズ把握が困難なことに加えて、必要な⽀援の到達確認ができない。

＜裨益効果＞
・マイナンバーカードをかざすだけで、個々⼈の詳細な情報と紐付けながら、避難所のスムーズな⼊退所が可能になる。
・避難所以外からでも安否状況の報告（⾃宅・宿泊施設等）を⾃治体・家族向けに⼀括でできるほか、位置情報・
ニーズ等の情報を集約して、避難者への適切な⽀援提供・物資配送 (例︓介護⾷、アレルギー⾷品）と供給管理に繋げる。

■マイナンバーカード利活⽤⽅法
・アプリの初回登録時に公的個⼈認証で本⼈確認・基本4情報取得（⾃動更新対応）、認証済みID発⾏を⾏う。
・避難所でマイナンバーカードのPIN無し利⽤による迅速な⼊退所受付。（⾮アプリユーザ向けに券⾯事項⼊⼒補助APも対応）

・個々⼈のニーズ応じた物品（介護⾷、離乳⾷、医薬品等）受取時のカード⼜はアプリによる本⼈確認。
デジタル⾝分証アプリとマイナンバーカード

【 個⼈の情報登録 】アプリに⽒名／住所／⽣年⽉⽇／性別をマイナカードから初期登録、平時から属性情報を登録
【 ⽣涯１⼈１アカウント 】境町ポータルとID連携 スマホ機種変更時もデータ引き継ぎ

29

✔

※[R6年度新規拡張部分]



24,200千円事業費GOCHIプラットフォーム（ポイント付与）（1/2）サービス名
境町既存サービス利⽤者ターゲット

サービス内容
◾サービス内容（有する機能）
・境町独⾃のサービス（⾃動運転バスの運⾏やドローン配送等、稼働サービスや⽣活サービス等）について、マイナンバーカードを利⽤したユーザー
に対し、地元事業者で利⽤可能な地域通貨ポイントを付与するプラットフォーム。
◾地域や住⺠にもたらす利便性 裨益効果
・境町独⾃のサービスの利⽤促進が期待される。
・地域通貨としてポイントを付与することで、住⺠が地元事業者でポイントを活⽤することができ、地元事業者の⽀援に繋がる。
・地域独⾃サービスの利⽤と地元事業者の利⽤の両⾯の実現が可能となり、地域全体のコミュニティが広がる。
◾マイナンバーカード利活⽤⽅法
・マイナンバーカードに紐づくID等と紐付けたポイント付与履歴を分析することで、利⽤サービス（地域独⾃のサービスや事業者）に対するニーズや

利⽤状況等細かい分析が可能となり、市⺠の⾏動変容の結果分析等が可能となる。
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連携

ポイント付与 施策効果
分析

境町各サービス

住⺠・被災者

GOCHIプラットフォーム

利⽤

ポイント付与履歴

境町



ー事業費GOCHIプラットフォーム（ポイント付与）(2/2)サービス名

境町既存サービス利⽤者ターゲット

サービス内容

◾（参考）拡張性
①⾃治体プラットフォームとしての拡張

ポイント付与プラットフォームとして利⽤するGOCHIプラットフォームは、以前から境町にてプレミアムクーポン発⾏やふるさと納税を活⽤した地域店
舗型こども⾷堂⽀援にも利⽤されている。
今回の地域ポイント基盤の利⽤の拡張を機に，更に後述の補助⾦⽀払いDX活⽤等、活⽤の幅を広げていくこととする。

②マイナポータル連携
GOCHIプラットフォーム⾃⾝は、現在 CIPPO社にて構築中のマイナポータル連携APIを活⽤することで、本プラットフォーム上に個⼈に紐付いた
属性情報を⼀切持つことなく、ポイント付与時に属性に応じたポイント付与の倍率を変える（ 60代以上は2倍等 ）、補助⾦⽀払い対象の有
無を⾃動的に判断する（ 児童扶養⼿当を受けている家庭のみ クーポン付与等 ）等の機能拡張を実現する予定である。（本事業外にて開
発中） 

サービス概要（7/8）②

属性に関する問いかけの実施
（Yes Noで答えられる形式）

Yes/No での返答

マイナポータル

APIとの連携機能

31



ー事業費GOCHIプラットフォーム（災害時のクーポン発⾏・付与）サービス名

境町事業者・被災者ターゲット

サービス内容

・サービス内容（有する機能）
・災害時に境町及びGOCHIプラットフォームで運⽤している既存サービスで集まった寄付⾦を財源に、GOCHIプラットフォーム既存加盟事業者や

被災地にある事業者で利⽤可能なクーポンを発⾏する。
・地域や住⺠にもたらす利便性 裨益効果
・事業者の加盟⼿数料は⼀切かからない為、負担がほとんどない。
・被災者が被災地にある店舗でクーポンを利⽤することで、被災者⽀援のみならず、事業者への復興⽀援・地域復興に繋がる。
・マイナンバーカード利活⽤⽅法
・初回登録時にマイナンバー認証を⾏うことで、被災者がマイナポータル上の情報から詳細な状況を把握することができ、被災者が本当に必要とし

ているサービスの提供や⽀援、各被災者の状況に応じたサービス提供が可能。
（例︓⼦供がいる被災者に絞った⽀援等も可能）

サービス概要（7/8）③ 32

⾷事提供

クーポン付与

寄付

⽀払
い

店舗⼿数料
０円

住⺠・被災者

GOCHIプラットフォーム

⽀援者・協賛企業

境町事業者・店舗



ー事業費GOCHIプラットフォーム（補助⾦DX）サービス名

境町既存サービス利⽤者ターゲット

サービス内容

・サービス内容（有する機能）
・国からの補助⾦や助成事業を活⽤した電⼦クーポン発⾏システム。
・ニーズに応じたカスタマイズにも柔軟に対応することができる。（地域電⼦商品券の発⾏や児童を対象とした教育⽀援事業等でも活⽤可能）
 ※下部参考事例掲載
・地域や住⺠にもたらす利便性 裨益効果
・対象住⺠に、境町プラスを通じて、電⼦クーポンとしてチケットを発⾏することで、災害発⽣時に⽀給される補助⾦を迅速に配布すると共に、本来
 の⽬的通りに利⽤してもらうことも可能。
・マイナンバーカード利活⽤⽅法
・利⽤申請、登録時にマイナンバー認証することで、境町住⺠や困窮家庭など、助成対象者を適切に選択したピンポイントでの補助⾦⽀払いが
 可能。

サービス概要（7/8）④

対象者

補助⾦

登録・
マイナンバー認証

GOCHIプラットフォーム

国・⾃治体

※マイナンバーカード活⽤スキーム図

マイナポータルAPIを通し
て得られた属性に応じた
チケット/ポイント等付与
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サービス概要（8/8） 34

45,089千円事業費データ連携基盤の機能拡充(サービス連携数の拡⼤)サービス名

全町⺠ターゲット

サービス内容

【サービス概要】
∗ R4年度 データ連携基盤/地域ポータル 実装・利⽤開始

（6サービス連携）
∗ R5年度 データ連携基盤機能 機能拡張

（７サービスへ＋マイナンバーカードによる本⼈認証済ID認証機能）
∗ R6年度 データ連携基盤機能 更なる拡張

（6サービス追加予定 ⇒10超えるサービス連携のハブに︕）

【データ連携の活⽤シーン（抜粋）】
・平時︓ポケットサインで扱う賑わい広場の混雑状況を境町ポータル上で
住⺠向けに発信
・災害時︓各避難所でリクエストがあった介護⾷・離乳⾷・薬等情報を防
災サービスから取得し、データ連携基盤を通じ、ドローンサービスに連携する
ことで、ドローンで薬の配送を実現

【地域や住⺠にもたらす効果】
・One IDで様々なサービスへ便利にアクセス可能
・地域ポータルで、⾃分に合った地域情報をGET可能
・データ連携基盤を通じた、ワンスオンリーな本⼈確認を実現︕
・本⼈性担保を前提とする公共・準公共サービスの利⽤促進に︕

多様なサービス＆データを繋ぎ、
新地域デジタル資産となるデータ連携基盤

多様なサービス＆データを繋ぎ、
新地域デジタル資産となるデータ連携基盤

境町＋（地域ポータル）

⾃動運転バス ・・・防災サービスフレイル予防 ドローン配送出張医療・⾏政

API APIAPIAPI APIAPI

データ連携基盤

API ゲートウェイ

共通ID
ログイン
共通ID
ログイン

ポータルUIにて、
連携の諸サービスを繋げ、

ONE IDで活⽤可能

⾃動運転
バス

ポケットサイン
防災サービス

⾃動運転バス ・・・防災サービスフレイル予防 ドローン配送出張医療・⾏政

API APIAPIAPI APIAPI

データ連携基盤を通じ、本⼈認証済フラグ情報を各サービスに連携

認証機能
マイナンバーID連携・本⼈確認

共通ID発⾏・管理
マイナンバーカードと紐づくID管理

R5連携R4連携(例⽰)

1. マイコミュ（共助コミュニティ/⼈流）
2. GOCHI(地域ポイント)
3. 健幸マイレージ(健康増進）
4. マチコミ(学校サービス)
5. ⼦育てタウン(⼦育て⾏政情報) 
6. LEBER(体温・体調管理)
7. まちなか充電サービス（市⺠サービス）

R６新規連携



事業概要【めぶくID・データ連携基盤の普及・定着のためのめぶくコミュニティとめぶくPayの機能拡張】

152,930千円事業費329,456⼈⼈⼝群⾺県前橋市⾃治体名

マイナンバーカード及びめぶくIDを活⽤した、地域活性プラットフォーム「めぶくコミュニティ（R5年度デジ⽥事業（旧称）めぶくファーム）」と、地
域経済循環を促す電⼦地域通貨「めぶくPay」（独⾃事業）の機能を強化・融合し、地域経済循環を更に促進するとともに、市⺠主体の
地域活動を効果的・効率的に展開できる基盤提供により、持続可能な共助型未来都市を構築する。

概要

35

現状の地域課題 実現したい地域の姿

サークル

任意団体

地域づくり団体 もっと多くの⼈に地域の活動に参
加して欲しいし、もっと簡単に⾊々
な⽅と意⾒交換がしたい…
でも現状では⼀軒ずつの声掛け
や集⾦対応が必要であり負担が
⼤きく、また移動が困難な⽅や都
合がつかない⽅が意⾒交換の場
に参加する仕組みがない

団体を⽴ち上げて、⾊んなメンバー
が参加してくれている。でも会員が
⼊れ替わる度に、紙の名簿を⼀
々更新し、出⽋も個別の電話や
メールでの確認が必要…

サークルの活動費を管理してるけど、
会費の徴収と管理が煩雑…
精算は基本的には現⾦で、紙の
領収書を管理してて紛失リスクも
ある…

データ連携基盤・めぶくID

新しい地域コミュニティ基盤の提供︓
コミュニケーションと決済を⼀体的に使いこなした地域内の交流や共助の循環

（災害時におけるコミュニティメンバーの安否確認やコミュニケーション⼿段としての活⽤も可能となる）

めぶくPayめぶくコミュニティ

企画者・
幹部

会員・地域住⺠

【新しく出来るようになること】
• コミュニティが主体となった様々な情報

発信・意⾒聴取・議論の場の提供
• コミュニティの効率的な管理・運営

【新しく出来るようになること】
• 法⼈格のない⼩さなコミュニティでも利

⽤可能で、コミュニティの独⾃のインセン
ティブ設計も可能な決済基盤の提供

 コミュニティ運営やイベント企画や建設的
な意⾒を⾃由に投稿できる

 マニュアルで煩雑な名簿管理がアプリ機能
で簡単に実現

 「めぶくPay」で会費徴収・コミュニティ活動の⽀
払い・インセンティブ付与ができる

 出⽋確認と参加費⽀払いがまとめて簡単便利



サービス概要（1/2）

32,360千円事業費まえばしコミュニティ⽀援システム︓「めぶくコミュニティ」の機能拡張サービス名

地域住⺠、地域活動団体（任意団体・地域づくり団体等・サークル）、⾏政等ターゲット

サービス内容

36

解決したい
地域課題

⽬指すべき
⽅向性

⾏政の⽀援の有無に関わらず、地域活動団体が主体的に
運営し、地域活動の効率化、活性化が実現できる共通基盤
（多くの団体が利⽤可能な共通プラットフォーム）の構築

様々な分野における地域活動団体は、法⼈格のない任意団体が
多く、資⾦や⽂書等の団体運営管理はアナログで煩雑な部分が多
く、それらに起因する担い⼿不⾜や活動の停滞等が課題となっている

実現したい地域の姿︓コミュニケーションと決済を⼀体的に使いこなした地域内の交流や共助の循環 MNCの活⽤新規性

【MNCの活⽤新規性】
• MNCをトラストアンカーとして、本⼈
性の証明が可能な特定の個⼈と紐
づく形で、団体のアカウントの発⾏が
可能になる

• MNCカードをトラストアンカーとする事
業は過年度にも実施しているが、
MNCをベースとして“団体”の信頼性
を向上させる取り組みは、従来とは
異なる新規性を有している

• また所属するメンバーはMNCをベース
としたIDを発⾏・参加しているため、
明確な本⼈性を持ったコミュニティ運
営が可能な取り組みとなるため、従
来と異なる新規性を有している

活動参加者
（会員・当⽇参加者等） 活動⽀援者

（講師・コーチ等）

⽀援団体
（親団体・⾏政等）

地域内店舗
（地域通貨ポイントの消費可能店舗）

企画・運営者
（主催者・運営スタッフ等）

• 活動の情報発信・会員情報
等のデジタルツールでの管理

• 活動参加へのインセンティブポイ
ントの付与

• デジタル申込による当⽇参加
• 団体とのメッセージの送受信
• 活動費のキャッシュレス⽀払い
• ポイントでの⽀援者へのお礼

• 活動⽀援のお礼のデジタルでの
謝⾦/ポイントでの受け取り

• ポイントでのサービス利⽤

• 地域活動の情報発信・周知
• （必要に応じた）交付⾦やポイント等の

インセンティブの⽀援

• 店舗負担が少ない形でのキャッシュレス
決済への対応

• 地域活動と連動したクーポンの発⾏

地域活動団体
（任意団体・地域づくり団体・サークル）
めぶく

コミュニティ
めぶく
Pay

【凡例】 ：めぶくコミュニティの機能拡張で実現されること

【従来の地域コミュニティの形】
• 地域コミュニティの場合は団体そのも
のを証明するもの（会社における登
記情報等）が存在しないため、コ
ミュニティの信頼性を毀損している側
⾯が存在する

• また会員の管理等に関しても紙⾯で
の管理が中⼼であり、紙⾯での申込
みの場合は会員の本⼈性を確認で
きていない



サービス概要（2/2）

48,860千円事業費まえばしコミュニティ⽀援システム︓「めぶくPay」の機能拡張サービス名

地域住⺠、地域活動団体（任意団体・地域づくり団体等・サークル）、⾏政等ターゲット

サービス内容

37

解決したい
地域課題

⽬指すべき
⽅向性

⾏政の⽀援の有無に関わらず、地域活動団体が主体的に
運営し、地域活動の効率化、活性化が実現できる共通基盤
（多くの団体が利⽤可能な共通プラットフォーム）の構築

様々な分野における地域活動団体は、法⼈格のない任意団体が
多く、資⾦や⽂書等の団体運営管理はアナログで煩雑な部分が多
く、それらに起因する担い⼿不⾜や活動の停滞等が課題となっている

実現したい地域の姿︓コミュニケーションと決済を⼀体的に使いこなした地域内の交流や共助の循環 MNCの活⽤新規性

活動⽀援者
（講師・コーチ等）

⽀援団体
（親団体・⾏政等）

地域内店舗
（地域通貨ポイントの消費可能店舗）

企画・運営者
（主催者・運営スタッフ等）

• 活動の情報発信・会員情報等
のデジタルツールでの管理

• 活動参加へのインセンティブポ
イントの付与

• 活動⽀援のお礼のデジタルで
の謝⾦/ポイントでの受け取り

• ポイントでのサービス利⽤

• 地域活動の情報発信・周知
• （必要に応じた）交付⾦やポイント等の

インセンティブの⽀援

• 店舗負担が少ない形でのキャッシュレス
決済への対応

• 地域活動と連動したクーポンの発⾏

地域活動団体
（任意団体・地域づくり団体・サークル）
めぶく

コミュニティ
めぶく
Pay

【凡例】 ：めぶくPayの機能拡張で実現されること

【MNCの活⽤新規性】
• MNCをトラストアンカーとして、本⼈
性の証明が可能な特定の個⼈と紐
づく形で、団体のウォレットが発⾏に
なる

• MNCカードをトラストアンカーとする事
業は過年度にも実施しているが、
MNCをベースとして“団体の決済シス
テム”を開設・管理可能とする取り組
みは従来とは異なる新規性を有して
いる

【従来の地域コミュニティの形】
• 団体の単位で決済が可能な仕組み
が中々存在しない（銀⾏⼝座開設
等はハードルが⾼く⼿間もかかる）た
め、地域コミュニティの決済活動の多
くが個⼈の⽴替えや現⾦管理に依
存してしまっている

• また上記に付随してコミュニティのメン
バーが相互にコミュニティの資⾦状況
等が把握できない属⼈的な運⽤に
なっている

活動参加者
（会員・当⽇参加者等）
• デジタル申込による当⽇参加
• 団体とのメッセージの送受信
• 活動費のキャッシュレス⽀払い
• ポイントでの⽀援者へのお礼



【参考】サービス概要︓補⾜資料①（課題の詳細化と必要機能の対応）

152,930千円事業費まえばしコミュニティ⽀援システム（めぶくコミュニティ・めぶくPayの機能拡張）サービス名

地域住⺠、地域活動団体（任意団体・地域づくり団体等・サークル）、⾏政等ターゲット

サービス内容

38

必要と想定される機能具体的な課題＃分類

デジタルを使って地域活動団体内でのコミュニケー
ション（意⾒交換、意思表⽰）を可能にするシステ
ム

▶地域活動団体の継続と発展のために、対⾯でのコミュニケーションに加えて、
多様なコミュニケーション⼿段が欲しい1

A.情報発信機能
（めぶくコミュニティ
の機能拡充）

投稿内容に応じては匿名での意⾒発信等も可能と
する形での情報発信システム▶

新規の地域活動団体参加者から⻑年在籍している参加者への、地域活
動団体の運営についての意⾒や、新規加⼊者への新たな情報発信等に
ついて⼼理的ハードルが⾼い

2

住所や電話番号・メールアドレスの共有等を必須に
しない形での情報発信システム▶個⼈情報保護の観点からも、地域活動団体の運営上の個⼈情報の授

受は最低限かつセキュアな管理が求められる3

新規での会員登録や会員情報の変更をシームレス
に連携可能とする形での情報発信システム▶サークル活動など各種地域活動団体は会員の⼊れ替わりが多いケースで

は、名簿の管理そのものが煩雑化する4

複数⼈での確認・管理や⽀払承認のフロー等が構
築可能な資⾦管理システム▶団体役員が個⼈で現⾦を管理する場⾯が多いため現⾦過不⾜が起こる

など、トラブルにつながる。5
B.地域決済機能
（めぶくPayの
機能拡充）

現⾦払いではなく決済システムと連動するような形
で⽀払いが可能となるような加盟店の開拓▶

⾦融機関⼝座で管理していても、⽀払時は現⾦を⽤意する必要があり
ATMにいくなど⼝座管理者の負担になる（請求書払いなど後払いの場
合はネットバンキングで⽀払えるけど現⾦払いのケースも多い）

6

会員にユニークとなるIDを付与する形での管理が
可能となるような決済システム▶

会費等を⼝座振り込みにしている場合、会員名簿の⽒名と振込名義⼈
の突合の事務が煩雑（会員になっているのは奥様だけど、振込⼝座は⽣
活⼝座として使っている旦那名義の⼝座のケース 等）

7

決済の明細やレポート書類の⾃動⽣成等が可能と
なるような決済システム▶収⽀管理（記帳、報告書作成(to ⾏政、親団体、会員など)）の⼿間

がかかる8



152,930千円事業費まえばしコミュニティ⽀援システム（めぶくコミュニティ・めぶくPayの機能拡張）サービス名

地域住⺠、地域活動団体（任意団体・地域づくり団体等・サークル）、⾏政等ターゲット

サービス内容

【参考】サービス概要︓補⾜資料②（プロダクトイメージ） 39

めぶくコミュニティ

めぶくPay

1. 名簿(会員・イベント参加者)作成
2. 組織階層に応じた管理機能
3. 参加者の資格に応じてアクセスできる

情報を管理
4. 名簿（会員・イベント参加者）作成

と会費・報奨授受情報の紐づけ

1. チャージ、ポイントの付与・受⼊
①個⼈から個⼈・団体
②団体から団体・個⼈

2. デジタル領収書の発⾏・受領
3. 会費・報奨授受情報の記録
4. ⽀出、ポイント付与時のダブルチェック

活動参加者
(会員・⾶び込み参加者等)

⽀援団体
（親団体・⾏政等）

活動参加者
(会員・⾶び込み参加者等)

活動⽀援者
（講師・コーチ等）

活動参加者
(会員・⾶び込み参加者等)

地域内店舗
（地域通貨ポイントの

消費可能店舗）

団体内の
コミュニケーション、

お知らせ
（イベント開催、
会計報告 等）

会費、参加料、出資

（必要に応じて）
給付⾦・ポイント
原資⽀払い 等

(ポイント等での)
謝⾦⽀払
/デジタル

領収書発⾏

QR代⾦⽀払
/デジタル

領収書発⾏

参加インセンティブ交付
/デジタル

領収書発⾏

活動参加者
（会員・当⽇参加者等）

⽀援団体
（親団体・⾏政等）

企画・運営者
（主催者・運営スタッフ等）

団体登録・
会員管理 等

参加申込・
会員登録 等

周知事項の
投稿 等

めぶくアプリ

マイナンバーカードを
トラストアンカーに
デジタルIDを発⾏

※「めぶくコミュニティ」・「めぶくPay」は
「めぶくアプリ」内の別アプリとして動作

全てのアプリでめぶくIDを⽤いる
からこそ他サービス・他アプリを
横断したデータ連携が可能

企画・運営者
（主催者・運営スタッフ等）

会費・出資
/活動参加

インセンセンティブ
ポイント付与



事業概要（1/2）【マイナンバーカード×デジタルサービスによる⽣活インフラ実装モデル】

103,670千円事業費10,525⼈⼈⼝富⼭県朝⽇町⾃治体名
マイナンバーカードを核に、公共施設/サービスや町政の最適化を⽬指すデータ基盤整備を推進。R5年度は、マイナンバーカー
ドに、公共施設やサービスでのポイント獲得/LINE情報サービスを付加した「公共サービスパスLoCoPi」を実装、住⺠⽣活の中
でのマイナンバーカード活⽤を推進。R6年度は、マイナンバーカード活⽤の多層化を⽬指し、①地域通貨サービス②防災サー
ビス③域外向けLINEアプリサービスの、3つの新規サービスを実装することで、より⽣活の中で使われるマイナンバーカードを⽬
指す。

概要

40

背景となる課題：⾼齢化社会での「持続的な⽣活インフラサービス」提供を実現するデータ獲得/再価値化の推進
・少⼦⾼齢化が進む中、⽣活に密着した公共施設/サービスは持続が難しく、効率化と共に利⽤者増を⾒込めるようなDX推進が必須
・⼀⽅で、公共サービスは⾼齢者や⼦供の利⽤も多く、領域や施設を横断した利⽤者データ取得すら極めてハードルが⾼い。
・朝⽇町で交付率80％を誇るマイナンバーカードを核に、朝⽇町全体のサービスの利⽤データ取得/再価値化を推進する。

ICチップ内の空き容量に、ポイント/
チケッティングシステムのIDを書き込み

マイナンバーカードの空き容量を活⽤ 書き込みIDと連携するLINEミニアプリを実装、公共施設や公共サービスでの
利用やポイント獲得データや、情報発信/見守り機能なども実装。

R5年度概要：マイナンバーカード利用を拡充する公共サービスパス「LoCoPi」を社会実装→既に1500人以上の利用

LoCoPi
LINE

※上記全体を公共サービスパス「LoCoPi」として提供 ※昨年度提出段階では「みんなんばーカード」と記載

ポイント獲得/チケット決済を実装＠公共施設 ⼦供や⾼齢者の⾒守りサービスも実装
社会実装後1か月(2月中旬)で

1500人超の登録/3万回超の利用

LoCoPi端末は公共施設中心に今年度約50箇所に配置
取得データによって公共施設の最適化/町政の最適化を目指す

昨年度の取り組み



事業概要（2/2）【マイナンバーカード×デジタルサービスによる⽣活インフラ実装モデル】

103,670千円事業費10,525⼈⼈⼝富⼭県朝⽇町⾃治体名
マイナンバーカードを核に、公共施設/サービスや町政の最適化を⽬指すデータ基盤整備を推進。R5年度は、マイナンバーカー
ドに、公共施設やサービスでのポイント獲得/LINE情報サービスを付加した「公共サービスパスLoCoPi」を実装、住⺠⽣活の中
でのマイナンバーカード活⽤を推進。R6年度は、マイナンバーカード活⽤の多層化を⽬指し、①地域通貨サービス②防災サー
ビス③域外向けLINEアプリサービスの、3つの新規サービスを実装することで、より⽣活の中で使われるマイナンバーカードを⽬
指す。

概要

41

R6年度概要：マイナンバーカードは、新規サービス追加/LINE連携強化で、朝日町全体で使える生活インフラ基盤に。

データ連携基盤：地域内の⼈や通貨の移動を活性化し、地域内経済循環を促進する
※朝⽇町の地域内経済循環率は富⼭県最下位レベル

マイナンバーカード基盤活⽤：基本的な考え⽅は全サービスで共通

ICチップ空き容量の活⽤

新規サービス
ICチップ空き容量を活⽤することで、マ
イナンバーカードに多層サービスを実装

LINEミニアプリ
サービス利⽤登録/情報配信/多層サービ
ス連携など、サービス利便性を向上

R5年度
公共サービスパス

「LoCoPiあさひまち」
社会実装済み

公共施設や公共サービスでの
マイナンバーカード利⽤促進

• チェックイン
• ポイント獲得

• ⼊場/利⽤チケット決済など
＋

各分野の
共助型サービス連携

• 地域交通
• 地域教育
• 地域福祉

• 地域脱炭素など

R6年度
地域通貨サービス

「あさひまちコイン」
新規での社会実装

朝⽇町内の多様な施設/事業者が
利⽤できる地域通貨サービス

• マイナンバーカード決済機能
• 現⾦チャージ機能
• 運⽤管理システム

• ⼿数料管理システム
• LINEポイント換⾦機能など

※詳細は4ページ

R6年度
防災サービス

「あさひまちレジリエンス」
新規での社会実装

朝⽇町内の避難所施設での避難
者管理や住⺠安否確認サービス

• 避難者受付⽀援システム
• 住⺠安否確認システム

• データ可視化ダッシュボード
• ID⇔⾃治会名簿連携機能

• LINEオープンチャット機能など
※詳細は5ページ

R6年度
域内外交流LINEアプリ
「あさひまちFUN」
新規での社会実装

朝⽇町外の交流⼈⼝向け朝⽇町
ファンCRMサービス

• QRコードポイントシステム
• QRコード決済システム

• ファン育成CRM機能
• 域内外交流AIチャットボット
• 朝⽇町ファンLINE開発など

※詳細は6ページ

今年度の取り組み



35,640千円事業費地域通貨サービス「あさひまちコイン」サービス名

朝⽇町のマイナンバーカード保有者。LoCoPi利⽤の⼦どもから⾼齢者まで。地域通貨を導⼊する事業者。ターゲット

サービス内容

サービス概要（１/3） 42

R5年度：公共サービスパス「LoCoPi」導⼊ R6年度：地域通貨サービス「あさひまちコイン」

マイナンバーカードへの地域通貨機能「あさひまちコイン」新規搭載→地域内経済循環へ
・マイナンバーカードICチップ空き容量に地域通貨サービスを導⼊。運⽤管理や事業者⼿数料管理システム、現⾦チャージ機能などを導⼊
・地域事業者の参画を促進する官⺠共創での運営により、⼿数料収⼊による運営資⾦の獲得やインセンティブ付与による域内経済活性化を⽬指す
※令和5年度のLoCoPi（みんなんばーカード）は、公共サービスでの紙券デジタル化、事前⽀払い制のチケッティングサービスのみの実装

R5年度は公共サービスパスとしてのマイナンバーカード活⽤
朝⽇町⺠がマイナンバーカードを持ち歩き⽇常利⽤する基盤を実装

R5年度は「将来的な地域通貨拡張」を⽬指す。として記載。
R5年度「LoCoPi(みんなんばーカード)」として以下機能が実装済み

LoCoPi(マイナンバーカード)
• チェックイン
• ポイント獲得
• サービス利⽤

• 事前チケット決済など

LINEミニアプリ
• 情報配信

• データ可視化
• ⾒守りメール

• 利⽤者登録など

R6年度はマインバーカードに新規で「地域通貨機能」を書き込み
マイナンバーカード⼀枚で⽀払いやチャージができるシステム構築

R5年度TypeX申請

運営管理
本部

施設

地域
事業者

施設

決済専⽤
端末 現⾦チャージ

端末

LINEミニアプリ

連動

あさひまちコイン
運⽤管理システム
• 顧客データ管理

• 事業者⼿数料管理
• ポイント管理/換⾦

• マイナンバーカード決済対応
• QRコード決済対応など

LINEミニアプリ
あさひまちコイン連動UX開発

• 地域通貨対応機能
• QRコード決済対応機能
• 通貨チャージ対応機能

• LoCoPi連携機能
• 残⾼確認機能など

運⽤管理
システム
※官⺠共創で運営

R6年度「あさひまちコイン」として新規実装する機能は以下を想定

決済⽅法

あさひまちコイン
専⽤システム概要

マイナカードで⽀払い
マイナカードにチャージ

マイナンバーカード⼀枚で⽀払い/チャージ LINEミニアプリで残⾼確認/情報発信あくまでも事前チケット決済

地域
事業者

地域
事業者



サービス概要（2/3）

33,240千円事業費防災サービス「あさひまちレジリエンス」サービス名

朝⽇町住⺠全体︓各⾃治会や⾼齢者/⼦供向けイベントと連携した訓練で⽇常時から防災を実践ターゲット

サービス内容

43

マイナンバーカードへの防災サービス「あさひまちレジリエンス」の新規搭載
・マイナンバーカードICチップ空き容量に防災対応サービスを導⼊。防災管理システムを開発し避難者の登録や個別情報を統合管理する。
・災害時の電気通信障害に備え太陽光発電や公⽤⾞EVとも連動した「移動型災害通信システム網」を構築。避難所管理システムと連携運⽤。
※能登地震での課題を踏まえ「⽇常からの防災実践」を推進。児童クラブや百歳体操など⽇常プログラムでも防災管理システムで利⽤管理。

あさひまちレジリエンス：

防災管理サービス（マイナンバーカード×LINEミニアプリ） 防災対策サービス（防災×⽇常⽣活の融合）

マイナンバーカード⼀枚で避難者の受付や管理が可能な避難所管理システムの開発
LINEミニアプリでは個別情報登録や⽇常からの防災プログラムの体験が可能に

INPUT
マイナンバーカード対応
の避難者受付機能
※マイナンバーカード⼀枚で避難者登
録
※マイナンバーカードに防災⽤ID書き
込み

マイナンバーカード×LINEで実現する避難者/避難所管理シ
ステム

マイナンバーカード
(防災⽤IDと連動)

マイナンバーカードと連動したLINE機能搭載 ※書き込みIDと
連動
• 避難者受付機能(QRコード：LINEでの受付も可能に)
• 避難者の個別情報の⼊⼒(アレルギーや服⽤薬など)
• 災害や避難所情報の発信/オープンチャット機能

移動型災害通信サービスを⾃治会館など防災拠点に配備

LINEでの防災サービス運⽤システム※書き込みIDと連動

• スターリンク利⽤/防災体験プログラムなどの利⽤登録
• 防災対策プログラムの予約/利⽤者管理/コンテンツ配信

• ⼦供や⾼齢者向けの⽇常プログラムとの連携や配信LINEミニアプリ

既存の太陽光発電

能登地震でも活躍した衛星通信網を
コミュニティ拠点に配備し⽇常利⽤

通信衛星

防災拠点

専⽤アンテナ
(スターリンク)

インターネット環境

既存の公⽤EV⾞両

移動型災害通信サービス
EVや太陽光発電と連携

電気通信障害時
でもマイナンバ
ーカード×防災
管理サービスが
稼働させる機能

防災管理サービス：災害時の利⽤
課題：普段から慣れていないと使いこなせない（利⽤者も管理者側も）

利⽤者管理サービス：⽇常利⽤※児童クラブ/百歳体操/訓練などを想定
対策：⽇常⽣活からマイナンバーカード受付や利⽤者管理サービスを活⽤

マイナンバーカードと
連動した利⽤者管理

OUTPUT
避難者/避難所データ
可視化ダッシュボード
• 避難者ID/名簿管理
• 避難所別データ管理
• 安否確認メール
• 個別特定情報管理
※アレルギーや服⽤薬など

あさひまちレジリエンス
サービス/システム概要

受付専⽤端末



26,290千円事業費域内外交流LINEアプリ「あさひまちFUN」サービス名

朝⽇町出⾝者／朝⽇町への観光客／ふるさと納税者／他地域の⾃治体や議員視察団 などターゲット

サービス内容

サービス概要（3/3） 44

マイナンバーカード×LINEミニアプリによる「朝⽇町域外向けのファンアプリ」
・ふるさと納税/観光/マイナンバーカードサービス社会実装視察など、各タッチポイントを最⼤活⽤する「域内外交流LINEミニアプリ」実装
・マイナンバーカードの⽣活サービス活⽤の実態を、域外の朝⽇町関係⼈⼝にも伝え、ふるさと納税/観光などでの地域外貨獲得を⽬指す
※域外からの資⾦獲得は多様なデジタルサービス運⽤の原資となりうるが、朝⽇町は域外ファンとの接点を活⽤しきれていない状況

あさひまちFUN_LINE：マイナンバーカード×LINEミニアプリによる朝⽇町ファン育成CRMシステム導⼊
ふるさと納税/朝⽇町観光/朝⽇町内各サービスを⼀つのLINEと⼀枚のマイナンバーカ
ードで

上記の各LINE機能を⼀つのLINEミニアプリ「あさひまちFUN」として新規実装。域内外交流のプラットフォームに。
ファンナーチャリング配信システム：マイナンバーカード書き込みをKGIとするファン育成コンテンツ×配信システムを構築
域内外交流AIチャットボット：ふる納/観光/各サービス提供者と域外ファンの交流を促進するAIチャットボット機能の導⼊

富⼭は全国最下位レベルのふるさと納税額
各⾃治体のCRMが全く機能していない状態

各ふるさと納税サイ
トのCRMが盛んに
⇔
各⾃治体のCRMはア
ナログ運⽤（⼿紙投
函等）で、ほとんど
機能していない現状

朝⽇町ふるさと納税者に登録促進
あさひまちFUN_LINEユーザー化
• 朝⽇町内サービス体験の商品化
• 返礼品の配達予定⽇選択機能
• 朝⽇町来訪時ポイント機能

朝⽇町内の観光は⼀部スポットへの⽴ち寄りが
メインで、プログラム化されていない状態

各観光スポットや移
動⼿段との連携がう
まくとれいていない
⇔
朝⽇町の魅⼒が伝わ
りきらない現状

朝⽇町観光客に登録促進
あさひまちFUN_LINEユーザー化
• 観光ポイント獲得機能(QR想定)
• 観光地誘導コンテンツ配信
• 地域通貨との連動も視野に

各サービスの利⽤や地域通貨インセンティブな
どでマイナンバーカード書き込みを促進

周辺⾃治体住⺠や視
察団体は、利⽤者や
希望者が⾮常に多い
⇔
マイナンバーカード
利⽤やLINE利⽤はま
だ推進できていない

域外ファンや広域連携での
あさひまちFUN_LINEユーザー化
• マイナンバーカード利⽤促進
• 各サービスID書き込みや登録
• 地域通貨インセンティブ等発⾏
※域外ファンへのマイナンバーカード活⽤

あさひまち
コイン

ふるさと納税デジタルCRM デジタル観光プログラム 朝⽇町内各サービス

町⺠向けの各プログラム体験や地域通貨サービス登録時に、域外者はマイナンバーカード本⼈認証が必要/本格利⽤はID書き込み。
• ふるさと納税申し込み者の本⼈確認 • サービス体験ツアー者の本⼈確認 • 各住⺠サービスの本格利⽤時にID書き込み



26,290千円事業費域内外交流LINEアプリ「あさひまちFUN」サービス名

朝⽇町出⾝者／朝⽇町への観光客／ふるさと納税者／他地域の⾃治体や議員視察団 などターゲット

サービス内容

サービス概要（3/3） 45

マイナンバーカード×LINEミニアプリによる「朝⽇町域外向けのファンアプリ」

補⾜①
データ連携基盤の活⽤⽅法

域内・域外で⼈気の店舗や体験等を把握し
ふるさと納税返礼品の開発に活⽤

（交付⾦事業外で実施）

デジタル観光プログラム及びlocopi等のログを
データ連携基盤で集約し

データ可視化サービスで分析（詳細P35）

※また、AIチャットボットを通して域外ユーザー
に発信したふるさと納税情報に対する反応も分析

し、適切な形で連携基盤に格納を検討。
（データ形式は対話の内容確認のうえ調整予定）

補⾜②
朝⽇町内各サービスとの連携

これらの域外の来町者を「FUN化」
インセンティブ付与をきっかけにマイナンバーカードによる

利⽤登録やLINE登録
⇩

継続的にふるさと納税や観光、
既存のデジタルサービスに関連した情報発信を⾏う

年間50を超える視察⾃治体の来町者(300名超)
域外のサービス利⽤希望者

ノッカルあさひまちを
お⼿本に交通を再編したい

ノッカルあさひまちを利⽤
したいから域外にも路線を

拡⼤してほしい

こどもの居場所づくり
の共助型ソリューションと

して参考にしたい

普段朝⽇町には来ないが
こどもが参加したがって
いるので参加対象を

町⺠以外に拡⼤してほしい

ノッカルあさひまちを
お⼿本に交通を再編したい

ノッカルあさひまちを利⽤
したいから域外にも路線を

拡⼤してほしい



事業費⺠間ファイナンス導⼊に向けた朝⽇町版ロジックツリー策定サービス名

朝⽇町住⺠全体との、産官学共同での朝⽇町版ロジックツリーの作成ターゲット

サービス内容

サービス概要（補⾜） 46

デジタル公共サービス
・ノッカル
・みんまなび

・マイナンバーカード活⽤
サービス

・福祉/⼦育て/健康/医療
※共助コミュニティ参加

住⺠⽣活の変化
・健康/メンタル⾯の向上

・つながりの強化
・社会的役割の発揮
・興味関⼼の発揮

…
※社会的つながりの向上

住⺠の状態変化
・健康改善

・メンタル改善
・ポジティブ
・好奇⼼

…
※精神的な安⼼安全

社会的インパクト
・Well-being向上
・公共コスト低下
・防災コスト低下

・消費活性化/医療費低下
…

※社会課題対応⼒UP

朝⽇町各コミュニティの強化
デジタル公共サービスの

導⼊推進
朝⽇町町⺠のWell-beingアップ
朝⽇町町政の公共コスト最適化

マイナンバーカード
活⽤サービス
利⽤データ分析

利⽤施設の相関性など

職員＆町⺠
アンケート実施
幸福度因⼦の探索

ロジックツリー＠
朝⽇町の仮説設定
シナリオの可視化

産官学共創ディス
カッション

ワークショップ等実施

ロジックツリー策
定とモニタリング
取組みの設定と検証

ロジックツリー策定のプロセス

朝⽇町版ロジックツリーによる「社会的インパクト評価」の測定

朝⽇町の施策への反映

効果分析とともに社会インパクト評価・朝⽇町版ロジックツリーを策定
・各サービスデータを活⽤し、社会インパクトを明らかにすることで、効果のある施策への予算強化・施策の改善⽅針策定に繋げていく。
・コミュニティ共助を核としたロジックツリーを開⽰し町⺠理解を促すとともに、外部からの⺠間ファイナンス獲得も⽬指していく。

地震等災害への防災対応
共助型レジリエンスの推進



229,808千円事業費49,639⼈⼈⼝⽯川県能美市⾃治体名
これまで公⺠館等が積み上げてきた活動に、デジタル技術・マイナンバーカードの活⽤を組み合わせることによって、公⺠館のDXを
進め、移動・買い物・医療・⾒守りなどを⽀える⽣活⽀援のハブを形成しつつ、⾮常時のスポット避難所機能（物資配送・医療サ
ポート・孤⽴リスクなど）もフェーズフリーで提供する、地域住⺠へのベーシック・インフラサービスを実装した「コミュニティ・センター2.0」
事業を⾏う。

概要

事業概要 【能美スマートインクルーシブシティ推進事業】

課
題

・必要な生活支援サービスが地理的に分散し、移動（人流・物流）効率が低下。維持が困難に。住民の孤立無援リスクも高まっている。
・事業を行う側からも、顧客密度の分散・低下により、事業自体の維持が困難に。

解
決
施
策

・オンライン医療や買い物支援等、地域資源を活かした移動の少ない暮らしの仕組み作り
・共同配送やライドシェアサービスによる人流・物流の最適化
・官民サービスの連携や意識的な市民力の再構築、人の交流促進によるWell-beingな暮らしづくり

背
景
・
対
応
方
針

実現する姿 デジタル技術と市民力による、誰ひとり取り残されないスマートであたたかな能美市

コミュニティセンター2.0×デジタル×マイナンバーカードで
平時と⾮常時のフェーズフリーのベーシックインフラサービスを実現

同
⼀
ॖ
থ
ই
ছ
上
द
平
時
ध

⾮
常
時
भ
१
␗
অ
५
॑
提
供

⽇常（平時） ⾮常時

商店 商店

病院

薬局 公⺠館

介護施設等
病院

薬局
公⺠館

買物・配送⽀援
（スマート物流）

⾃宅外での
オンライン診療

交通・移動⽀援
（ライドシェア） 避難所機能

（実装済）
災害時医療
(オン診療による

トリアージ)

ドローン物資
配送・

被害把握

イエナカデー
タによる救
助者特定

１ ２ ３ 8 5 6 7

地域通貨×ポイント事業（健康ポイント・環境ポイント）4

データ連携基盤（県データ連携基盤・医療介護共通PF）

１

２

３

4

5

6

7

8 

 コミュニティナースにより
DXに不慣れな市民も確実
にサポート/共助再構築

 商業協同組合、医師会、
福祉協議会、町内会、大
学など産×学×市民と連
携した体制を構築

 DX人材育成の取組みや、
データ連携基盤に蓄積す
る各種データに基づく民
間企業誘致・連携も実現

（ex.コンビニジム)

誰一人取り残さないための
デジタルデバイド対策

着実にサービスを実装する、
産×学×市民との連携

DX人材育成・データ利活用

…実装サービス

…実装体制・取組み

介護施設等
介護施設等

（福祉避難所）

47



事業概要 補⾜ 【能美スマートインクルーシブシティ推進事業】 48

⼈⼝減少下における地⽅⽣活圏のToBe像 - ⼈流・物流の最適化
As-Is（現状︓BtoC・BtoBtoC）

B
（地域サービス）

病院

薬局

商店

C
（地域住⺠）

…

…

 ⽣活必需サービスを利⽤するために個別のトランザクション（移動）が発⽣
 特に、居宅とサービス拠点の距離が遠く⾞での移動が不可⽋な地域では、サービ

ス利⽤の負荷が⾼い（移動時間や運転の⼿間等）ほか、⾼齢化により移動⼿
段⾃体の確保が⼀層困難に

 住⺠の移動負荷低減に寄与するBtoBtoCモデルとして医薬品・⽣活⽤品配送サ
ービスも存在するが、ドライバー不⾜の進⾏等により事業継続にハードル

B
（地域サービス）

C
（地域住⺠）

病院

薬局

商店

To-Be（めざす姿:BtoG/DtoC）

 B-C間にG/Dが介在し、住⺠の⾝近なアセット（公⺠館等の公共施設、⾃家
⽤⾞）や既存のトランザクション（⽼健施設-住⺠⾃宅間の送迎等）を⽤いなが
ら、デジタル技術によってB-C間の⼈流・物流を最適化

 オン診療・服薬指導やライドシェア、データに基づく配送対象・タイミング集約による
輸送効率最⼤化と利⽤者へのタイムリーな提供の両⽴等、デジタル（データ）を
駆使し、⼈⼝減少下でも必要なモノやサービスを無理なく利⽤できる環境を実現

 エリアの需要と供給を束ねるハブとしても機能することで、コンビニジム等、新たな⺠
間サービスを地域に呼び込むエコシステムとしても効果を発揮

Ex.介護施設等

データに基づく
配送集約・効率化

Ex.コミュニティセンター

オンライン購買

⾼齢者

⼦育て世帯

⾼齢者

⼦育て世帯

…

施設送迎とあわせた
荷物配送

ライドシェアでの
気軽な移動

G/Data
（マルチサイドPF)

デジタルによる移動不要化

オンライン診療・
服薬指導

既存トランザクションの活⽤

オープ
ンデポ

モビリ
ティ
ハブ

データ連携基盤経由で利⽤データを開⽰し
⺠間サービス誘致・連携も実現

（コインランドリー、コンビニジム等）

学校※1 学校

…

※1 部活動後、保護者による送迎等を想定

ライドシェア送迎
（⾃宅最寄りの拠点まで）

B
（配送サービス）

配送サービスも存在するが、ドライバー不⾜や事業
の採算⾯から事業継続が困難な地域も

既存アセットの活⽤

データ連携基盤
（データレイク）

データに基づく配送対象・タイミング集約・⼤⼝化で事業採算性確
保と利⽤者へのタイムリーな提供を両⽴

＋災害時の医薬品等緊急度の⾼い物資はドローンも活⽤

コミュ
ニティ
ナース



事業概要 補⾜ 【能美スマートインクルーシブシティ推進事業】 49

能美市は住み続けるためには「移動（人流・物流）」が課題
↓

大事なのは、生活に必要な機能が持続可能な状態で提供されること
①それぞれにきちんと行けるように（より良く） ②行かなくてもよいように（変える）

学校

スーパー

飲食店

病院

介護

健康教室

As-Is

コミュニティセンター２．０・医療介護施設等

・オンライン診療
・生活支援サービス
（買い物・薬剤 配送等）
・オンライン健康教室
・行政サービス
・モビリティ拠点 等

To-be

未来のすがた（未来の生活）

人流・物流を最適化され、公民館を活かした能美市型の生活スタイル（のみモデル）

・変わるもの：時間の使い方 ・減るもの：移動コスト 増えるもの：コミュニケーション、生活の選択肢

スマートインクルーシブシティで実現する未来の生活イメージ

それぞれに行く必要がある 近くの公民館等に行けば、生活課題の多くが満たされる

4
9



事業概要 補⾜ 【能美スマートインクルーシブシティ推進事業】 50

コミュニティナース等の地域人材と連携しながら、買物等の生活支援、オンライン診療（医師非常駐の診療所） 、健康
促進等のサービスを提供するとともに、ドローンを活用した非常時の拠点間輸送等の取組みも実施。また、各種デー
タを蓄積し、バイタルデータに基づくケアプラン最適化や購買データに基づくエリアマーケティング等、地域消費・生活
基盤向上に活用。

サービス
（Step1
実装）

プラット
フォーム データ連携基盤

（能美市 医療介護共通プラットフォーム、⽯川県データ連携基盤 等）

平常時 災害時

インフラ 災害時にも耐えうる通信設備・電源環境

⽣活⽀援(買物・交通) 健康・交流 医療 避難所機能

買物⽀援
 オンライン申込に

よる買物・預かり、
地域商店による
出張販売の拠点
として活⽤

 地域の配送拠点
としても活⽤（災
害時も含む）

外出・移送⽀援
 AIオンデマンドバ

ス等の交通拠点

健康づくり
 コンビニジムを併

設し、⾼齢の⽅
等が気軽に運動、
健康寿命を延伸

 移動量に応じた
健康ポイント等も
提供

多世代交流
 デジタル推進員に

よるシニア向けス
マホ教室、eス
ポーツ環境 等

オンライン診療
サービス
 拠点にオンライン

診療スペースを設
け、域内医療従
事者によるオンラ
イン診療サービス
を提供

 診察結果を踏ま
えた医薬品等の
受け取り(ハブ拠
点での受け取
り）も可能に

避難所チェックイ
ン
 マイナンバーカード

等を活⽤したス
ムーズな避難所
受付

 被災者の属性管
理（障害の程度、
投薬の状況など
を踏まえた⽀援
物資の調達等）
も実施

災害時医療

オンライン診療に
よるトリアージ等
 平時のオンライン

診療設備を活⽤
し、負傷された⽅
等の状況をオンラ
インで確認

 緊急で処置が必
要な場合、基幹
病院へ搬送

 市外ドローン物流
拠点からの物資
輸送等も実証

⼦育て世代

• オン申請(買物・施設予約）
• 受取り、施設利⽤
• ⾮常時の避難拠点に利⽤

⾼齢者・障がい者

• コミュニティナース、ケアマネ等
により⾃宅まで物資をお届け

• ⾮常時の避難拠点に利⽤

 地域住⺠

購買データ バイタルデータ
移動データ

PHRデータ 避難状況データ 負傷者等データ

• バイタルデータ等に基づくケア
プラン最適化

• 購買データ、⼈流データ(移
動データ)に基づく企業誘致
等エリアマーケティング活⽤

 ⾏政・⺠間

※ 各拠点で整備するサービスラインナップのイメージを記載。実装時においては、拠点ごとの施設環境に応じて実装内容を適宜調整。

コミュニティセンター２．０ 実装機能イメージ



サービス概要（１/5）

61,000千円事業費⾮常時にも備えたフェーズフリー物流網整備（スマート物流）サービス名

市⺠どなたでも（主に⾃家⽤⾞移動が困難な交通弱者、オンライン診療利⽤者、中⼭間地居住者）ターゲット

サービス内容

51

【サービスイメージ】
【サービス概要】
 地域の社会資源である公⺠館を活⽤し、震災に伴う輸送網の⼨断などの⾮

常時にも物資輸送等で即応できるドローン航路・モビリティハブを整備
 あわせて陸送×ドローンによる共同配送網、医薬品や⽣活物資のオンライン

購⼊〜配送網も構築し、平時における市⺠の受取り拠点としても活⽤
 介護施設等への配送も可能とし、職員による送迎とあわせて個宅へ荷物を

届けるなど、⽀援の必要な⽅へのラストワンマイル配送も無理なく実現
【サービス機能】
 ECサイト機能

• 地元商店が参加できる「バーチャル商店街」ECサイト
 地域共同配送機能（物流網・拠点整備）

• 地域内陸送×ドローンでの共同配送を実施する物流網・拠点を整備
• ドローン航路については災害時活⽤も考慮しルートを整備
• デポ機能を設け、配送データに基づく配送集約・⼤⼝化による輸送効率

の最適化や、災害時のローリングストックとして活⽤
• ⾃宅や公⺠館等の公共施設・医療・介護機関等へ共同受取

【期待される効果】
 公⺠館・介護施設への物流の集約や介護職員の送迎とあわせた個宅への

配送等により、ドライバー不⾜下においても地域の物流網を維持。また、⾮常
時におけるドローン配送及びデポ備蓄の開放等、万が⼀の事態に市⺠の命
を守るライフラインとしても機能（ドローン航路15本程度想定）

 地元商店を活⽤した⽇常⽣活⽤品のオンライン購⼊環境整備により、地域
内経済循環が促進（3年後のオンライン購⼊8,000千円程度⽬標）

 共同受取場所を、⼈が集まる施設や⾏く必要がある場所に設定することで、
共助の交流促進や、関連する⺠間サービスの呼び込みに寄与

域内商店等の品物等を共同配送（陸送/ドローン）、
⾮常時のインフラとしても活⽤

利用者
自宅

共同配送
貨客混載

配送拠点

ECサイ
ト

地元商店・日用品・薬等

最寄り公共施設
・医療・介護機関等

共同受取

徒歩等
軽微な移

動

送迎と併せ
た配送

オンライン診療者
の薬等



サービス概要（２/5）

31,124千円事業費ライドシェアサービスサービス名

市⺠どなたでも（主に⾃家⽤⾞移動が困難な交通弱者）ターゲット

サービス内容
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【サービス概要】
 オンデマンド交通の導⼊により、従来のバス運⾏では実現できない、

市⺠の⾃由な移動を確保し、効率的な移動⼿段を実現するもの
 市⺠、医療介護機関等多様な担い⼿が参加し、お互い様の共助

で担い⼿となるもの

【サービス機能】
 住⺠ドライバー、医療介護機関等送迎⾞両等の共助で運⾏するラ

イドシェア運⾏管理システム
 管理者︓運⾏設定、予約⼊⼒、情報配信等
 利⽤者（LINE)︓会員登録、予約、上⾏通知、時刻表

閲覧
 ドライバー︓シフト⼊⼒、予約確認、⾞両位置送信、遠隔

点呼
 運⾏⽇時︓現コミュニティバスルートの同等の時間帯を想定（7時

〜20時ごろ）
 運賃︓300〜600円程度、または⽉額サブスプリプション定額払い

（3,000円〜5000円程度）を想定

【期待される効果】
 市⺠の移動における利便性の向上・外出機会確保による

well-being促進
 路線バス、コミュニティバス等のドライバー不⾜の軽減（最終的（5

年間）にコミュニティバスのドライバー4⼈減での主要ルートの維持）
 公共交通コストの最適化（最終的に18,000千円のコミュニティバ

スの経費節減）

予約受付

オペレーター

WEBアプリ

利⽤者

配送業者

医療介護機関

市⺠等

ドライバーアプリ
運⾏管理

多様な担い⼿・貨客混載

予
約

予
約
情
報

運⾏状況により適切な⼿段・ルートで送迎

【サービスイメージ】



サービス概要（３/5）

34,019千円事業費コミュニティセンター等でのオンライン診療サービスサービス名

市⺠どなたでも（主に移動が困難な交通弱者で慢性疾患者）ターゲット

サービス内容

53

【サービス概要】
 市⽴病院ほか、市内病院とコミュニティセンター（3館以上予定）やデイサービス施

設等（2館以上予定）でオンライン診療をできる環境を整備し、医療機関へ⾃ら
⾏きにくい⾼齢者等の医療機会の確保を⾏う。

 オンライン診療ができる施設等にコミュニティーナースを2名常駐派遣し、デジタルサ
ービスのサポートや⽇頃の困りごと、不安等のヒアリング・アウトリーチ活動を通じで、
Well-beingにつなげる取り組みを⾏う。

【サービス機能】
 病院診察室と公⺠館等を結ぶオンライン診療システムの設置

 医師側︓PC等による接続先選択、接続開始終了設定
 利⽤者側︓常設型またはタブレット型のカメラ・映像・マイク⼀体型機器に

よる受診
 コミュニティナースによるサポート

 オンライン診療の操作や問診等のサポート
 各種デジタルサービス等サポートや利⽤促進に向けた⼩規模スマホ教室等

の実施
 市⺠とコミュニティナースとの会話や市⺠の願いや要望等の記録をコミナスカ

ルテに残し、市⺠の⽇々の暮らし⽇常⽣活で、Well-beingな暮らしのアウ
トリーチや共助の暮らしづくりの普及実践活動
※ウェルビーイングプラン︓市⺠が願う暮らしや事柄を実現するためのプラン

【期待される効果】
 市⺠の病院への移動コストの軽減及び医療機会確保（3年後、60⼈/⽉程度の

利⽤⽬標）
 市⺠の暮らしの実態把握、市⺠同⼠のつながりの創出（3年間400⼈以上のア

ウトリーチ⽬標）
 Well-beingな暮らしの実現（ウェルビーングプラン3年間40事例以上⽬標）

【サービスイメージ】

能美市立病院
芳珠記念病院

診療所
（かかりつけ医）医師会

能美市共通電子カルテ基盤
による病病、病診ネットワーク

コミュニティナースや⺠⽣委員等のサポート

公⺠館等⾃宅 通所介護施設等



サービス概要（4/5）

32,120千円事業費デジタル⾒守りサービスサービス名

主に⾼齢独居、⾒守りが必要な⽅ターゲット

サービス内容
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新聞アプリ

利⽤者

平時
⾒
守
ॉ

確
認

空気清浄機
エアコン

コールセンター
ট
ॢ
ॖ
থ

位
置
情
報

在
室
情
報

温
度/

湿
度

異
常
検
知

⾏政

在
宅

状
況

災害時

【サービスイメージ】【サービス概要】
 令和５年度整備した複数メーカーによるIoT家電⾒守り（エアコン・

空気清浄機）をコールセンターによる⾒守り・災害時の在宅確認機
能を拡張する

 県内で購読シェア６割以上持つ地元新聞アプリの利⽤状況・位置
情報等を利⽤し、コールセンターによる⾒守り・災害時の位置情報
連携を⾏う。

【サービス機能】
 新聞アプリ︓ログイン情報・位置情報により、⾒守り確認、応答がな

い場合、コールセンターへ通知/災害時には位置情報を共有
 IoT家電︓⼈感センサー・気温・室温センサーにより、在室/部屋の

危険度等を計測・⽣活リズムに変化があった場合、コールセンターへ
通知/災害時には直前の在室状況を共有

 ⽯川県データ連携基盤/IDと連携し、⽯川県内パイロット事業として
展開予定

【期待される効果】

 ⾼齢者等の緩やかな⾒守り環境を、イエナカデータにより実現し、独
居世帯や⾼齢者のみの世帯等、家族が遠隔にいる⽅たちの安⼼な
暮らしを実現する。（3年後IoT家電500ユーザ、新聞3,000ユー
ザ登録⽬標）



サービス概要（5/5）

30,745千円事業費地域通貨ポイントサービスサービス名

市⺠どなたでもターゲット

サービス内容
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健康管理
アプリ

ポイント情報
ID連携

脱炭素アプリ

県データ
連携基盤

地域通貨/
ポイントアプリ

地元参加商店/
ポイント利⽤

【サービス概要】
 地域ポイント/通貨アプリ︓マイナンバーの認証情報を利⽤し、個⼈

認証を⾏った利⽤者にIDを発⾏し、ポイントを発⾏できるサービス
 健康管理アプリ︓市内ウォーキングコースや⾝体情報等を記録管理

し、歩数に応じてポイント付与。
 脱炭素アプリ︓⾃動⾞を使わない移動について、CO²削減のポイン

トを付与。

【サービス機能】
 地域ポイント/通貨アプリ︓ポイント付与/管理機能。ポイント決済機

能、デジタル地域通貨利⽤機能/決済データ抽出機能/マイナンバ
ーカード連携

 健康管理アプリ︓マイナポータル連携機能／特定健康診査データ
連携機能／健康管理機能／⾏動促進機能（ウォーキングコース
設定・歩数測定）／ポイント付与管理機能

 脱炭素アプリ︓移動データ取得分析機能／ポイント付与管理機能

【期待される効果】

 ⾃治体発⾏のポイントサービスを統⼀することで、利⽤市⺠及び参
加商店双⽅にわかりやすくキャッシュレスサービスを推進できる。（令
和3年経済センサス-活動調査・卸売⼩売及び宿泊飲⾷店約600
店舗のうち3年で250店舗程度の加盟店⽬標）

 健康分野や環境分野の連携を⾏い、⾏動変容を促す（特定保健
指導対象者のうち、1,000歩/⽇増達成者3年間で60％、アプリダ
ウンロード各1,500、Co2削減量3年50トン/年）



事業概要（1/2）【伊⾖ファン倶楽部による新たなサービス市場の創出】

90,000千円事業費177,923⼈(R5.3.31)
※2市1町合計⼈⼝静岡県 三島市・熱海市・函南町⾃治体名

3市町が連携し、伊⾖の関係⼈⼝（＝伊⾖ファン）を拡⼤し、それに伴う地元サービス産業の⽣産性向上・拡⼤に取り組む。
具体的には、マイナンバーカードを活⽤した伊⾖ファンパスポートを構築。顕在・潜在の伊⾖ファンを念頭に、各サービス・拠点利⽤時
にポイント・割引付与を⾏うことにより、相互の送客連携を強化。同時に、域内のモビリティの充実による伊⾖ファンと住⺠の域内移動
を助け、トークンを活⽤した物販の強化により地元でのサービス産業の活性化の実現する。

概要

56

地域/施設間の
連携不⾜

域内の移動アクセス
の不⾜

顕在・潜在ターゲット
への情報発信不⾜

地元サービス
産業の活性化

伊⾖エリアの課題 ︓サービス業の⽣産性向上・増加
伊⾖エリアにはキャンプ・ゴルフ場・温泉等の誘客施設があるが、施設間の連携不⾜によ
り相互誘客が限定的。周囲への波及が少ないため地元サービスの発展も限定的になり
、域内・域外の⼈々へのサービス不⼗分

• 伊⾖の関係⼈⼝（=伊⾖ファン）を全国・海外にも拡⼤し、伊⾖エリアの消
費拡⼤、地元サービス産業を活性化する

• 域内の交通サービス、地元サービス産業の拡充により、住⺠のWell-Beingを
向上させる

⽬指す姿

①伊⾖ファン倶楽部パスポート
• インバウンド顧客、エリア外（伊⾖）への加盟店の拡⼤
• MNC連携促進、ファン倶楽部特典ポイントのメニュー充実
• ターゲット顧客層の会員拡⼤、マーケティング施策の実⾏
• (財務的）持続可能な運営スキームの検討・構築

③伊⾖ファン共助型交通サービス
• 公共交通サービスのタクシー配置の最適化
• インバウンド顧客獲得に向けたプロモーション等の仕組み構築
• 主要ターゲットに対するマーケティング戦略の実⾏（コミュニティー向け

/プレミアムサービスの開発拡⼤）

②地⽅創⽣トークン発⾏サービス
• トークン発⾏事業の増加に向けた⽀援体制の充実、実践
• データ分析結果を活⽤したトークン保有者の伊⾖エリアへの集客（

送客誘発型イベントの実施等）

伊⾖ファン倶楽部のスキーム全体像 2024年度に新規/注⼒する取組み



事業概要（2/2）【伊⾖ファン倶楽部による新たなサービス市場の創出】 57

 伊⾖ファン倶楽部事業の2024年度の課題
初年度（2023年度）の事業開始後の状況を踏まえ、2024年度の課題を解決する活動を推進する

②主要ターゲット層での伊⾖
ファン会員の拡⼤
今期設定した４つのターゲット
への情報発信の効果分析を
⾏い、更なる会員拡⼤に向け
たPDCAを回す

①インバウンド対応
インバウンドが回復する中で、伊⾖エリアに関⼼を持つインバウンド客を
取り組むために、伊⾖ファン俱楽部アプリやHPの多⾔語対応を⾏う

③トークンホルダー/コミュニテ
ィの事業・サービス開発
トークンホルダー（出資者）
及びコミュニティの購買データ
等を分析し、新たな事業・サー
ビス開発を⾏う

④MNC連携の促進
伊⾖ファン倶楽部に登録するだけだと
データ分析・活⽤に必要な情報が取
れない

⑦主要ターゲットに対するマ
ーケティング戦略の実⾏
今期策定した４つのターゲッ
ト顧客への情報発信/⾏動
データを分析し、新たなサー
ビスを開発する

⑧地域交通サービスの最適化
伊⾖ファン倶楽部会員の移動情報と公共交通
システム/配⾞システムの移動情報を組み合わ
せ、伊⾖ファン並びに市⺠の交通ニーズに合わせ
たタクシー等の最適配置戦略の検討・実践を⾏
う

⑤伊⾖広域の加盟店拡⼤
伊⾖エリア全体の取組みとして伊⾖ファンを取り込むために、他⾃治
体が当ファン倶楽部に参画する前に主要な観光スポットや公共施
設の加盟店化を⾏い、周遊促進とデータ取得を⾏う

⑥ファン倶楽部特典の充実
ポイント財源を使わず、加盟
店の協⼒のもと、顧客が魅
⼒を感じる特典メニュの充実

⑨持続的な運営スキームの構築
伊⾖ファン倶楽部事業を伊⾖エリア全体に拡
⼤しても持続的に運営可能な体制・仕組みを
構築するためのスキーム検討を⾏う必要がある



（参考）事業概要 【伊⾖ファン倶楽部による新たなサービス市場の創出】 58

伊⾖ファン倶楽部の⽴ち上げ段階において、4つのターゲットを設定。
ターゲットを絞った活動により、データ収集・分析の焦点を絞り、効果的なマーケティング・ファン倶楽部運営事業を⾏う

 伊⾖ファン倶楽部事業で設定した主要ターゲットとアプローチ仮説

ターゲットを絞った活動を⾏うことにより、データ利活⽤における課題が明確にでき、事業運営能⼒の強化が図られる



サービス概要（1/3）

5７,500千円事業費伊⾖ファン倶楽部パスポートサービス名

頻繁に伊⾖エリアを訪れるリピーター及び域内在住者ターゲット

サービス内容

伊⾖ファン俱楽部
パスポートアプリ
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インバウンド対応に向けた多⾔語化対応、ファン倶楽部特典のメニュー拡⼤、会員属性⼊⼒の促進、
⾼齢者への浸透を⽬的に、UI/UXの改善を⾏う。

伊⾖ファン倶楽部パスポートの概要 2024年度の注⼒内容

①インバウンド対応（New!）
• インバウンド顧客へのサービス拡⼤に向け、伊⾖フ

ァン倶楽部アプリ並びにオフィシャルサイト（WEB
）の多⾔語化対応

②ターゲット層の会員拡⼤
• 有効な分析に必要となる属性情報⼊⼒促進や

ポイント付与⽅法の改善
• ⾼齢者にも優しいUI/UXの改善を⾏う

（例︓フォントサイズの変更、属性情報の⼊⼒
容易性確保）

③MNC連携促進（New!）
• ⾏政サービスとの連携、域外住⺠に対するプッシ

ュ型の⾃治体サービスの情報提供
• 本⼈確認（年齢、住所）によるMNC連携者限

定サービスの提供
④ファン倶楽部特典の充実
• 特典メニューの充実に伴うUI/UXの変更
• 特典提供データを分析し特典メニューの改善
⑤外部連携の拡⼤（New!）
・ 三島観光PJ（デジタルマップ）やビジネスマッチ

ングアプリとの外部サービス連携を検討・拡⼤

・デジタルマップ
・ビジネスマッチングアプリ



13,500千円事業費地⽅創⽣トークン発⾏サービスサービス名
地域産品関⼼層（各事業者独⾃の購買者）、伊⾖関⼼層（定期・不定期に伊⾖を訪問する観光客
や潜在的移住関⼼層）、web3関⼼層（NFTコレクター、投資家、コミュニティ・ビジネス従事者）、海外
在住者・外国⼈（⽇本観光や産品への関⼼層）

ターゲット

サービス内容

サービス概要（2/3） 60

伊⾖ファン倶楽部会員（共通システム）

トークン発⾏事業者
（伊⾖域内）

トークン発⾏事業者
（伊⾖域外）

顧客
（国内）

顧客
（国内）

データ連携機能
共通ログイン機能

アカウント連携促進

トークン発⾏事業者
（伊⾖域内）

顧客
（海外）

送客誘発型イベント

伊⾖ファンが伊⾖の事業を⽀える地域株主⼈⼝の拡充を⽬指す。また、地⽅創⽣トークン発⾏サービス
のスキームを活⽤した運営団体の財源確保策を検討し、伊⾖ファン倶楽部事業全体の持続的な運営ス
キームを検討する

【補⾜】
• トークンを購⼊/保有することで、伊⾖ファン倶楽部のプレ

ミアム会員となり、プレミアム会員向けの特典として、付加
ポイントの増加やプレミアム会員限定の特別なサービスを
購⼊することができる

• 伊⾖への投資（関係⼈⼝よりも繋がり強い株主⼈⼝）
、伊⾖での起業を⽬指すコミュニティー形成を⾏い、投資/
消費額の増加を狙うもの

地⽅創⽣トークン発⾏サービスの概要 2024年度の新規/注⼒する活動内容

②持続的な運営スキームの構築
• 地⽅創⽣トークン発⾏サービスを活⽤した⼿数料等のスキームを検討

する。伊⾖ファン倶楽部の財源とするための体制整備や⽀援メニューの
開発を⾏う。 （New!）

①トークンホルダー/コミュニティの事業・サービス開発
（ア）トークン発⾏事業の増加に向けた⽀援体制の充実、実践
• 23年度は4件の事業開発を⾏ったが、初年度という事もあり、事業開

発⽀援・トークン発⾏化に時間と労⼒を要した。今後、伊⾖エリア拡⼤
に向けた⽀援体制/ノウハウの定式化を⾏う。トークン発⾏型の事業開
発⽅法、コミュニティを活⽤した起業者予備軍への情報発信⽅法等

（イ）データ分析結果を活⽤したトークン保有者の伊⾖エリアへの集
客（送客誘発型イベントの実施等）
• トークン保有者の属性情報/⾏動履歴等のデータ分析、並びに保有

者コミュニティーの分析を⾏い、伊⾖に訪れるイベントを開催する。
• また、データ分析結果を活⽤し、伊⾖エリアへの投資（トークン保有）

を考えるターゲット層への情報発信等を⾏う。（New!）
（想定されるイベント）

• 伊⾖エリアの観光地（楽寿館等）にて、トークン活⽤した起業の事例
紹介、活⽤した事業開発⼿法に関するセミナーを開催し、同時に周辺
において加盟店によるマルシェ販売、ツアー販売等を⾏う



サービス概要（3/3）

11,500千円事業費伊⾖ファン共助型交通サービスサービス名

三島、熱海、函南エリアに来遊する利⽤客、域内の⾼齢者/学⽣/主婦ターゲット

サービス内容

61

伊⾖ファン共助型交通サービス 2024年度に向けた新規/注⼒する活動

収集したデータと公共共通システムのデータ分析を⾏い、エリア全体におけるタクシー等の最適配置を狙う
インバウンド顧客並びに主要ターゲットに対するマーケティング戦略をデータ分析結果を活⽤し実践する

②インバウンド対応（⽻⽥⇔三島のシャトル便においてSNS連動型デジタルサイネージを活⽤した販売システムの構築）（New!）
旅ナカで旅程を決めるインバウンドに対して、伊⾖の⽞関⼝である三島と⽻⽥を繋ぐシャトル便の中で、SNS連動型のデジタルサイネージを活⽤し
、伊⾖ファン倶楽部への⼊会と伊⾖ファン倶楽部加盟店の情報発信、サービス（ツアー）の販売を⾏う仕組みを構築する
③主要ターゲットに対するマーケティング戦略の実⾏（コミュニティー向け/プレミアムサービスの開発拡⼤）
今期設定した4つのターゲット顧客に対して、インフルエンサー活⽤の販売促進、ハイグレードの⾞両の導⼊、優先予約のサービス化を⾏う。
顧客データの分析やアンケート結果を分析し、⼀般⽇帰りコンテンツ、プレミアム宿泊体験コンテンツの商品化を⾏う

①地域交通サービスの最適化
（ア）サービス実施エリアにおけるタクシーの最適配置（New!）
・時間帯によって、乗⾞場所/降⾞場所、需要が変化する中で、蓄積されたデータを
活⽤し、エリアにおける最適配置を実現するために、参画タクシー事業者全体で最
適化⽅針を検討する。連携基盤で取得した乗⾞データ並びに乗⾞した顧客の購買
データと、各社の公共交通システム/配⾞システムのデータを分析し、域内における需
要状況（時間帯、場所、⽬的）を把握する。需要状況に対して、当該エリアでの
タクシー配置について、タクシー会社全体での⽅針を作り実装する。
※⼀部のタクシー会社で導⼊されている「⾞載型GPS⾞両管理システム」とデータ連
携基盤の接続も実施する
（イ）交通空⽩地帯への新たな交通モードの先⾏導⼊（New!）
・伊⾖ファン倶楽部の4つのターゲットの⾏動履歴とタクシー需要状況を分析し、利
⽤不便動線、交通空⽩地帯、バス路線の不採算エリアにおいて共助型交通アプリ
アプリによるサービス提供を先⾏導⼊する。
（ウ）観光客/地域住⺠等へのサービスの浸透
・勉強会やアンケート調査によって対象層別のライフスタイルを可視化し、移動機会
の把握はもちろん特徴や優先すべき課題からサービス化を検討。

配⾞
システム

⾞載型GPS
⾞両管理システム

分析(ア)対象エリアにおける
タクシーの最適配置

(イ)交通空⽩地帯
への新交通モード



（補⾜）サービス概要（伊⾖ファン倶楽部パスポート）

７,500千円事業費伊⾖ファン倶楽部パスポート（データ利活⽤、サービス開発）サービス名

頻繁に伊⾖エリアを訪れるリピーター及び域内在住者、（新規）インバウンドターゲット

サービス内容
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2023年度に構築した伊⾖ファン倶楽部のビジネススキームを浸透・充実のために、データの分析・活⽤
を⾏い、加盟店/会員の拡⼤、MNCカード連携の促進を⾏う

伊⾖ファン倶楽部パスポートのサービス運⽤ 2024年度の新規/注⼒する活動内容

① インバウンド対応（New!）
• インバウンドへの情報発信・データ蓄積に向けて、ファン倶楽部事業
Web Pageの多⾔語化を⾏う

• インバウンド客のターゲット分析を⾏い、情報発信⽅法の検討、並びに
インバウンド向けサービス開発/ポイント特典の開発

④伊⾖広域の加盟店拡⼤
• 伊⾖広域への本事業拡⼤に向
けて、三島・熱海・函南以外の
観光スポットや公共施設の加盟
店化、公共交通事業の広域化
を⾏い、広域周遊を狙う

• ⾃治体、商⼯会議所、⺠間事
業者のルートを活⽤し、エリア外
の加盟店開拓を⾏い、エリア外で
のデータ蓄積を⾏う

③ファン倶楽部特典の充実
• ポイント財源を持たずにファ
ン倶楽部ポイントに魅⼒を
持たすためには、ポイント特
典(例︓会員限定賄い飯)
が重要な要素となる。

• ポイント特典提供に関する
データの分析を⾏い、ポイン
トメニューを加盟店と共に開
発を⾏う

⑤主要ターゲットに対するマーケ
ティング戦略の実⾏
• 23年度設定した4つのターゲッ
トの⾏動データを分析し、リピー
ト訪問のためのサービス開発、
観光地開発を⾏う

• 外部データ/⾃治体や関係団
体のデータと掛け合わせた分析
を⾏い、アクセラレータ会議にて
マーケティング戦略を協議する

②MNCカードの連携促進施策の検討（New!）
・MNC連携促進に向けたポイント付加⽅法やキャンペーン等の運⽤⽅
法の改善を⾏う
・本⼈確認（年齢、住所）によるMNC連携者限定サービスの提供

⑥持続的な運営スキームの構築
• 事業継続に向けた財源確保のた
めの財源確保策を検討する

• ふるさと納税を活⽤した旅先での
デジタル商品での地域産品の販
売、トークン販売における⼿数料
等による財源確保策を検討

• 将来的な伊⾖全域への拡⼤を
⾒越し、広域DMOである美しい
伊⾖創造センターの財源活⽤



事業概要（1/2）【姫路ライフ・スマート都市実装 2024】

267,271千円事業費522,642⼈⼈⼝兵庫県姫路市⾃治体名

・「市⺠⼀⼈ひとりが暮らしに満⾜し、⾃分らしい⽣活を送ることができる姫路」を⽬指し、マイナンバーカードとデジタル技術の活⽤
により、市⺠がライフシーンの様々な場⾯で、暮らしの豊かさを実感できるスマート都市を実現する。
・⼈⼝減少・少⼦⾼齢化が進む中、少⼦化対策につながる、妊娠期から⼦育て期にわたるまでの様々なニーズに応える切れ⽬の
ない⽀援を拡充し、データ連携による付加価値の⾼いサービスを創出する。

概要

63

 背景
1. 本市は、⼦育て世代である20歳代を中⼼とした若者の転出超過が課題となっており、2050年には現在よりも約

10万⼈（18.9%）の⼈⼝減少が予想されている
2. 内閣府が実施したWell-beingアンケート結果では、「⼦育て」、「初等・中等教育」、「デジタル⽣活」の３項⽬

において、主観指標が客観指標より低く、また両者の乖離が⼤きい
3. 令和５年度から、妊娠期から⼦育て期にわたるまでの様々なニーズに応えるための⽀援として、デジタルを活⽤し

た複数のサービスの導⼊を実施しているが、幅広いライフシーンをカバーするためのさらなる拡充が必要である
 実現する姿

⼦どもたちが「⽣き抜く⼒」を育むことのできる教育環境を提供し、⼦育て世代の⼿続き負担を軽減するなど、⼦どもた
ちとその保護者のWell-being向上に寄与する

⼩児予防接種
デジタル化

学習情報
パーソナライズ通知

⺟⼦健康⼿帳
アプリ

学習プラットフォーム妊産婦
健康管理サポート

⼦育て役⽴ち情報
保育所空き情報

乳幼児健診
デジタル化

⼦育て情報
パーソナライズ通知

妊娠期
⼦育て期
乳幼児

⼦育て期
未就学児

⼦育て期
就学児

R5実装サービス

R6実装サービス



事業概要（2/2）【姫路ライフ・スマート都市実装 2024】 64

ひめじコネクト（パーソナルデータ）

⺟⼦健康⼿帳アプリ
「ひめっこ⼿帳」

市⺠アプリ
「ひめパス」

乳幼児健診
デジタル化

⼦育て役⽴ち情報
オープンデータ 保育所関係通知

保育所空き情報
通知

バイタルデータ取得

⼩児予防接種
デジタル化

⼦育て情報
パーソナライズ通知

メタバース型
ポータルサイト

学習プラットフォーム 電⼦通知サービス
アプリ

妊産婦健康管理
サポートアプリ

マイナポータル連携デジタル
どんぐりカード

⼦ども向け
学習コンテンツ

学習データ

データ
連携
基盤

サービス

利⽤者

API

 取組分野
令和５年度実装領域である⼦育て領域の拡充に加え、⼦育て領域の延⻑線にある「教育領域」に取り組む

APIAPIAPIAPI

⾚点線枠内︓
今回実装範囲

学習情報
パーソナライズ通知

健康アラート情報
通知

⼦育て世代の
保護者・妊産婦と

その⼦ども

⼦育て ⼦育て 教育 ⼦育て・教育 ⼦育て

 デジタル社会のパスポートであるマイナンバーカードを軸とし、すべての
サービスと各サービスから得られるパーソナルデータをつなぐデータ連携
基盤「ひめじコネクト」により、妊産婦や⼦育て世帯の保護者・⼦ども
をターゲットにした様々なサービスを提供する。

 マイナンバーカードの本⼈認証やマイナポータルとの連携を活⽤するな
ど、マイナンバーカードの新たな利活⽤シーンを拡⼤する。



134,821千円事業費家庭・地域連携型の⼦どもフォローアップサービスサービス名
市内の⼦ども及びその保護者ターゲット

サービス内容
【児童・⽣徒】
 既存の⺠間サービスの中から、学びなおしができる学習コンテンツを選定・パッケー

ジ化し、学習プラットフォーム上で提供することで、それぞれの苦⼿科⽬やつまずき
を解消する。

 学びの場として、公⺠館等の公共施設を活⽤し、学習サポーター等からの⽀援を
受けることで、地域とのつながりや居場所ができる。

 学校以外の補完的な学習サービスを受けられることで、経済状況等の事情から
学習塾などの⼿段がとれない児童⽣徒や通学困難な児童⽣徒であっても、多様
な学びの選択肢が確保され、⼦どもたちの教育機会の均等化が図られる。

【保護者】
 健康情報や学習状況などのPUSH通知により、保護者が積極的に情報を取得

しなくとも、リアルタイムに⼦どもの状況を確認できる。（⼦どものリスク早期発⾒）
 各サービスにアクセスし、⼦どもの詳細データを確認することで、家庭での適切な声

掛け・フォローができる。
 ⾃治体サービスとしてのスケールメリットを活かし、低廉なコストでサービスを受けら

れるようになる。
 学習機会を補完し、学習意欲の向上につなげることで、不登校児童⽣徒の登

校のきっかけづくりになる。

【地域住⺠】
 公⺠館等の公共施設を学びの場として開放することで、多世代間交流が促進さ

れ、地域全体の活性化と、地域住⺠のいきいきとした暮らしにつながる。

 学習履歴を蓄積することで、児童⽣徒の興味・関⼼をデータ化・把握できる。
 データ連携により、児童⽣徒の情報を⼀元管理することで、多⾓的な分析が⾏

え、新たな学習コンテンツやイベント・⾏政⽀援等を効果的に⽴案できる。
※より詳細な学習データを蓄積するには、校務⽀援システムとの連携が必要。

 今後、教育分野だけでなく、データ連携基盤に蓄積する保健・福祉等の多様な
データと組み合わせて分析することで、より効果的な⼦ども施策につながる。

市⺠へのメリット（裨益効果）

データ利活⽤のメリット

サービス概要（全体像）

ひめじコネクト（データ連携基盤）

姫路市学習プラットフォーム

PF利⽤

学習DB

電⼦通知
サービス

⺟⼦健康
⼿帳アプリ

DB 電⼦通知DB

地域
（公⺠館など） 家庭

学⼒や興味に応じた
コンテンツの提供

学習データの確認
→家庭でのフォローへ活⽤

検診状況

データ分析
→政策⽴案

学習状況等を
PUSH通知

学習
サポーター 保護者

⼩中学⽣

学習のサポート
⼦どもの居場所作り

成⻑記録

施設利⽤

学習データ

⾏政

【サービス③】 【サービス①】 【サービス②】

※市内公⺠館に
Wi-Fi整備済

家庭学習の充実
教育機会の均等化

65



サービス概要（１/３）

74,773千円事業費【サービス①】姫路市学習プラットフォームサービス名

市内⼩中学⽣及びその保護者ターゲット

サービス内容

66

 市内⼩中学⽣が、メタバース（Chromebookでアクセス可能なWebポータル）を通じてさまざまな学びのコンテンツを利活⽤できる学習プラットフォーム。
 各コンテンツには、基礎学⼒の向上に対応した動画授業・AIドリルや、プログラミング・英会話等のオンライン授業サービスを、⺠間既存サービスの中からラ

インアップし、学⼒や興味に応じた個別最適な家庭学習をサポート。R6年度は市内中学校（全35校）をメインターゲットとして、すでに⼀部中学校で
導⼊されている教科学習コンテンツ（5科⽬＋副教科4教科）や英会話等の教科学習以外のコンテンツを学習プラットフォーム上に設置する。

 利⽤登録にあたっては、保護者とその児童⽣徒がともにマイナンバーカード認証を⾏うことで、確実な本⼈性と保護者・児童⽣徒間のつながりを担保。
 ひめじポイント交換サービスと学習状況とをデータ連携することで、⼦どもの学習達成状況に応じて、本市実施の「ひめじポイント」の枠組みを活⽤してポイ

ント還元する仕組みを実装。（コンテンツ利⽤料は、学校の教材費として事前に集⾦する）

 市内の⼦どもたちが興味をひきやすいコンテンツを充実させることで
学習に関する意欲及び基礎学⼒の向上を狙う。

 メタバース上でプラットフォームを構築することで、登校が困難な児
童⽣徒に対するケアや教育機会の保障を⾏う。

 将来的には、校務⽀援システム等へ接続し、⼦どもの成績や学
校での⽣活状況などを容易にいつでも学校と保護者がデータ共
有できる仕組みを実装予定。

取組背景

 ⼩中学校ともに、国語・算数・数学への興味がH30年度からほ
ぼ⼀貫して全国平均を下回っている。

 ⼩中学校ともに、不登校児の割合が、県・国と⽐較しても⾼い
割合で推移している。

 家庭学習（家で⾃分で計画を⽴てて勉強しているか）につい
ても全国平均を下回っている状況である。

ひめじコネクト（データ連携基盤）

ポイントDB 学習DB

プログラミング
英会話等

動画授業

AIドリル ダッシュボード

姫路市学習プラットフォーム

データ
蓄積データ

連携

「⽣き抜く⼒」を
⾝につけるための
コンテンツを設置

保護者と⼦をセットで登録
（MNC認証）

保護者

児童⽣徒

PF利⽤

学⼒や興味に応じた
コンテンツの提供

学習状況に応じた
ポイント還元

サービス概要（機能⾯）

実現する姿

ひめじポイント交換サービス
(利⽤料を上限にポイント還元)



サービス概要（２/３）

13,808千円事業費【サービス②】⼦育て・教育情報のパーソナライズ通知サービスサービス名

市内⼩中学⽣の保護者ターゲット

サービス内容

67

サービス概要
 市内⼩中学⽣の保護者に対して、年齢や学習状況等の⼦どもの属性に応じた最適な情報を電⼦通知する。（⾃動配信）
 ⺟⼦健康⼿帳アプリの健康情報に加え、今回実装する学習プラットフォームでの学習状況等をデータ連携基盤に集約することで、これまで実現できな

かった多⾓的な情報による、より⾼度な対象者の捕捉を⾏い、⽀援等が必要な対象者に対してきめ細かな情報を届けることができる。配信する内容
として、こどもの年齢、健診の受診状況、校区、学習状況等の属性から、おすすめの市内⼦育て・教育イベント情報、給付⾦等の案内を通知する。

 電⼦通知からオンライン⼿続へ誘導することで、デジタルファーストを実現し、移動時間や家事の合間などスキマ時間に⼿続が完結できるようにする。

実現する姿

 積極的に情報を探さなくても、⾏政から正確な情報が的確に届けられ
ることで、⼦育ての不安が解消され、必要な⽀援を漏れなく受けることが
できる。

 届いた通知から申請や届出を⾏うことで、⾏政⼿続をワンストップで完
結することができ、⼿続の煩雑さや⼼理的負担から解放される。

 将来的には、利⽤者が申請をせずとも⾏政から給付を受けられるなど、
プロアクティブ型（“先回りする”）の⾏政サービスを⽬指す。

取組背景

 知りたい情報が⾒つからない⼜は必要な情報を探すのに労⼒を要する
との市⺠の声が多く寄せられている。

 ⾏政から、市⺠やコミュニティに対して、広報紙やホームページを通じて、
制度や事業の周知を図っているが、対象者に的確に情報が届いている
かわからない。

 案内から申請までデジタルで⼀気通貫に⾏えず、利⽤者にとって、⼿続
が煩雑になっている。

ひめじコネクト（データ連携基盤）

学習DB 健康DB

⼩中学⽣

（例）
学習PF
利⽤

保護者

（例）
⺟⼦健康⼿帳

アプリ利⽤

⼦どもの年齢
学習状況

⼦どもの年齢
健康状態

電⼦通知
アプリ

電⼦通知DB

⼦どもの状況に応じた
パーソナライズ通知
（PUSH配信）

⼦どもの発達状況等の
属性に応じた通知設定



サービス概要（３/３）

46,240千円事業費【サービス③】⼩児予防接種のデジタル化サービス名

市内⼩学⽣以下の⼦どもの保護者ターゲット

サービス内容

68

サービス概要
 昨年度導⼊した⺟⼦健康⼿帳アプリを機能拡充し、⼩児予防接種の予診票も簡単に作成・提出できるようにする。同時に複数種類の予防接種

を⾏う場合、共通する⼊⼒項⽬は⼀度の⼊⼒で完結できる。（ワンスオンリーの実現）
 マイナポータルと情報連携することで、他の市区町村での接種履歴もアプリで⼀元管理できる。これにより転⼊者であっても、医療機関が正確な情

報を把握できるため、保護者は安⼼して予防接種を受けることができる。接種後は接種記録が保護者のアプリへ⾃動反映され、共有設定をしてい
る家族も接種記録が確認できる。

実現する姿

 保護者は、予診票作成の時間と⼿間が削減でき、⼦育て
に注⼒できるようになる。

 保護者だけでなく家族も接種記録をいつでも⼿軽に確認す
ることができ、⼦育てへの安⼼感を⾼めるとともに、家族の協
⼒関係を深めることができる。

 全対象医療機関（145か所）に対して普及を図ることで、
全市域で⼩児予防接種のデジタル化のサービスを受けられ
るようになる。

取組背景

 現状、⼩児予防接種の予診票は紙で記⼊する必要があり、
保護者にとって作成に時間と⼿間がかかる。特に、同時に
複数種類の接種を⾏う場合、保護者は重複する内容の
予診票を複数枚作成する必要がある。

 接種記録は、紙の⺟⼦⼿帳にのみ記録され、⺟⼦⼿帳を
持参していないと、接種記録が確認できない。

ひめじコネクト（データ連携基盤）

ひめっこ⼿帳DB 既存アプリDB

医療機関

予防接種情報の蓄積

保護者

接種情報をアプリ
に⾃動反映

保健所
接種情報

費⽤請求書

経費⽀払

迅速かつ
的確な

⼦育て⽀援

マイナポータル
（中間サーバ）MNC認証

※既存端末を活⽤



150,000千円事業費21,458⼈⼈⼝兵庫県養⽗市⾃治体名
⾼齢化が進展する中、健康加齢の増進に向け「認知症との共⽣と予防・治療」をテーマとしてAIデジタル技術を活⽤する。認知機
能の低下に対し、マイナンバーカードと紐づいた情報と個⼈のスクリーニングデータ等を基に、医療機関への受診勧奨や認知症のリ
スクファクターとなる⽣活環境及び⽣活習慣の改善、また社会的孤⽴に対しては社会参加への勧奨・提案を各個⼈に通知するデ
ジタル版社会的処⽅の仕組みをつくる。

概要

事業概要（1/1）【AIデジタルヘルシーエイジング（認知機能維持・⽣活習慣改善）事業】 69

課題 ⾼齢化率40.１％、独居⽼⼈割合22.9％である養⽗市において、介護認定者を減らすための認知症対策と社会参加の促進。

将来像 認知機能の低下を早期発⾒することで、医学的処⽅につなげるとともに、社会⽣活環境に課題を抱える⼈には、社会的処⽅を⾏う
ことにより、⽣活改善や社会参加につなげ認知症のリスクや発症・進⾏を先送りする。⼀⽅で、認知症による孤⽴のリスクを低減し、
認知症と共⽣してポジティブに⾃分らしく⽣活できる環境が整った地域共⽣社会を実現する。

KDB
国保データ

スクリーニング
データ

PHR
(歩数、体重等)

パーソナライズ
属性

AIリンク
ワーカーDB

つなぎ先
DB

認知機能チェックサービス

結果

⼀般財団法⼈
医療⽂化経済
グローカル研究所

認知機能チェック

監修

認知機能問診チェック

脳機能チェックアプリ

認知機能に関するセルフチェック等で
⼼の状態を把握
脳トレ等により、脳機能の維持と
測定につなげる

事業へ参加

市⺠

脳機能チェック

認知症の要因をAIで分析。
類似する傾向を推測認知症要因分析

リンクワーカー⽀援サービス

優良な⽣活を
過ごしている⽅

社会⽣活環境
に課題がある⼈

認知機能低下
が気になる⼈

市⺠

事業へ参加

健康管理
アプリ

社会⽣活
スクリーニング

PHRの健康情報記
録管理

趣味・嗜好等の⽣活
状況を把握

AI
リンクワーカー

社会的処⽅
をAIで分析

社会⽣活分析

振り分けて
つなぎ先への
参加を勧奨

データ分析基盤

地域
コミュニティ
ボランティア
教養学習
住⺠交流
集い場
技術習得
⽂化活動
芸術活動
農業、など



サービス概要（１/２）

67,000千円事業費認知機能チェックサービスサービス名

市⺠(40歳以上)ターゲット

サービス内容

データ連携基盤

KDB
国保データ

スクリーニング
・要因データ

本⼈同意

パーソナライズ
属性

市⺠

70

事業への参加 脳機能チェック結果

データ分析

認知機能問診チェック

養⽗市ケアネットのも
の忘れチェックなどに
よる認知機能のセルフ
チェック

脳活動チェックアプリ

脳トレ等により、脳活動
の維持を図り、脳機能
の測定を⾏う

認知症要因分析AI

⾃覚症状の認識期待
効果

認知症関連
状態の認識

期待
効果

受診、投薬記録等から
類似する傾向を推測し、
案内を⽰唆する。

⼀般財団法⼈
医療⽂化経済

グローカル研究所

監修

結果

※ 本⼈の識別情報※チェック等結果
データの記録

• (⾃覚のない)
脳機能の認識

• トレーニング
期待
効果

裨益効果

解決する
課題

⽬的
(付帯効果)

独居・⾼齢者のみの世帯増加に伴
い要介護認定新規申請の要因1位
の認知症への対策が急務。

養⽗市ケアネット(認知症ケアパス)
への流れにつなげるきっかけを作り、
認知症の早期発⾒を⽀援。
市⺠における認知症の状態像やニ

ーズの把握

認知症への気づき
（認知症対策の促進）

想定仕様

⾃宅もしくは公⺠館などからオンラ
インで本サービスの利⽤が可能
市⺠が普段から活⽤するポータル

サイトからアクセス可能
マイナンバーカードおよび市⺠ID(

やっぷるID)にて本⼈確認を⾏い、
事業への本⼈同意を実施
各種問診機能に加え、参加者に

継続的な参加を促すアプリを採⽤
医師監修の基、測定データを分析

脳機能
チェック結果

(例)

リスク判定(例)
『問診、脳活動チェック共に素晴ら
しい成果をおさめられています。』
指導通知(例)

『気になる事があれば養⽗市⾼齢
者相談センターへご相談ください。』

医療機関

受診勧奨

※ 受診勧奨対象者のみ



サービス概要（2/２）

58,300千円事業費リンクワーカー⽀援サービスサービス名

社会的処⽅を必要とする市⺠(65歳以上)ターゲット

サービス内容

市⺠

71

社
会
⽣
活

५
ॡ
জ
␗
ॽ
থ
ॢ

趣味・嗜好等の社会⽣
活アンケート等で⽣活状
況や⼼の状態等を把握

健
康
管
理

॔
উ
জ

PHR(体重,⾎圧,歩数
等)の健康情報データ

AI

জ
থ
ॡ
ড
␗
ढ़
␗

 認知機能の低下が
気になる⼈

 社会⽣活環境も認
知機能も良好な⼈ 地域コミュニティ

• ボランティア
• 教養学習
• スポーツ・健康
• 住⺠交流
• 集い場
• 実⽤技術習得
• ⽂化活動
• 芸術活動
• 農業、など

ボランティア
参加勧奨

教養学習
参加勧奨

つなぎ先
DB

事業への
参加

※養⽗市が管理する地域コミュニティ
の活動内容等の⼀覧データ

⾃覚症状の認識期待
効果

⽇々の健康状態
および傾向を把握

期待
効果

 社会⽣活環境に課
題を抱えている⼈

住⺠交流
参加勧奨

裨益効果

解決する課題

⽬的
(付帯効果)

健康のリスクファクターである社会
的孤⽴が増加し、地域のつなが
りの希薄化が⼤きな課題

健康の社会的決定要因の視
点に⽴った社会的処⽅
市⺠における社会的課題把握

つなぎ先への参加を啓発
（社会的処⽅の普及）

AIリンクワーカ―の案内(例)

『きたる2⽉25⽇にやぶ市⺠交流広場にて第29回 養⽗市ふるさと歴史講演会を
⾏います。奮ってご参加ください(詳細)。』
『認知機能健診をご案内しています。医療機関へ事前予約の上、ぜひご受診くださ

い(詳細)。』

AIリンクワーカ―へのインプットデータ(例)

問診で「楽しいと感じるもの・ことがある」が「×」
KDBにおける年齢が73歳
今⽉の平均歩数が3300歩
2⽉25⽇にやぶ市⺠交流広場にて第29回 養⽗市ふるさと歴史講演会

リンクワーカー
（連携役） AIリンクワーカ―

 AIがリンクワーカーの役割を⽀
援し、市⺠の社会⽣活に基
づき社会的処⽅を振り分け

 市⺠の社会⽣活状況に応じ
た地域の”つなぎ先”情報を
円滑に共有し参加を勧奨

健康管理

ॹ
␗
ॱ

連
携
基
盤



事業概要（1/3）【データ連携基盤を活かした持続可能な“スマートシティびぜん”事業】

181,300千円事業費31,404⼈⼈⼝岡⼭県備前市⾃治体名

Well-being指標において、TYPE-X事業等で取り組めていない重点領域（医療・福祉、防災など）を中⼼に、マイナンバーカード
とデジタルの活⽤で住⺠のWell-being向上を図るとともに、デジタル⽥園健康特区である岡⼭県吉備中央町とデータ連携基盤を
共同利⽤、ノウハウを活⽤することでコスト低減を図り、事業継続性の⾼いモデルの実現を⽬指す。

概要

⾼齢化率が⾼く、⼈⼝減少率の⾼い本市は、住⺠の健康寿命、およびWell-being向上を促進し、地域活⼒を維持・活性化することが重点課題である。
Well-being指標分析においては、「医療・福祉」、「⾃然災害」、「地域⾏政」、「デジタル⽣活」に対する地域課題、住⺠ニーズが明らかになっており、
また、本市の健康保険事業においては、医療費が県内ワースト2位という結果であり、健康促進事業の強化が求められている。
本市は、これらの課題をマイナンバーカード普及率が90％と⾼い特徴を活かし、「医療・福祉」、「⾃然災害」分野における事業サービスを強化し、デジタル⽥園
健康特区として先⾏する吉備中央町とのデータ連携基盤の共同利⽤モデルを構築することで、PHRデータ共有による住⺠の健康増進・フレイル予防、⾃然災
害時のデータ活⽤を推進する。普及促進策としてLINEを活⽤した地域ポータルの充実を図り、市⺠誰もがデジタルを使いこなし、安⼼で便利なサービスを享受
できる「持続可能なまちづくり」と住⺠のWell-being向上を⽬指す。また、事業継続性実現のため、共同利⽤による運⽤費削減を⽬指す。

【データ連携基盤共同利⽤モデル】
〜マイナンバーカード・PHRのデータ利活⽤〜

吉備中央町

備前市

健診
医療 防災 住⺠

ポータル
⾏政

マイナンバーカード・PHRデータ活⽤で
健康・医療・防災を充実

デジタル⽥園健康特区として
健康・医療を中⼼にデータ利活⽤

交通

データ連携基盤
(共同利⽤モデル・運⽤費削減)

救急 遠隔
診療

⺟⼦
保健 買物 交通

Type-Ｘ

【備前市における地域課題とロジックモデル】
〜Well-being指標活⽤〜

Type-Ｘ

72



事業概要（2/3）【データ連携基盤を活かした持続可能な“スマートシティびぜん”事業】
⑥関連するWell-

being指標⑤⽬的④属性③施策 作業内容②サービス詳細①サービス名

医療・福祉
健康状態

AI活⽤により検診データや⽇々のバイタルデータなどを分
析し、⽣活習慣病発症リスクが⾼い者を要介⼊者として
抽出し、保健指導へつなげる。

新規健診データ分析（AI分析）健診データのAI分析サービス

A.健康増進

要介⼊者の⽣活習慣改善には、歩数や⾎圧等の管理が
必須となるため、それらの情報を収集しPHRデータとして利
活⽤する。

新規要介⼊者へのスマートデバイスを提供し、バイタルデータをデータ連携基
盤へ蓄積し、健康管理サービスに活⽤する

個⼈の健康管理サービス
（スマートデバイス）

健康管理サービスと既存電⼦地域ポイント事業を連携さ
せて健康ポイント事業に拡張する。

既存拡
張Bポイント（既存電⼦地域ポイント）事業との連携個⼈の健康管理サービス

（Bポイント連携）
保健指導の際に、びぜんIDにより紐づいた要介⼊者の
PHRデータを活⽤することで、プロセス評価を伴った質の⾼
い指導を実現する。

新規びぜんIDに紐づいたPHRデータを活⽤した質の⾼い保健指導を実施PHRデータを活⽤した保健指導サービ
ス

⾃然災害

被災時のスムーズな消防団参集などをサポートし、地域
防災⼒の充実強化を図る新規被災現場への消防団参集など消防団業務をサポートするシステム消防団業務⽀援システム

B.防災
被災時のスムーズな避難⾏動につながるよう、地域の災
害対応⼒を向上する。新規災害時に役⽴つ情報をポータル上に集約し、広く住⺠に提供する防災情報提供ポータル

地域⾏政
デジタル⽣活

デジ⽥の各種サービスを利⽤するための住⺠ポータルを構
築する。新規住⺠ポータル構築（個⼈情報取扱サービスを含む）

住⺠ポータルC.住⺠ポータル 幅広い年齢層に普及しているLINEと連携し、住⺠が利
⽤する際の導⼊ハードルを下げ⽇常的に利⽤できるサー
ビスを構築する。

新規LINE ID連携（住⺠の利便性・タッチポイントの確保）

医療・福祉
地域⾏政

デジタル⽣活

各種サービスをシングルサインオンでひとつのサービスにまと
める認証基盤の構築新規認証基盤スタートアップ（吉備中央町共同利⽤）

データ連携基盤構築D.データ連携基
盤

住⺠の健康情報を管理するPDS/PHR基盤の構築新規PDS/PHR基盤スタートアップ（吉備中央町共同利⽤）
各サービスからのデータを標準化したり、分析⽤のデータ
ベースに変換する。新規データ変換オプションスタートアップ（内閣府先端的サービスの適⽤）

備前市で⾼い普及率を誇るマイナンバーカードを活⽤する
ことで住⺠の健康・医療情報を取得し、各種事業に活⽤
する。 

新規マイナポータル連携、LINE ID連携
（マイナンバーカード有効活⽤）

住⺠が⾃らの意志でデータを保険師など第三者に提供で
きるようにする。新規認証基盤 びぜんID導⼊

（マイナンバーカード有効活⽤）

（全体）住⺠のWell-being向上に向けた政策判断、事業サービ
スの普及推進

既存拡
張

・Well-being指標に基づく地域課題と住⺠の意識調査、WS
・事業サービスのロジックツリー作成Well-being指標活⽤

E. 普及推進
地域のつながり
デジタル⽣活

各普及促進活動を展開し、事業の地域浸透を図る新規・広報による地域住⺠への周知広報・プロモーション

住⺠を⼀⼈でも多く事業に参画してもらうとともに、継続
的なサポートによりサービス定着を図る。新規・地域住⺠への適切なスマートデバイス利⽤の周知・継続的なサポート住⺠サポート

ー本プロジェクトの確実な推進を⾏う。新規プロジェクト・会議運営
共通項⽬事業運営

ー事業としての確実な運営を⾏う。新規事業運営
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システム構成（案）

事業概要（3/3）【データ連携基盤を活かした持続可能な“スマートシティびぜん”事業】

認証基盤
（OpenIDConnect/OAuth2.0)

※内閣府リファレンスアーキテクチャ準拠

PDS
（医療以外のパーソナル

データも扱う基盤）

C.住⺠ポータル
（LINE連携）

Exchange
（内閣府先端的サービス横展開）

PHR
(医療DX2030で普及を

⽬指すHL7 FHIR)

保健指導
サービス

A.健康増進
サービス

バイタル連携アプリ
（Appleヘルスケア/GoogleFit連携）

スマートデバイス

GoogleFit連携可能な
測定デバイス

B.防災
サービス

電⼦地域ポイント
(既存)

住⺠向けサービス

シングルサインオン

⾃治体健診情報
（健康管理システム、KDB） 医療情報 ・・・

サービス

D.データ
連携基盤

データ
アセット

2ndStep対応⾃動連携︓2ndStep対応

地域の担い⼿向け機能

マイナポータル
（国の基盤の活⽤）

マイナポータル
ビューワー

びぜんID
本⼈確認

データ連携基盤の
共通部品群

吉備中央町のデータ連携基盤の共同利⽤を実施
Well-being指標のうち未着⼿の「A.健康増進サービス」、「B.防災サービス」を実施
普及促進として、「C.住⺠ポータル(LINE)」を⼊⼝とした仕組みを構築、「電⼦地域ポイントサービス(既存)」などと連携
マイナンバーカードの有効活⽤（TYPE3要件）
AIの⾼度利⽤（TYPE3要件）

3 4

AIによる
要介⼊者分析

5

1

2 2

2
3

3

4

54

データ連携基盤（デジタル⽥園健康特区吉備中央町との共同利⽤）1
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事業概要（1/5）【A 健康増進事業】

56,301千円事業費31,404⼈⼈⼝岡⼭県備前市⾃治体名

健康増進サービスでは、データ連携基盤を介することで、住⺠と保健師、医師などを繋ぎ、各事業を繋いでいくことで各事業の相乗
効果を発揮させ課題克服に繋げていく。住⺠の健康増進に向け、⾃治体の健診データ、マイナポータルデータ、⽇々の健康データ
などを活⽤し、AIスクリーニングで要介⼊者を抽出し、早期介⼊を図る。
このことにより、特定健診受診率の向上や保健指導、健康ポイント事業への参加率の向上を推進し、その結果として医療費の抑
制を⽬指す。

概要

施策1（健康ポイント事業）
住⺠の健康管理を⾏う

PHR基盤の構築
（マイナポータルの活⽤）

施策2（データヘルス事業）
健診データを活⽤した

要介⼊者の抽出

施策3（特定健診・特定保健指導事業）
PHRデータを活⽤した

健診受診率・保健指導の質の向上
（マイナンバーカードを活⽤した

びぜんIDの利⽤）

PHR基盤

健診データ

歩数

⾎圧・体重

⾃治体健診 要介⼊者抽出

PHRサービス
登録の勧誘

PHRデータを活⽤した保健指導

データ連携基盤
PHR基盤構築

2nd STEP
備前病院
⽇⽣病院
吉永病院等との連携
（要治療者への対応）

2nd STEP
遠隔保健指導
（島嶼部の対応）

電⼦地域ポイント
連携

マイナポータル
マイナンバーカード活⽤

マイナンバーカードを活⽤した

びぜんID
（2次元バーコード）

保健指導時に提⽰する
ことで情報閲覧可能

防災システム
１ 健康ポイント事業

２ データヘルス事業

3 特定健診・特定保健指導事業

データ連携基盤
を介して、

各事業を繋ぐ
ことで総合的な

健康増進事業
を実現

医療費の抑制

⾃動連携は
2ndSTEP

75



サービス概要（1/6）【健診データのAI分析サービス】

20,594千円事業費健診データのAI分析サービス（AI⾼度活⽤・TYPE3要件）サービス名

全住⺠（メインターゲットは40代以上）ターゲット

サービス内容 健診データを中⼼に、AIによる向こう3年以内の⽣活習慣病発症リスクを予測❶。
ハイリスク（要介⼊者）を健康増進サービスへと誘導し❷、⽇常データを取得し❸、データ活⽤により⾼度な保健指

導へと繋げ❹、従来データ分析で終わってしまうことが多かったデータヘルス事業におけるAI活⽤の効果を⾼める。
さらに、蓄積した⽇常データをリスク分析データとして加える➎ことで、より⾼度なAI活⽤へと繋がると考える。

健診データ活⽤

健診データ

ハイリスク
（要介⼊者）

リスク低

レセプトデータ

PHR

⽣活習慣病発症リスクを予測 詳細情報
⾎圧BMI体重⼼疾患糖尿病⽒名No.

160/9829.485.30.820.99Aさん1

135/8531.270.20.790.98Bさん2

155/9521.460.80.630.97Cさん3

130/8724.064.50.880.96Dさん4

135/8524.053.00.450.94Eさん5

〜〜〜〜〜〜〜

125/8322.150.50.220.32Gさん99

ハイリスク者⼀覧

誘導

糖尿病

脳⾎管
疾患

虚⾎性
⼼疾患

…

PHR基盤

マイナンバーカードを活⽤したびぜんＩＤ

⾼度な保健指導

歩数・体重・⾎圧・⼼拍数

⽇常データ

リスク分析・予測
AI

健康増進サービス

１

２

３

５

４

確認

分析

フレイル
予防
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22,002千円事業費個⼈の健康管理サービス（スマートデバイス）サービス名

健診データ分析で要介⼊と判断された住⺠、Bポイントに参加する住⺠ターゲット

サービス内容

健診結果で⽣活習慣病の兆候が⾒られる住⺠（要介⼊者）に関しては、⽣活習慣の改善が必要である。この改善に
は、スマートデバイス等を利⽤した⽇々の運動や健康状態の測定し、可視化し、分析することが⾮常に効果的である。

「個⼈の健康管理サービス」ではスマートデイバス（要介⼊者は市が配付）のデータを、データ連携基盤（PHR基盤）に蓄積する
ことで、個⼈が健康管理するためのサービスおよび保健師による保健指導サービスなどを受けられるようにする。

なお、デジタル⽥園都市国家構想のテーマでもある「作るより、使う」を念頭に、Google社のGoogleFitと連携を⾏うなど、
既存サービスをフルに活⽤し、低コストで汎⽤的な仕組みを構築する。

サービス概要（2/6）【個⼈の健康管理サービス（スマートデバイス）】

Fitbitなど要介⼊と判断された
住⺠に配布するデバイス

※スマートデバイス1000台予定

データ
連携基盤

（認証基盤）
Google

googleID
紐づけ機能

PHR
歩数、呼吸数など

住⺠向け
サービス

業務
システム

健診データ分析で要介⼊と判断された住⺠（必要と判断した⽅に配布）
健康ポイント事業に参加する住⺠（個⼈所有デバイス）

びぜんID提⽰

シングルサインオン

健康情報検索

データ連携
機能

測定デバイスとの
接続サービス

スマートフォンOSベンダーの
仕組みを有効活⽤（作らない）

※AppleヘルスケアはGoogleFit経由で連携

住⺠は個⼈が所有
するデバイス、配付
されたデバイスなど
を⽤いて健康管理

データ連携基盤と連携することで様々なサービス・システム
から健康データを利⽤可能（使う）

住⺠
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22,002千円事業費個⼈の健康管理サービス（スマートデバイス）サービス名

健診データ分析で要介⼊と判断された住⺠、健康ポイントに参加する住⺠ターゲット

サービス内容

スマートデバイス1,000台購⼊の根拠

備前市国⺠健康保険加⼊者の要⽣活習慣改善者のデータから備前市⺠全体の要⽣活改善者を推計した。

・⽣活習慣改善を図るべき要介⼊者は、2,200⼈
・2,200⼈のうちすでに⾃分のスマートデバイスを持っている市⺠を38％※と推計（当該端末で事業参加も可能）
・残りの62％がスマートデバイス未所有者と推計し、スマートデバイス提供数は、1,364台(2,200⼈×62％)と設定
・よって、今回はまず1,000台を⽤意する。

要⽣活習慣改善者のうち保健指導に繋がった者の割合が“10％以下と低調”であることから、要介⼊者に対してはスマー
トデバイスは“無償”で配布し、保健指導を受けるためのインセンティブとする。

また、配布後は、歩数などのバイタルデータを⽇々チェックし、定期的な保健指導を受け、Bポイント事業に参加することで
継続的なスマートデバイスの利⽤と⽣活習慣改善につなげる。
（※出展︓統計データCreaterZine20-69歳 ）

サービス概要（3/6）【個⼈の健康管理サービス（スマートデバイス） 】 78

備前市⺠備前市国⺠健康保険（実数）

（実数）31,404人6,000⼈加⼊者【A】

（実数）15,000⼈2,600⼈【A】のうち特定健診受診者数【40-64歳】【B】

（推計値）2,200⼈400⼈【B】のうち要⽣活習慣改善者（要介⼊者）【C】

（推計値）170⼈30⼈（参考）【C】のうち実際に保健指導を受けた者



「個⼈の健康管理サービス」に含
める事業費個⼈の健康管理サービス（ポイント連携）サービス名

全住⺠ターゲット

サービス内容

サービス概要（4/6）【個⼈の健康管理サービス（Bポイント連携）】

Bポイント事業とは、ウォーキングや検診受診など、健康に関する⼀定の取り組みを⾏った⼈に対し備前市電⼦地域ポイ
ントを授与する健康増進事業である。
スマートフォンやスマートデバイスなどで⽇々の歩数を計測している市⺠は増加していますが、紙の報告書に⽇々の歩数を

記載するなど実績報告に⼿間がかかるといった理由で敬遠され、参加者数が伸び悩んでいる。

【Bポイント事業の既存拡張】

データ連携基盤内のデータをBポ
イント事業の実績報告として活
⽤することで、市⺠の⼿間を減ら
すことが出来ます。
要介⼊者としてスマートデバイス
の配布を受けた⽅も、Bポイント
事業の参加者となる。
（詳細は次⾴）

79

【参考︓備前市電⼦地域ポイント事業】 備前市内約120の加盟店で使⽤できる電⼦地域ポイント事業。
令和4年度から運⽤開始し、利⽤者は30,000⼈、総発⾏額約４億円である。
キャッシュレス決済の普及促進だけでなく、域内経済循環に寄与している。



「個⼈の健康管理サービス」に含
める事業費個⼈の健康管理サービス（Bポイント連携）サービス名

全住⺠ターゲット

サービス内容

サービス概要（5/6）【個⼈の健康管理サービス（Bポイント連携） 】

現⾏のBポイント事業は、ウォーキングや検診受診など結果を報告する際に、結果報告⽤紙に毎⽇の歩
⾏数を記載し、それを郵送もしくはオンラインで申請しており、結果報告書への記載が⼤きな⼿間となって
いる。また、職員側も、申請内容の確認が⼤きな負担となっている。
ポイント連携により、毎⽇の歩⾏数はデータ連携基盤(PHR)へ集められることで、市⺠は結果報告書へ

の記載、結果報告申請が不要となる。
より気軽にBポイント事業への参画が可能となることで、健康増進に取り組む市⺠が増える。

市⺠ 職員 電⼦地域ポイントシステム

申請フォーム

アナログ作業での申請
内容の確認

ポイント付与

写真添付

結果報告⽤紙へ記載

郵送

オンライン

申請内容の確認に
時間を要する

結果報告⽤紙への
記載が⼿間

現⾏の
Bポイント

データ連
携基盤を
活⽤したB
ポイント

⽇々の歩⾏数
データを蓄積Google fit

市⺠ 職員 電⼦地域ポイントシステム

歩⾏数 データ連携基盤から得た
結果の集計

データ連携基盤(PHR)

結果報告の申請
が不要♪

ポイント付与

結果確認が容易
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サービス概要（6/6）【PHRデータを活⽤した保健指導サービス】

13,705千円事業費PHRデータを活⽤した保健指導サービスサービス名

要介⼊者及び保健師、医師など（市⽴備前病院、⽇⽣病院、吉永病院 内諾済）ターゲット

サービス内容

現在の保健指導では、要介⼊者から⽇々の⽣活習慣改善のプロセスを聞き取り、合わせて健診結果を確認しながら、
⽣活習慣の改善などを指導している。

保健指導の際にPHRデータを保健師が閲覧できるビューワー機能を⽤意し、要介⼊者の健康改善にむけたプロセスを詳
細かつ正確に評価し、⾼度な保健指導を実現する。さらに、要介⼊者も測定した⽇々の測定記録を保健指導時、診察
時などにちゃんと診てもらえることが、保健師への信頼感アップや測定に対するモチベーションアップにつながる。これら⾼度な保
健指導と要介⼊者のモチベーションアップの相乗効果として健康改善の効果がアップすることが期待される。

技術的にはビューワーをOpenIDConnect・HL7FHIRなど国際標準規格に対応させることで、データ連携基盤を有する各
地域にプラグインしやすい仕組みとし、利⽤希望があれば、セットアップ・運⽤・操作説明など低コストで組み込める形とする。

データ
連携基盤

（認証基盤）

PHR

住⺠からのびぜんIDの提⽰
（マイナンバーカードの有効活⽤)

バーコード
の読み取り
（同意）

タブレット or PC+バーコードリーダ

保健師、医師、⾃治体職員など

認証（OpenIDConnect）

１年頑張って運動し
た成果みてください
（ちゃんと診てくれる
から頑張れる。）

データ検索（歩数、呼吸数など）
HL7FHIR

歩数 バイタル

3⽉ごろから運動量が減っ
てるようですね。何かあっ
たんですか︖

住⺠に寄り添ったより⾼度な保健指導の実現
（プロセスの評価が可能となる）

健康管理に対する要介⼊者のモチベーションアップ
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事業概要（2/5）【B 防災事業】

10,890千円事業費31,404⼈⼈⼝岡⼭県備前市⾃治体名

災害時に地域で活動する現役消防団員が開発した消防団業務⽀援システムを利⽤することで、消防団業務のDX化を⽀援し、
被災現場で消防団が収集した情報を精査して住⺠へ周知する仕組みを構築する。
災害で役⽴つ情報などを住⺠向けに提供し、住⺠への情報提供は、防災情報提供ポータルを利⽤して通知する。平常時に利⽤
するポータルを活⽤し、災害時にも活⽤できるサービスとして構築する。

概要

【事業の背景・経緯】
防災において、⾃治体による消防や警察などの「公助」を補うために、消防団は「共助」の要であり、「⾃分たちのまちは⾃分た

ちで守る」という郷⼟愛の精神で地域を守る存在である。近年の異常気象による豪⾬に伴う⼟砂崩れや洪⽔などの局所災害
や先⽇の能登のような地震による広域災害が、頻発する状況で、消防団は、その活躍の場を「⽕災から災害へ」広げている。
2024年2⽉6⽇（消防地第６５号）の消防庁⻑官より消防団を中核とした地域防災⼒の充実強化に向けた取り組み事項
についての通知が案内されており、地域の防災⼒強化には消防団の⼒が⽋かせない存在となっている。
【事業の取り組み】
 消防団業務⽀援システムを活⽤した消防団のDX化を⽀援

その消防団は、「共助」の要である⼀⽅で、定常的な⼈員減少の問題を抱えており、DX化による消防団に関するアナ
ログ業務(紙ベースの書類作成や電話によるコミュニケーションなど)の削減などの業務改善は有効である。また、消防団が
地域の被災状況を最も把握しているにもかかわらず、⾃治体の災害対策本部と有効な情報共有ができていない現状が
ある。同時に消防団に関する市の職員の業務も煩雑で多くに時間を要することになっている。
本事業では、このような課題を熟知している現役消防団員が開発するシステムを利⽤して問題解決に当たる。

 防災情報提供ポータルによる的確な情報を提供
消防団⾃⾝の課題解決に加え、現状の災害時の以下の課題を解決するために、消防団業務⽀援システムを「防災

情報提供ポータル」へ拡⼤する。
災害時には、必要な情報が住⺠に届かない状況が⾒受けられる。スマートフォンの携帯が当たり前となった現在において、
全国的に普及しつつあるチャット形式の住⺠ポータルに連携して、住⺠に、直接、情報を届けることができる。しかし、同
時に、情報は的確でなければならない。そのために、消防団員が災害時に現場で収集した被災状況等を集約・整理し
て、住⺠へ通知する仕組みを構築することが重要である。
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10,890千円事業費消防団業務⽀援・防災情報共有サービスサービス名

消防団員［備前市消防団 3⽅⾯隊(備前・吉永・⽇⽣)23分団 団員数931名］、市の職員、全住⺠ターゲット

サービス内容

サービス概要（1/3）【消防団業務⽀援サービス】

【消防団業務⽀援システムを活⽤した消防団のDX化を⽀援】
消防団のDX化を⽀援するシステムにより、以下のような消防団の業務課題を解決することで、消防団の業務を円滑化し、

災害時の活動を強化する。
【消防団の課題】
① 慌てやすい⽕災発⽣時の複雑な連絡網によるコミュニケーションの困難さ
② 消防団員への出動指⽰・連携の困難さ

①全団員⼀⻫通知により迅速な連携をサポート ⓶誰がいつ現場に着くのかが明確

本サービスでは、消防団業務⽀援システムを利⽤して消防団のDX化を⽀援し、平常時から、災害に役⽴つ防災情報を、
災害時には、消防団を始めとする⾃治体の活動から収集された情報を住⺠へ提供する。
消防団員の業務課題を解決すると同時に、住⺠への災害情報の提供を促進し、地域の災害対応⼒の強化を図る。
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サービス概要（2/3）【消防団業務⽀援サービス】

サービス内容 【消防団の課題】
③ ⽕災現場・消⽕栓・消防⾞両の位置が分かりにくい
④ 消防団員の出動報告書など、市への業務報告の負担が⼤きい
⑤ ⼤規模災害時に、どこで何が起きているかが把握しにくい
⑥ 消防団に関する市の職員の業務が煩雑

③位置をマップで簡単に把握 ④消防団員の出動報告が簡単に

⑤災害時の被災情報の共有が可能 ⑥消防団に関する市の職員の業務を効率化
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サービス内容

サービス概要（3/3）【防災情報共有サービス】

【防災情報提供ポータルによる情報提供】
災害に役⽴つ情報を「防災情報提供ポータル」を利⽤して、広く住⺠に提供する。
「防災情報提供ポータル」では、災害時には利⽤可能な充電スポットなどの避難時に必要な情報や、消防団員が登録した被

災状況などを配信し、平常時は、既存のAEDマップなどの防災に役⽴つ情報をする。なお、これらの情報は、的確な情報である
必要があるため、備前市が情報を精査の上、提供する情報を選択する。

「防災情報提供ポータル」は、既存の防災情報を含め、道路冠⽔、断⽔、停電など災害に関わる情報を地図上に集約して
提供することで、より役⽴つ存在として、住⺠の防災意識を⾼め、地域の災害対応⼒の向上を⽀援する。

提供するデータ ⾃治体で収集・精査・選択 住⺠への提供

公式LINE
集約予め⽤意されている情報︓

・AEDマップ 福祉避難所 など

平常時

確認・登録された情報︓
・道路冠⽔、断⽔、停電、充電場
所 など

消防団が収集した情報︓
・通⾏⽌め ・道路損壊 など

災害時

防災情報提供ポータル︓
消防団業務⽀援システム上の地図に
情報を集約して公開。

集約

消防団システムから
情報を登録

LINEから呼出して参照
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事業概要（3/5）【C 住⺠ポータル事業】

22,380千円事業費31,404⼈⼈⼝岡⼭県備前市⾃治体名
全世代の幅広い住⺠が慣れているLINEを活⽤し、コミュニケーションのポータルを実現する。
利⽤者の希望するカテゴリの情報を、属性情報を活⽤し、セグメント毎に情報配信することで、無駄な情報配信を抑制し、
適切に住⺠からの予約や電⼦申請など「⾏政サービス」を活⽤できるように集約。
利⽤するLINEアプリには利⽤者情報を残さないのでセキュリティを⾼めた形で関連システムとのデータ連携を可能。
様々なシステムと連携できるため、今後、住⺠に向けたサービスが増えた場合にも対応が可能。

概要

■サービス実装により実現する地域の将来像
・住⺠に向けたデジタル情報の⼀元化を⽬指し、住⺠それぞれのニーズに合わせて確実に最新の情報を獲得できる。
・証明発⾏などの有償サービスや、施設予約等を住⺠にも使い慣れたユーザインターフェースであるLINEを⽤いる事でオンライン⼿続きを促
進し、利便性を⾼め、住⺠サービスの継続的な改善サイクルに繋げる。

■事業設計の背景にある課題
・住⺠に向けたポータルアプリを展開したが、アプリインストールが必要なため、利⽤者が伸びず、R5年度末で廃⽌。
・現在、⾏政情報はLINE公式アカウントの基本機能を利⽤し、市⺠に配信している。（現登録者数5,400⼈）
・ただし、基本機能だけでは属性に合わせたセグメント配信ができないことで、情報配信数と頻度を抑制している。
・配信数を抑制しているため、⼗分に伝達したい内容を、必要な⼈に届けることができていない。
・証明発⾏や施設予約や補助⾦申請などの各種住⺠サービスへのアクセス⼊り⼝がバラバラで分かりにくい。

■各取り組みの分野や
サービスのポイント お知らせ、

広報
アンケート、
受信設定

各種予約、
電⼦申請

電⼦地域
ポイント連携

健康増進
サービス連携

防災
サービス連携

住⺠
ポータル

（LINE活⽤）

【当初活⽤機能（予定）】

リッチメニュー
の活⽤にて
サービスメニ
ューの充実と
、分かりやす
い表⽰切替

アンケート機
能と受信設
定にて住⺠
が必要な情
報を選択可

能

セグメント管
理にて、住
⺠が必要な
情報発信を
運営側にて
管理運⽤

補助⾦申請
や施設予約
などのシステ

ム連携

住⺠票や納
税関連など
の証明書発
⾏のための
電⼦申請シ
ステム連携

健診データ
や測定デバ
イス情報、ポ
イント参照な
どのシステム

連携

防災情報提
供ポータルと
のシステム連

携
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22,380千円事業費住⺠ポータルサービスサービス名

全住⺠ターゲット

サービス内容

外部連携システム
住⺠向け各種メニュー

サービス概要（1/1）【住⺠ポータルサービス】

住⺠ポータルサービスでは、備前市公式LINEを市⺠とのタッチポイントとし、リッチメニューからLINE内外のサービスにアクセス可能とする。
（備前市公式LINEの友だち数は現在約5,400名、普及促進により全⼈⼝の半数である1万5,000⼈の登録を⽬指す。）

備前市側の運⽤管理機能

プ
ッシ

ュ配
信

データ
連携基盤

JPKI(公的個⼈認証)

⾃治体
業務システム

対象スコープ

住⺠向けメニュー

お知らせ 予約
申請

健康 防災

アンケート
管理機能

セグメント
管理機能

配信
管理機能

お知らせ・広報

防災サービス連携

各種予約、電⼦申請

健康増進サービス連携

各種設定
管理機能

アンケート、受信設定

電⼦地域ポイント連携
将来的に各種機能追加が可能です。

備前市公式アカウント
備前市⺠

ID連携
OpenIDConnect

びぜんID

ID連携により住⺠のデ
ータ統合を実現

各種サービス連携が
実現可能となる。

IDが統合されることにより
健康増進ｘポイント
などの連携を実現

次ステップで
健康増進ｘ防災
などの連携を実現
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事業概要（4/5）【D データ連携基盤事業】

44,075千円事業費31,404⼈⼈⼝岡⼭県備前市⾃治体名
データ連携基盤に関しては、デジタル⽥園健康特区に指定されている岡⼭県吉備中央町で構築されているデータ連携基盤の共
同利⽤を実施し、構築コスト・運⽤コストを低減し、事業継続性の⾼いモデルを実現する。また、互いのユースケース・サービスが乗
り⼊れ可能な形とし、サービスのコスト低減も⽬指す。岡⼭県への展開、健康・医療・介護領域をテーマとした地域への全国展開
を⾒据えて適⽤する。

概要

デジタル⽥園健康特区
吉備中央町のデータ連携基盤

少⼦⾼齢化⼈⼝減社会を想定した
共同利⽤型モデル

を構築当初より採⽤

デジタル⽥園健康特区で培った
健康・医療・介護領域

のユースケースに対応したモデル

備前市への横展開

共同利⽤による運⽤費削減
事業継続性の実現

構築コスト低減による
DX化のハードルを低減

吉備中央町での
ユースケース

サービス

備前市での
ユースケース

サービス
互いに乗り⼊れが可能
となり互いの取り組みを

有効活⽤

少⼦⾼齢化・⼈⼝減少社会に対応した
岡⼭県展開モデル・全国展開モデルの構築

データ連携基盤に関しては、吉備中央町で採⽤され、デ
ジタル庁の「デジタル実装の優良事例を⽀えるサービス／
システムのカタログ（第2版）」に
掲載されているスマートシティデータ連携基盤の
共同利⽤による横展開を⾏う。
https://digiden-service-catalog.digital.go.jp/datalinkbase/7575/

吉備中央町では第61回国家戦略特別会議、国家戦略
特区において取り組む規制・制度改⾰事項等について（
案）⽰された７つの規制・制度改⾰事項のうち健康・医
療分野に関する４つ事項を推進している。
データ連携基盤はその取り組みの下⽀えをする役割をし

ており、少⼦⾼齢化・⼈⼝減少社会を迎える備前市そし
て岡⼭県の健康・医療・介護分野のDX化に貢献する基
盤となると考える。
https://www.chisou.go.jp/tiiki/kokusentoc/dai61/shiryou2-2.pdf

＜共同利⽤によるコスト低減について＞
‐吉備中央町デジタル⽥園都市国家構想推進交付⾦事業
にて新規構築/機能開発したデータ連携基盤を活⽤。

-共同利⽤先の⾃治体はスタートアップ及び連携システムと
の接続、⼀部機能追加で利⽤開始が可能。
(コストは新規開発の3〜4割程度で導⼊可能）

‐マルチテナント環境での稼働のため、運⽤費はクラウドサービス利⽤料のみ
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サービス概要（1/1）【データ連携基盤サービス】

44,075千円事業費データ連携基盤サービス（データ連携基盤、PHR基盤、データエクスチェンジ）サービス名

全市⺠ターゲット

サービス内容

API管理
APIゲートウェイ

データマネジメント
（⾮パーソナルデータ）
データ仲介 (ブローカー)

FIWARE Orion Context Broker
⾮パーソナルデータを対象としている

機能は有しているが今回利⽤
ユースケースがないため未使⽤

認証
認証・認可

AzureAPI
Management

データ連携基盤が管理する
APIの認証、認可を実施

APIの使⽤量制限やネッ
トワーク速度制限等を実
施

データエクスチェンジ (ASTERIA Warp)
(内閣府の調査事業の成果活⽤)

KeyCloak

データマネジメント
（パーソナルデータ）
データ仲介（ブローカー）

PDS/PHR基盤
HAPI FHIR JPA

厚労省の推進するHL7FHIRにて
データの管理

部品群

マイナポータル
アクセス機能

認可設定機能

マイナンバーカードによる
びぜんID

HL7FHIR
OpenIDConnect

OAuth2.0

データ連携基盤サービスの構成は以下のようになっている。「詳細はデータ連携基盤の構築及び相互運⽤性の確保に
向けた考え⽅」に記載するため省略する。本項では内閣府の先端的サービスの開発・構築に関する調査事業で開発
が進められているデータエクスチェンジについて記載する。

【データ連携基盤サービスの構成】

【データエクスチェンジ機能の詳細】
データ連携を実施するにはNGSI,HL7FHIRといった
標準化対応が重要になってくるが、⼀般のサービスで
これに対応できているところは少なく、この対応がコス
ト上昇要因となっている。データエクスチェンジ機能は
サービスに変わって標準化データを⽣成する役割を
担い全体コスト低減につなげる。（右図は変換例）

サービス
独⾃形式

データ
エクスチェンジ

標準
規格

データ連携基盤はマルチテナント型
共同利⽤モデルで岡⼭県内の

吉備中央町との共同利⽤

部品群は、OpenIDConnect
対応をしており、他地域への

組み込みも可能
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事業概要（5/5）【E 普及推進事業】

18,003千円事業費31,404⼈⼈⼝岡⼭県備前市⾃治体名

本事業の推進にあたり、地域住⺠への普及に向けた取り組みは不可⽋である。地域住⺠のタッチポイントとしてのLINE活⽤やシステム利⽤率
向上に向けた健診事業と連動したユーザ登録の他、継続利⽤に向けた地域電⼦ポイントサービスとの連携により、住⺠のシステム利⽤へのモ
チベーション向上を図る。また、本事業を総合的に評価する指標としてWell-being指標を活⽤した調査・分析やワークショップを実施するととも
に、事業サービスのロジックツリーを作成し、普及推進を促進する。さらに、住⺠への理解促進及び新サービスの浸透、そして活⽤への流れを創
出するため、新聞・テレビを活⽤したプロモーション活動の実施と、説明⽤プロモーション動画を作成。また、実装後のサービス活⽤を⽬的とし、
市内のイベント等では窓⼝ブースを設置。使い⽅説明や登録のサポートを強化。

概要

健康 防災

電⼦地域
ポイント

マイ
ナポ

・・ ・・

びぜんID

防災
アプリ
など

既存サービス
備前市電⼦地域ポイント データ連携基盤 各サービス

データ連携基盤と連携することでポイントサービスの利⽤範囲を拡⼤

住⺠とのタッチポイント
備前市公式LINE

個⼈情報を扱うサービス⽤の
住⺠ポータル 各種サービス

1）LINEを活⽤した利⽤促進（ポータル事業で計上）
ITによるサービス提供は、⾼齢者を中⼼にまだまだ敷居が⾼い。また、いざサービスを使おう

とする際にそのサービスがどこにあるのかわからなくなることも多い。そこで⼀般に普及している
LINEを⼊⼝に各サービスを利⽤できるようにすることでITリテラシーがそこまで⾼くない住⺠に
も利⽤しやすい環境を構築する。これにより災害時に住⺠がサービスに確実にたどり着けるよ
うにする。（右上図）
2）健診事業を活⽤したユーザ登録 （健康事業で計上）
住⺠に対する健診の案内に備前市公式LINEへの登録および健康サービス活⽤を案内す

ることで効率的なユーザ登録を実現する。
3）備前市電⼦地域ポイントを活⽤し住⺠のモチベーション向上（健康事業で計上）
既存サービスであり市⺠の９０％超が利⽤している備前市電⼦地域ポイントをデータ連携
基盤と連携させる。ポイントを活⽤した住⺠のモチベーション向上施策を必要に応じてローコ
スト・短納期で実施できる環境を構築し、これを活⽤していく。（右下図）
4）Well-being指標の活⽤（詳細次⾴）
Well-being指標を活⽤した地域課題と住⺠の幸福度のモニタリング調査、および事業サー
ビスに関する調査・分析を実施し、ワークショップで深堀する。また、Well-being向上に向けた
政策判断・事業策定のロジックツリー作成・モデル展開を推進し、事業サービスの企画および
KPIとの体系化を図り、普及推進と持続性のあるまちづくりの実現を推進する。
5）広報プロモーション / 新聞・テレビ連携訴求（詳細次々⾴）
地⽅テレビ局・地⽅新聞を軸とした企画を実施。全ての住⺠へ漏れと偏りのない情報を提供
するため、リーフレットを作成して配布。またSNSによる利⽤促進を図る。
6）住⺠サポート / ブースの設置（詳細次々⾴）
サービス実装後には市⺠への浸透が必須となる為、市⺠が集まる場でのブース設置を実施。
サービスの利⽤⽅法、登録を積極的に訴求していく。実際の使い⽅をサポートする事で、利
⽤者へのハードルを低くし、定着を図る。
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サービス概要（1/2）【Well-being指標活⽤】

8,003千円事業費Well-being指標活⽤サービス名

全市⺠ターゲット

サービス内容 Well-being指標（客観指標・主観指標）を活⽤した調査・分析に加え、事業サービス（健康増進・防災・住⺠ポータルな
ど）に関するアンケート調査を実施する。更に、その結果に基づいた住⺠ヒアリングやワークショップで住⺠との対話・議論を展
開することで地域課題の深堀を図る。また、事業分野におけるロジックツリーを作成し、事業サービスKPIとの体系化を図ること
で、普及推進と持続性のあるまちづくりの実現を推進する。

 【Well-being指標活⽤の展開】

【健康増進におけるロジックツリー（イメージ）】

１．Well-being指標調査・分析
- 客観指標調査・分析（①）
- 主観指標アンケート調査・分析（②）

・Webアンケート︓10⽉実施予定
・年齢・エリア別詳細分析、課題体系化

２．事業サービスに関する調査・分析
- スマートシティ事業・事業サービスに関する

住⺠への意識調査・分析（③）
・Webアンケート︓10⽉実施予定
・分野︓健康増進、防災、ポータル等

３．調査結果の深堀
（住⺠ヒアリング・ワークショップ）

- 調査結果に対し住⺠ヒアリングの実施（④）
- 住⺠・関係者とのワークショップ開催（④）

・事業分野をテーマに3回実施予定

４．事業企画・ロジックツリー作成
- 調査結果を基に事業ロジックツリー作成（⑤）

・対象分野︓健康増進、防災、ポータルなど
- 事業分野の施策検討・サービス企画

５. 次年度の事業計画
- 検討結果を基に事業計画を策定（⑦）

施策検討・サービス企画⽬指す姿

健康で幸せな⽣活

遠隔診療・指導の充実

運動量の増加

健康状態のモニタ

医療介さない健康増進悪化の予兆把握

健康⽀援の仕組強化
重症化の低減

治療効果の向上

治療の費⽤対効果向上

病気・けがの予防

健康状態の維持

個⼈医療負担の軽減

健康意識の向上

医療関係者と接点拡⼤

健診率の向上

マイナンバーカード連携

健康寿命の延伸

健康増進･フレイル予防

健診データのAI分析

健診ポイント事業参加

⾃治体医療費の抑制 個⼈健康管理サービス

Bポイントとの連携

健康増進サービス

⾃治体健診の⾼度利⽤

要介⼊者分析
リスク分析･リスク予測⾼度な保健指導

⽇常健康データの管理

健診受診率の向上施策

保健指導の質･量の向上

課題① 課題② 課題③ 課題④
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サービス概要（2/2）【広報プロモーション・住⺠サポート】

10,000千円事業費広報プロモーション・住⺠サポートサービス名

全市⺠ターゲット

サービス内容

住⺠への理解促進及び新サービスの浸透、そして活⽤への流れを創出するため、新聞・テレビを活⽤したプロモーション活動の実施と、説明⽤
プロモーション動画を作成。
また、実装後のサービス活⽤を⽬的とし、市内のイベント等では窓⼝ブースを設置。使い⽅説明や登録のサポートを強化。

地⽅テレビ局・地⽅新聞を軸とした企画を実施。

市⺠のなじみ深い媒体から第三者⽬線で発信をすることで
、⾏政からの発信とは異なる切り⼝で閲覧者・視聴者への
理解を促進する。

具体案︓
・新聞
新聞１⾯、または２⾯を⼤きく使い、何が実現されるのか、
どんな事が便利になるのかなど、⽂字に残る形で説明を残
す。
・テレビ
情報の接触回数を増やすことで理解を深くし、市⺠が興味
を持つ流れを創出する。
また、画像とナレーションを使⽤したアプローチで、新聞や紙
⾯での情報を取らない層へのアプローチを実施。

広報プロモーション / 新聞・テレビ連携訴求 広報プロモーション / リーフレット、SNS告知活動

住⺠サポート / ブースの設置

全ての住⺠へ漏れの無い、偏りのない情報を提供する素
材が必要であるため、リーフレットを作成。
市⺠説明会での使⽤、市庁舎や出展ブースへの設置で、
統⼀された情報の提供および、知りたいとき知ることが出来
る環境を創出する。
LINE登録者へ定期的に利⽤促進の告知を⾏い、アクセ
ス数を増やす。

サービス実装後には市⺠への浸透が必須となるため、市⺠
が集まる場でのブース設置を実施。
サービスの利⽤⽅法、登録を積極的に訴求していく。
実際の使い⽅をサポートする事で、利⽤者へのハードルを
低くし、定着を図る。
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事業概要（1/2）【⽣成AIを活⽤した対話型フロントエンドシステムによる関連情報提供】

52,000千円事業費2,737,070⼈⼈⼝広島県⾃治体名
複数のシステムやデータ連携基盤に格納された各種関連データについて，⽣成AIを活⽤した対話型フロントエンドシステムを媒介
することにより，ユーザーが背後で稼働しているシステムを意識することなく知りたい情報を⼀括して⼊⼿可能とすることを⽬指す。こ
のことにより，ユーザーは移住・不動産に関連する情報を幅広く，かつ効率的に⼊⼿可能となり，利⽤者の利便性の向上や社会
的価値を⽣み出す「データ駆動型社会」の実現に寄与する。

概要

１．課題
①2020，21，22，23年と4年連続で国内移動による転出超過がワー
スト１となっており，特に若年層の転出超過が深刻な状況。
 移住の可能性が潜在的にある層や⾏政窓⼝を訪問しない⼤多数の移住

希望者（潜在的移住希望者）に対するアプローチが必要。
 現在の移住情報システムには関連情報が掲載されているが，ユーザーが個

別に重視する情報（防災，求職など）は移住相談窓⼝などに頼るか個別
のHP等にアクセスし⽬当ての情報を⾃ら探す必要。

 ⼈⼿不⾜により移住相談員の増員が⾒込めない中，デジタル技術を活⽤
して効率的に実施する必要。

②不動産取引（査定・広告宣伝・契約書作成）にかかるコストは本県全体
で年間１０億円強（推計値）の⼈件費が発⽣。
 不動産取引に必要な情報（⼟地・建物概要，法規制，インフラ，取引

情報等）は多岐に渡り，かつそれぞれが散逸している状況のため収集には
多くの労⼒をかける必要。

 異なる情報を掛け合わせることにより，新たなサービスや産業が創出される
可能性。

３．実現する姿
 必要としている情報を簡便な⽅法で分かりやすく効率的に引き出せることに

より，情報検索にかける労⼒を縮減可能。
 膨⼤な情報を相互に関連付けて活⽤できることにより，ひとつひとつの情報

が持つ価値が増すとともに，利⽤者の利便性の向上や社会的価値を⽣み
出す「データ駆動社会」の実現に寄与。

⇒将来的には⾃然⾔語を⽤いた命令によってバックエンドで動いているシステム
をユーザーが意識することなくタスクが完結する環境の整備を⽬指す。
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移住希望者・
不動産事業者

２．取組のイメージ

AIフロント
エンドシステム

①移住関係 ②不動産関係

移住情報DB
土木ｲﾝﾌﾗﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ基盤

都会の喧騒が苦⼿なのと⼦供がのびのびと遊べ
る環境が近くに欲しいなと思います。お勧めの情
報を出してください。

例︓移住希望者の質問

他システム
（オープンデ

ータ等）

 システム内の情報や他シ
ステムの情報を整理

 収集した情報を柔軟に網
羅的な⽂章に要約

広島県は⾃然豊かでのびのびとした環境があり、都会の喧
騒から離れた暮らしを楽しむことができます。以下に広島県の
お勧めポイントを要約します︓

⾃然環境︓広島県は美しい⾃然⾵景が広がり、⼭や海、
川など多様な⾃然が楽しめます。⼦供たちがのびのびと遊べ
る公園や⾃然公園も多くあります。

⼦育て環境︓広島県は⼦育て⽀援に⼒を⼊れており、安
⼼して⼦供を育てることができます。保育施設や学校の充実
度も⾼く、教育環境も整っています。

交通アクセス︓広島県は交通の便が良く、東京からのアクセ
スも⽐較的容易です。新幹線や⾼速道路などを利⽤するこ
とで、都⼼へのアクセスもスムーズです。

⽂化・観光︓広島県には歴史的な観光地や⽂化施設が
多くあります。広島平和記念公園や宮島など、⼦供たちにも
学びや体験の機会を提供する場所があります。

安全性︓広島県は治安が良く、安全な環境での⽣活がで
きます。地震などの⾃然災害のリスクも⽐較的低い地域です
。

回答例

将来的に拡張

不明点を質問
例:どんな遊びが
好きですか︖



サービス概要（１/２）

30,000千円事業費①複数システムにまたがる移住関連情報の⼀括提供サービスサービス名

移住希望者ターゲット

サービス内容
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１．具体的なサービス内容
移住情報DBには⾃治体情報や移住者インタビューなど

が格納されているが，移住を検討している者が求める情
報は⾃治体情報・求職・防災など多岐に渡り本県「移住
情報DB」へすべての情報を集約することは不可能。この
ため，⽣成AIが庁内の各システムに散逸している情報
を収集し，適切な回答を⽣成するためのサービスを構築
する。具体的には，（図１）⽣成AIが移住希望者の質
問を分析し，①必要な情報を収集するために移住情報
DBやインフラデータマネジメント基盤を操作し，②返ってき
た情報を⽣成AIが解読するための解析をおこなう（①，
②を⾏うインターフェイスプログラムを開発）。⽣成AIはデ
ータを解析し回答を網羅的な⽂章に要約するとともに，
必要な情報をHPリンクで埋め込む（従来のチャットボット
では実現不可能（図２) )。さらに不明確な部分は移住
希望者に質問して確認を⾏う。また，質問には含まれな
いが潜在的な需要の⾼い情報（例︓防災情報）を推
測して提供する。⽣成AIは移住希望者の潜在的な希望
，思考や重視事項等をまとめて移住のイメージを提案
することで，移住情報アドバイザーと同様のサービスを移
住希望者に対して提供する。

２．ターゲットへの裨益
移住に向けた具体的なイメージ形成の促進が期待さ

れる。

図１ AIフロントエンドシステム概要 質問から回答までの流れ

図２ 従来のチャットボットとの違い
※ 従来はあらかじめ想定したやり取りを想定したシナリオをを使いまわすためユーザーが求める情
報に乏しく，また，キーワードを基に関係するHPリンクを回答⽂と別に提⽰するのみ。さらにDB内
に存在しない情報は提⽰不可能。これに対し，⽣成ＡＩはシステム横断的に関連する情報を収
集し⽂脈の中で表現し，さらに該当するＨＰリンクを回答⽂に埋め込みピンポイントで提⽰。



22,000千円事業費②住宅ストックの活⽤促進に向けた不動産関連データエコシステムサービス名

不動産事業者、県内外の住み替え希望者ターゲット

サービス内容

サービス概要（２/２） 95

１．具体的なサービス内容
不動産取引に必要な情報は、複雑かつ各⽅⾯に散逸し、事業者の調査・情報収集に係る負担が⼤きい状況にあり、これが消費者に対する適時・適切

な情報提供の阻害要因となっている。事業者及び消費者の利⽤ニーズ※1を踏まえ、不動産関連情報の⼀元化・オープン化が事業の効率化・⾼度化及び
住⺠の居住地選択に資することから、令和５年度に地⽅⾃治体が保有する災害リスク（⼟砂災害・浸⽔）、法規制（都計法など）、道路情報、地域
の暮らしやすさに関する指標などをデータ連携基盤において⼀元的に取得できる環境を整備した。

⾃治体保有データの提供により不動産事業者の事業効率が向上したが、国や⺠間市場が保有するデータ※2・3との連携は実現できておらず、これらと掛け
合わせることで、重要事項説明書の作成⽀援、ライフスタイルに応じた暮らしやすさの可視化（利便性、ウォーカビリティ、災害リスク等）、不動産価値の適
正評価（取引相場、管理状況、修繕履歴等）など、より⾼度なサービスの創出が可能となることから、官⺠が連携した不動産関連データエコシステムを構
築し、事業者の業務効率の更なる向上や消費者のニーズによりマッチした不動産情報の充実に資するサービスを提供する。
※1 調査⽅法︓R4に不動産テック団体、⼤⼿仲介事業者などと検討会議を設置して意⾒聴取、R5に主要な業界団体に個別ヒアリング、県⺠にWEBアンケート（n=318）を実施
※2 国保有︓不動産情報ライブラリに搭載された情報（地価、取引価格、周辺施設（公共施設、学校、駅及び乗降客数、医療機関等）など） ※3 ⺠間保有︓物件情報、マンション管理状況、建物の修繕履歴など

２．ターゲットへの裨益
事業者は、業務効率が向上することで物件の掘り起こしや周辺情報の取得などの強化、広範囲かつ膨⼤な情報を応⽤した新たなサービスの創出が可

能となり、消費者は、不動産とその周辺環境に関する充実した情報環境で暮らしやすい地域や物件を選択することができる。

データ連携基盤を活⽤した
サービスを利⽤

私のライフスタイルに合った地域の
中古マンションを購⼊したいのですが。

災害リスクが低く、⼩児科が徒歩圏内で
優良な管理状況のマンションをピックアップ

あなたにピッタリの地域・住まいを
お調べしてご案内しますね。

例：不動産会社の窓⼝にて（オンライン化も可能）



236,199千円事業費228,121⼈⼈⼝佐賀県佐賀市⾃治体名

• R5年度までに、マイナンバーカードの公的個⼈認証機能を活⽤した「デジタル市⺠証」を、スマートフォンに搭載するアプリを開発し、既に1.6万⼈の
市⺠が登録済。市主催イベントや避難所チェックイン等で活⽤。R6年度は、⾏政イベントカレンダー及び申請・予約機能、住⺠コミュニティ・アンケー
ト機能、モビリティシェアリングやヘルスケアのアプリ機能など、⾏政サービスにきめ細かく対応した機能を拡充。他⾃治体等との連携や協働も⽬指す。

• 本アプリの各種サービスの共通プラットフォーム化を進めるとともに、⽣成AIの活⽤機能も実装し、本年度は、健康メニューや観光ルートの推奨機能
などの実装も図る。

概要

事業概要（1/2）【みんなで創る・誰もが使える︕『スマート・ローカル︕SAGACITY』 】 96

◎佐賀市スーパーアプリを活用した『スマート・ローカル！SAGACITY』の取組
デジタルサービス実装デジタルサービス実装

行政

市民

地域

企業

情報共有・コミュニティ
の『共通プラットフォーム』

みんながつながる
『デジタルタッチポイント』

…R6年度機能拡充:ミニアプリの実装・活用

①行政サービス
・佐賀市イベントカレンダー機能の新規実装及びオン
ライン申請・予約等機能の拡充

②住民サービス・コミュニティ
・アンケート機能の新規実装

③交通・健康・子育て・教育
・民間等アプリを活用したモビリティシェアリングや
ヘルスケア、リカレント教育等ミニアプリの新規実装

④観光・イベント
・生成AIを活用した観光地レコメンド機能や国民
スポーツ大会の情報のミニアプリ新規実装

【市民証機能の活用】スマートフォンでの本人確認
【徹底したUI/UX】最小限のクリック数やAIの活用等
【横展開】仕組みを含めた共通プラットフォームの構築

データ連携基盤の活用

①ダッシュボード化
②データ分析・可視化
③データの高付加価値化

スマートシティ推進協議会

DX人材育成データ連携基盤

・デジタルサービスの創出、データ利活用人材の育成

・協議・連携：行政、企業、大学、金融機関、有識者等

各システムデータ
センサーデータ

データマネジメントシステム

・データモデルの標準化
・データの一元管理
・生成AI、BIツールへの活用
・複数媒体での広報
・他システムとの連携

【活用データ】
・街なかの人流データ
→地域活性化に活用
・防災・防災データ
→緊急時の避難経路
の最適化等に活用

「生成AIを活用した市民サービスの提供」

ＡＩを活用したサービス

民間データ
（医療機関・薬局）

公共施設

医療機関

観光施設

イベント

⽀援制度
公共施設・医療機関・観光施設
イベント情報・支援制度一覧等

〇生成AIとRAGを活用した対話形式で健診、運動、
栄養等の助言を行い、シームレスに施設等を予約

〇利用者の属性・天気・希望観光時間・移動手段に
応じてパーソラナイズされた観光ルートを生成
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システム構成図

実施体制図



131,430千円事業費みんなで使いこなす・つながる・広がる︕「スーパーアプリ」サービス名

市⺠、スマホを持つ誰でも、ミニアプリ参画企業、地域、スーパーアプリを実装する他⾃治体ターゲット

サービス内容

サービス概要（１/３①） 98

佐賀市公式スーパーアプリが実装するサービス分野

…R６年度機能拡充

…R５年度実装済
騒⾳

⾬量・気圧

気温・湿度

危機管理
防災システム

災害⼯程管理

データ仲介機能
Context Broker

図書館情報
システム

CKAN

データ取得
インターフェース

認証認可機能

サービス連携プロセス（Context Processing）セ
キ

ュリテ
ィ・運

⽤

ユーザ管理機能 サービス運⽤
管理機能

可視化

市⺠レポート

⼈流

データ連携基盤

発⽣予測

観光施設 ⽀援制度

イベント

医療機関

⼦育て 公共施設

データモデルの標準化

データマネジメ
ントシステム
（ＤMS）

⺠間
データ



みんなで使いこなす・つながる・広がる︕「スーパーアプリ」サービス名

サービス内容

サービス概要（1/3②） 99

R6年度機能拡充：ミニアプリの実装・活用

1.行政サービス
①佐賀市イベントカレンダー
・R5年度までの26のミニアプリとプッシュ通知によるお知らせ機能の実装により、各分野に
おける市民サービスの向上を図っているが、各分野からのお知らせやイベントをまとめて見
る機能の実装で、データ利活用の強みを最大限に活用し、市民サービスが飛躍的に向上する。
・佐賀市内の各種イベントや観光情報、登録する地区の会合、地元プロバスケットボールチー
ムの試合日程等の市内の情報をカレンダーで一括管理できるミニアプリを新たに実装する。
・データ連携基盤との連接により、標準化されたデータから、イベントや観光情報等を最新か
つ正確にカレンダーへ表示ができるため、市民は毎日の佐賀市内でのイベント等をカレン
ダー形式で確認することができ、市内イベント等の参加率向上や地域経済活性化が見込める。

②オンライン申請・予約等の機能の拡充
・市での手続きや申請は、約2,000種類あるが、うち上位1～2割の申請内容が申請件数の大
部分を占めており、来庁不要による市民サービスの向上のためには、オンライン申請でき
る申請の種類を拡充する必要がある。
・R６年度は窓口のBPRを踏まえ、マイナポータルや民間のオンライン申請サービスを活用し、
アプリからいつでもどこでも申請・予約等ができる環境を構築することで約３０の手続を拡
充する。 （例）施設利用・研修・講座申込、道路使用許可など建設関連の申請届出等

2.住民サービス・コミュニティ
①アンケート機能
・各種サービスやイベント等に関するアンケートをローコードで作成・実施、集約できる
機能を新たに実装することで、市民ニーズをサービスやアプリ開発に反映する。
・現在、市民ニーズ調査や意見等は、メール等にて対応しているため、対応に時間を要してい
る。また、市政アンケートは市ホームページで募集しているが、登録者（約1,100名）と
回答者数（1回あたり平均250名）が少なく、回答者も毎回固定化されている。
特に20～30歳代の回答率が20%以下と低く、多様な市民意見を市政に反映できていない
ことから、本機能実装で多様な市民ニーズの確実な把握や迅速なサービスへの反映が見込める

。
・すでに実装済のマイナンバーカードを活用したデジタル市民証（作成者1.6万人）と連携で
き、必要であれば氏名、住所等の入力省略も可能であるため、Well-being指標や総合計画等
の各種事業におけるアンケート調査についても、市民からは簡単に回答しやすく、精度の高
いアンケート調査及び多くの市民意見の市政への反映が見込める。

データ連携基盤
DMSデータ

・イベント
・施設
・地域情報 等

土金木水火月日

佐賀市イベント
カレンダー

〇〇イベント
バルーナーズ

〇〇イベント
バルーナーズ

〇〇フェスタ
バルーナーズ

〇〇イベント
バルーナーズ

〇地区避難訓練
〇〇イベント

〇地区避難訓練
〇〇イベント

〇〇イベント
〇〇イベント

〇〇フェスタ
〇〇イベント

〇〇イベント
〇〇イベント

〇〇イベント
〇〇イベント

〇〇イベント
バルーナーズ

〇〇フェスタ
バルーナーズ

〇〇フェスタ
〇〇イベント

佐賀バルーナーズ
ホームゲーム

〇〇イベント

◎佐賀市イベントカレンダーイメージ

◎アンケート機能イメージ

アンケートの
集計・分析

市民ニーズへの対応
→よりよいサービスの提供

アンケート実施
・市政モニター
・Well-being指標の計測
・イベント等の満足度調査
・ローコード作成

スーパーアプリ
デジタル市民証

氏名・年齢・

住所の連携

アンケート機能

Q１:〇〇
☑A □B □C

Q２:〇〇
□A ☑B □C



みんなで使いこなす・つながる・広がる︕「スーパーアプリ」サービス名

サービス内容

サービス概要（1/3③） 100

3.交通・健康・子育て・教育
①モビリティシェアリングやヘルスケア、リカレント教育等ミニアプリ
の実装
・交通・健康・子育て・教育分野においては、様々な民間アプリがあ
るが、多くの市民が、使いこなせなかったり、アプリが統一化され
てないことによるコミュニケーションロスが生じたりしている。
・民間アプリ等とのディープリンクやシングルサインオン・API連携
等による企業参画型ミニアプリの機能強化を図る。
・民間等の既存アプリとの連携により、独自開発するよりも安価で高
品質なサービスを提供できる。
・リカレント教育（社会人の学び直し）については、大学の公開講座
との連携等による時間的、経済的な課題を解消し、産学官連携での
誰もが学べる生涯教育の環境づくりを目指す。

おススメの
観光地は？

ケガをした
ので近くの
病院は？

①生成AIで検索→案内

病院へ行くのに
タクシーは必要
ですか。

予約専用画面
に移動します。

スーパーアプリ「
モビリティミニ
アプリ」で検索

②

佐賀市公式スーパーアプリ

R6年度機能拡充：ミニアプリの実装・活用

①様々なサークル活動

・健康づくりサークル

・生涯学習勉強会

・地域の集まり、
イベント 等

リカレント
教育
ミニアプリ

ウォーキング
ミニアプリ

②みんなで同じミニアプリを
使ったコミュニケーション活性化

◎市民サービス向上の具体事例（イメージ）

4.観光・イベント
①国民スポーツ大会ミニアプリの実装

・2024年の国スポ佐賀大会において、市民及び観光客が競技日程や
駐車場情報等を確認できるダッシュボードミニアプリを実装する。
・会場となる「SAGAサンライズパーク」周辺では、駐車場の不足、
それに伴う無断駐車が地域課題となっており、駐車場の空き状況や
シャトルバスの時刻表をスーパーアプリから確認できる機能を実装
し、便利に、快適に観戦・参加できる環境の整備を行う。
・網羅的に情報を集約するホームページに対して、必要機能を厳選し
てダッシュボード化することで、ホームページとの使い分けによる
利便性向上を図る。
・今回実装したミニアプリは、大会終了後データ利活用等の仕組みや
フォーマットを活用し、継続的に市内イベント（栄の国まつり、バ
ルーンフェスタ、佐賀城下ひなまつり等）で利用する。また、県内
市町に横展開できるようにするだけでなく、次回開催地である滋賀
県にも展開し、今回実装した機能とノウハウを継続的に活用できる
ようにする。

今日実施の競技は、何時か
ら何があるのかな。

シャトルバスか、
モビリティミニ
アプリからタク
シーを呼んで応
援にいこうかな
。

競技開始１時間前までに車
で行こうと思ったけど、駐
車場が満車だ。

◎国スポミニアプリイメージ



みんなで使いこなす・つながる・広がる︕「スーパーアプリ」サービス名

サービス内容

サービス概要（1/3④） 101

4.観光・イベント
②生成AIを活用した観光地等レコメンド機能
・佐賀市スーパーアプリは、市民向けのスーパーアプリとして令和5年6月から本格リリースしたが、観光客など市外の方向けのコンテ
ンツが不足しており、いわゆる「B面アプリ」として、観光系のコンテンツを実装することで、ダウンロード数の増加のみならず、関
係人口の増加や地域間交流の促進、地域ブランドの強化や地域経済の活性化が見込める。
・市民や観光客が利用できる生成AIを活用したレコメンド機能を実装する。ふるさと納税（旅先納税）などのサービスと連携し、観光
地や施設、地産品等をレコメンドする機能を実装する。
・データ利活用による観光客へのレコメンドを通して、観光周遊率が低い地域の課題を改善し、地元事業者への経済波及効果を高め、地
産地消、地域活性化、市内への観光誘致を図る。
・観光客がスーパーアプリをダウンロードすると観光向け機能を表示し、「30分観光」などのお手軽レコメンドを属性（年齢・興味の
ある分野）に応じて行うことができ、量や質が高く、細分化された取り込みデータを増やすことで、精度の高い、個人のニーズにマッ
チしたレコメンド機能を提供できる。

あなたに
おススメの
観光地は〇〇！

http://........
MAP→

データ連携基盤
DMS

観光情報

レコメンド

R6年度機能拡充：ミニアプリの実装・活用

あなたに
おススメ

◎観光地等レコメンド機能イメージ

観光
ミニアプリ



6,545千円事業費地域で創る︕インタラクティブ地域共創サービス「とぴっくタウン」サービス名

市⺠、学校、⼦供会、PTA、⾃治会、まちづくり協議会、観光客ターゲット

サービス内容

サービス概要（2/3） 102

（ア）

【R５年度実装】※スーパーアプリのミニアプリとして実装

①小学校区単位のコミュニティ活動促進サービス

（ア）地域情報配信
利用者にパーソナライズされた地域情報の配信。

（イ）みんなの掲示板
「参加・不参加」ボタンを活用したイベントの参加者募集。地域
に特化した双方向共助コミュニティの形成。

（ウ）地域貢献ポイント
地域住民の「ありがとう」がポイントに。地域貢献活動の可視化。

（エ）みんなのデジタルマップ
画像付き地域自慢・報告（交通安全、防災、歴史、子育て）を
通した地域情報の共有。

②地域データの蓄積

【R６年度拡充】
①複数校区登録機能
→在住校区以外での情報共有・共助コミュニティを促進し、
市内全域の地域活動を底上げ。
※利用者から寄せられた声を反映（現在は1人1校区登録）

②デジタル回覧板機能
→情報の即時性とアーカイブ性の向上。
既読機能による未読・回覧遅延の防止。
紙資源や印刷コストの節約。

③ワークショップを通した「使いこなす」ための仕組みづくり
→地域の特色を生かすアイデアの具現化。
デジタルデバイド対策を兼ねた機能説明・使い方教室を開催し、
市民の手で「使いこなす」ための仕組みづくりを構築。

④地域データをオープンデータ化し、データ連携基盤と連携
→まちづくり・地域団体で利活用（例：○○新聞・○○だより）できるよう蓄積されたデー
タをオープンデータ化し、メディアに取り上げられない地域住民の“草の根活動”にもス
ポットライトが当たるようにする。
また、これらのオープンデータを再利用し、地図データのレイヤーを組み合わせた市全域
の観光マップの作成等、新たな観光資源の創出を図る。

オープンデータ地域データ

・地図データ（緯度・経度、画像等）
・掲示板（地域行事・個人イベント）

地域団体
での利活用

「仕事に変わる生きがいが欲しい」

「地域の関りが薄く、災害時に助け合えるか不安」

「子どものための地域情報が欲しい」etc

市民
の
声

実現
したい
こと

デジタルツールを活用した情報共有・
地域貢献活動の促進で、地域・
住民の繋がりを強固に！

観光客「地元住民おすすめのお店を発見！」観光マップ

地域住民「こんなことやってるんだ」
情報発信者「みんなに知ってもらえた」

小学校等での地域マップづくり子育て・教育

（ウ）

（イ） （エ）

A校区在住

職場があるB校区でも
利用できたらいいな

社会人として、会社と
しても地域貢献できた

B校区でも活動

回覧板がどこまで回っ
たのかわからない…
各部会に渡すために1か
月前からつくらなきゃ

地域団体

もう期限過ぎてる。
もっと早く来てほし
かった。お隣に持っ
ていくのも面倒…

住民



17,312千円事業費⾼品質データで学習︕市⺠向け「⽣成ＡＩコンシェルジュ」サービス名

市⺠、アプリユーザー、地域団体、企業、他⾃治体、交流⼈⼝、関係⼈⼝ターゲット

サービス内容

サービス概要（3/3①）

データ連携基盤

スーパーアプリ

データマネジメントシステム（
DMS）

オープンデータ

各システム
データ

今週末の市内の
イベントはこちら
です。

このような支援
制度があります。

○○ができる施
設はないかな？

佐賀市ではどん
な支援がある？

• スーパーアプリ新機能（R6開発）
• 佐賀市のイベントをアプリ上で
一括表示、プッシュでお知らせ。

• AIで利用する高品質
な学習データを活用
することで、サービス
全体の質を向上。

複数媒体での広報

HP・市報SNS

観光施設

イベント

医療機関

⼦育て

公共施設 ⽀援制度

標準化したデータを基盤に、各種市民サービスを展開！ ・電話や窓口で聞ける時間が限られている
・順番待ちや調べてもらうのに時間がかかる
・知りたい内容を自分で見つけるのが大変
・忙しくて参加したいイベントを忘れてしまう
・聞きたいことがうまく説明できない
・窓口ごとに目的を説明しないといけない

・どこでも、２４時間対応してもらえる
・順番待ちがなく、迅速な回答を受けられる
・膨大な情報を自分で調べなくてよい
・イベント参加を忘れていてもプッシュ通知
で教えてくれる
・細かいところも聞きやすい
・AIが内容を覚えててくれるので、自分に
あった案内をしてくれる

市民

市民裨益性
何か面白いイベ
ントはやってな
いかな？

▲▲で○○が体
験できますよ。

「高品質データ」
＝“正確”＋“最新”+“統一形式”

民間データ
（医療機関・薬局
観光情報 等）

センサーデータ CKAN

データモデルの標準化

市民

・BIツールで可視化
・生成AIが広報文作成支援

生成AI

• スーパーアプリに生成ＡＩを搭載
し、佐賀市のコンシェルジュとし
て活用。

イベント
カレンダー

生成AIの
学習データに利用
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⾼品質データで学習︕市⺠向け「⽣成ＡＩコンシェルジュ」サービス名

サービス内容

サービス概要（3/3②）

①いつでも頼れる市民向け生成AIサービス
・スーパーアプリに佐賀市が公開するデータを参照できる生成AIを搭載。市民は、いつでも、どこでも、待たずに知りたい
ことを気軽に聞くことができる。
・聞きたいことを市民が適切に説明できなくても、対話によってニーズを具体化し、AIが適切な案内を行う。
・AIの学習データには標準化したデータを用いるため、品質と信頼性が高い生成AIサービスを提供できる。
・学習に使用するデータに民間が保有しているデータも用いることで、AIによる予防接種の案内と一緒に、各医療機関での
対応可能日も案内するなど、シームレスな情報提供を行う。

・市民起点の対話による情報提供のみでなく、イベントデータを参照して、AIによってスーパーアプリ側からも適切にサー
ビスを提案。

②質の高い学習データが市民向けサービス全体の質を向上
・佐賀市イベントカレンダーの基礎となるデータや、ヘルスケア、観光・イベントカレンダーミニアプリで使用するデータな
ど、各種市民サービスで利用するデータの基盤として、データマネジメントシステム（DMS）を整備する。

・データモデルの標準化により、スーパーアプリで提供する各種サービスにおいて、表示する施設名、住所等の揺らぎをなく
し統一性のあるデータで誤解のないサービス提供ができる。

・コミュニティ、防災、イベントなどサービス単体のために整えていた汎用性が低いデータから、標準化されたデータモデル
に変わることで、生成AIの学習データのノイズ軽減だけでなく、データの一元管理と合わせて、各分野別データの相互利用
が容易になる。これにより、データ利活用した各種市民サービスの創出による市民裨益につながるとともに、生成AIにおい
ても、様々なデータを活用した対話が可能となる。

・データマネジメントシステム（DMS)の実装によるデータの標準化や民間データを取り込むことで、データ連携基盤のさら
なる強化を図り、データ利活用によるスーパーアプリでの各分野のサービス実装が増え、精度も高まっていく。

・標準化したデータモデルをサービス展開の基盤とするため、データモデルの活用で他都市データ連携基盤との広域連携にも
つなげることができる。
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129,689千円事業費98,658⼈（R5年12⽉末）⼈⼝⻑崎県⼤村市⾃治体名

事業概要（1/3）【しあわせ循環コミュニティ事業】

R5 取組事項
信頼の基盤を構築

R6 取組⽅針
つながりを広げ育む

【R5の取り組みから⾒えた課題と必要性】【背景・課題】
⼤村市はアクセス⾄便性が⾼く、⼦育て世帯をはじめ
とした⽅に選ばれ、⼈⼝増加している。⼀⽅で、⼈と
⼈、⼈とまちのつながりが希薄化するなど、無縁社会
の静かな広がりといった課題が⽣じている。

【R5取り組み概要】
マイナンバーカードをトラストアンカーとした信頼と感謝
の可視化基盤の構築により、「信頼できる」「知ってい
る」「助け合う」といったコミュニティを創出する。
以上を⽬的に3つの取り組みを推進。
 地域共助事業
 ⼦育て⽀援事業
 デジタルインフラ整備事業

地域の情報を気軽にみつけ、交流できる仕掛けを検討

R5の取り組みを通して、以下のご意⾒をいただいた
 ⽇常的にアプリケーションを開くようなきっかけが欲しい（気軽

に参画できる仕掛け）

 地域単独のデータ連携ではなく、広域連携が必要

 デジタルでのコミュニケーションがリアルにもつながるような双⽅
向性が欲しい

県のデータ連携基盤をはじめとするマルチIDを検討

施設予約等、リアルコミュニティを⽀援する仕組みを検討
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事業概要（2/3）【しあわせ循環コミュニティ事業】

129,689千円事業費98,658⼈（R5年12⽉末）⼈⼝⻑崎県⼤村市⾃治体名

⼈⼝増加による⼈と⼈、⼈とまちのつながりが希薄化といった課題解消のため、共助の精神のもと、あらゆる⽴場の⼈々がつながり、
⽀え合う全市⺠参加型の『しあわせ循環コミュニティ』の実現を⽬指す。具体的には、前年度構築しためぶくID等のデジタル基盤を
活⽤し、同等のセキュリティレベルを担保する他IDとの接続を可能にするインフラ基盤を整え、地域共助の仕掛けを提供しつつ、デ
ジタルとリアルをつなぎ、コミュニティの質と幅を拡充する

概要

信頼構築のためのデジタル基盤を作り、主要テーマで実装
R５年度

【準公共サービスの拡充】

デジタルコミュニティ拡充事業

昨年度事業を軸にしながら、デジタルからリアル、リアルからデジタルを
つなぎ、コミュニティの質と幅を拡充させていく

1

２ リアルコミュニティ連携拡充事業

2-1 2-3 雇⽤創出連携サービス1-1

1-2

ほっこりコミュニティサービス

県のデータ連携基盤との接続による
ポータルアプリ拡充サービス

みんなの予約ナビサービス

【⺠間サービス連携の拡充】

2-2 賑わい創出サービス 2-4 空き家対策推進サービス

※下線のない機能についてはデジ⽥デジタル実装タイプ以外の予算で実施予定

R６年度

R7年度以降 各サービスの更なる充実を図るとともに、他地域への横展開を図る

【R5の取り組みから⾒えた課題】
気軽にコミュニティ参画できる仕組みづくり

リアルとデジタルの連携
県・他ID・広域との接続
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129,689千円事業費98,658⼈（R5年12⽉末）⼈⼝⻑崎県⼤村市⾃治体名

事業概要（3/3）【しあわせ循環コミュニティ事業】

昨年度サービスとの関係性

デジタルインフラ整備事業

地域共助事業

⼦育て⽀援事業

昨年度の取り組み 本年度の取り組み

充実化するが独⾃予算で実施

1-1 ほっこりコミュニティサービス

1-2 県のデータ連携基盤との接続によるポータル
アプリ拡充サービス

めぶくIDの利⽤拡⼤も⽬的のひとつではあるが
これまでにない機能構築による新規サービス

デジタルインフラ整備事業で導⼊しためぶくID以外のIDと基盤を
連携させるサービス

2-1 みんなの予約ナビサービス

昨年度事業とは異なる新規サービス

利⽤者データ、
嗜好データ等を
各サービスへ連
携することで、サ
ービス向上を図る

新規

新規
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51,545千円事業費ほっこりコミュニティサービスサービス名

ポータルアプリを利⽤する⼤村市⺠ターゲット
市⺠・住⺠の声が市政に反映されていないという課題
┗ 市の情報が断⽚化（分断）し、必要な情報にアクセスできない（市政情報アクセス機会の不⾜）
┗ 市⺠が積極的かつ気軽に市政参画するためのインターフェースがない（市政参画の接点不⾜）

下記課題を、マイナンバー（本⼈性担保）とデータ連携基盤（思考性分析）を活⽤したコミュニティメディアで解消

サービス内容

サービス概要（1/3）

1-1

マイナンバー（めぶくID）データ連携基盤 EBPM（R7以降）

ユーザーの関⼼・嗜好性にマッチした情
報配信（レコメンド）

IDベースでの⾏動データ集積
本⼈性を担保したコメント投稿

市⺠の嗜好性・⾏動データと意⾒共有
を市政に反映

✔コミュニティメディアを活⽤したEBPM展開モデルイメージ

R5年度構築範囲

拡張領域

アプリ利⽤時
関⼼・嗜好性の登録

⾏動データ集積

⼤村市⺠ ⼤村ポータル

ほっこりコミュニティ
サービス

ユーザーの
関⼼・嗜好性
にマッチした
情報配信

ユーザーコメント
(パブリック/コミュニティ)

データ集積

データ駆動型
政策検討

⼤村市役所

政策実⾏
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51,545千円事業費ほっこりコミュニティサービスサービス名

ポータルアプリを利⽤する⼤村市⺠ターゲット

・市の情報が断⽚化（情報が分散）し必要な情報が⾒つけられない課題に対し、
デジタル情報ダッシュボードの構築により、シームレスに情報を届けることが可能に。
・マイナンバー認証を活⽤した、本⼈性が担保されたパブリックコメントの機能により、
市⺠のデジタルコミュニティ形成を促進

サービス内

容

サービス概要（1/3）

大村情報掲載メディア
ほっこりコミュニティ

サービス利用

①

②

③ ④

①マイナンバー認証
マイナンバーカードをトラスト アン

カーとするめぶくID登録者 のみ利⽤
可能
本⼈性を担保した安全性の⾼い
サービス利⽤(コメント機能等)

②⼤村市政/広報誌情報の掲載
⼤村市の市政情報や
広報誌の情報を
⾼頻度で掲載
・記事の出しわけ
・記事のハイライト
・記事の保存
・プッシュ通知
等が可能

③投稿機能
住⺠による記事の
投稿や記事に対する
コメントやいいね
が可能
⼈気記事をランキ
ング形式で確認
することも可能

④その他
・施設予約連携
・パス発⾏連携
・アクセス解析
・アクセシビリティ
等の機能を掲載

1-1

マイナンバーカード めぶくID
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24,767千円事業費県のデータ連携基盤との接続によるポータルアプリ拡充サービスサービス名

ポータルアプリを利⽤する⼤村市⺠並びに、市外からの来街者（観光客や通勤・通学者を含む）ターゲット

サービス内容

R5年度実装範囲

サービス概要（2/3）

 R5年度に構築した⼤村市のポータルアプリ「おむすび。」を市⺠や市外からの来街者の⽬線でより便利にする
 具体的にはオープンデータを取り扱う⻑崎県のデータ連携基盤である「つながる⻑崎」と、パーソナルデータを活⽤可能な「おむすび。」を接続し、

「おむすび。」のダッシュボードへ、個⼈の選択するエリアなどに応じた防災情報や観光情報、公共施設情報などを連携し、市⺠の「おむすび。」の
利⽤価値を⾼める。また、周辺⾃治体からの通勤・通学者や観光客（ビジターID利⽤者）が利⽤する際にも当該情報を表⽰することで、
平時の災害対策や発災時の避難に役⽴てる

⼤村市

地域
通貨

地域
助け合い

市内情報
ダッシュ
ボード

⼦育て

ポータルアプリ「おむすび。」

めぶく

めぶくID データ連携基盤

⼤村市⺠

⻑崎県
データ連携基盤「つながる⻑崎」

防災 観光 交通 ・・・

データ連携基盤の
接続・ポータル
アプリでの閲覧

R6年度ポータルアプリ「おむすび。」の機能拡張範囲R6年度ポータルアプリ「おむすび。」の機能拡張範囲
 つながる⻑崎に含まれる以下のような情報を、

ダッシュボードに含まれているマップなどへ表⽰し
防災・観光情報へのアクセスを容易にする
 ハザードマップに類する情報(⼟砂災害、浸⽔

想定区域など)、指定避難所情報
 ⾬量・河川⽔位データ等（県の固有データ）
 観光施設・公共施設情報

 住所情報あるいはエリア選択により、表⽰されるマ
ップを指定されたエリア付近にすることで最寄りの
避難所などがすぐに⾒つかるような仕組みへ

 つながる⻑崎に含まれる以下のような情報を、
ダッシュボードに含まれているマップなどへ表⽰し
防災・観光情報へのアクセスを容易にする
 ハザードマップに類する情報(⼟砂災害、浸⽔

想定区域など)、指定避難所情報
 ⾬量・河川⽔位データ等（県の固有データ）
 観光施設・公共施設情報

 住所情報あるいはエリア選択により、表⽰されるマ
ップを指定されたエリア付近にすることで最寄りの
避難所などがすぐに⾒つかるような仕組みへ

本事業の範囲外での検討

 めぶくIDと同等のセキュリティ
レベルを持つID構想の状況
を把握し、ポータルアプリへの
接続について検討

 ⺠間企業が提供するセキュ
リティレベルが異なるIDから
のポータルアプリへの接続に
ついて関⼼のある企業と
協議・接続について検討

1-2
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サービス概要補⾜

補⾜資料 1-2 県のデータ連携基盤との接続によるポータルアプリ拡充サービス

めぶくID

データ
連携 つながる⻑崎

気象情報

浸⽔想定

⼟砂災害
警戒地域

指定避難所等

交通機関
被災状況 被災者ニーズ

【避難後】
個⼈を特定しプッシュ通知
郵便が使えない状況でも個々⼈に必要な情報を伝達

安否確認・避難場所・被災状況把握

各種⾏政⼿続き・⼆次避難等案内

地域共助サービス（R5構築）と連携することで、本⼈
性を担保した信頼できる形での共助⽀援も可能

住⺠

【避難時】
地域や交通状況に応じた避難経路・避難先を案内

データ連携により、災害時に個々⼈に応じた案内や、サポートを実現
災害時、障がい者・⾼齢者の⽅・持病をお持ちの⽅（特定の病院に通院）・ペットをお連れの⽅などは、避難経路や適した避難所を探すの
に時間をとられてしまう。また、避難後の情報発信・情報把握も困難を極める。能登半島地震においても、市外を含め避難された⽅の避難
場所の把握や在宅避難者の状況把握・情報伝達が課題となっている。
データ連携により、個々⼈の状況に応じた情報提供・情報収集・その情報に基づく施策検討を実現する。
地域共助サービス（R5構築）と連携することで、被災者のニーズを踏まえた共助⽀援なども可能となる。

【R6年度】
活⽤可能な「おむすび。」を接続し、ポータルアプリ「おむすび。」のダッシュボードへ、住所情報などのパーソナル情報に応じたデータを連携する。
また、住⺠がどこに避難していても、市や県が避難している住⺠に、現在の被害状況など届けたい情報をポータルアプリ「おむすび。」へプッシ
ュ通知で提供できるようになる。
【R7年度以降】
将来的に、災害時の避難所への誘導や避難所管理（チェックイン機能等）と連携し、平時以外のフェーズ（切迫時や応急対応、復旧・
復興）においても役⽴つ仕組みを構築し、「おむすび。」「地域サービス」「ほっこりコミュニティサービス」の利⽤価値を⾼める。
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サービス概要（３/３）

53,377千円事業費みんなの予約ナビサービスサービス名

⼤村市⺠や⼤村市の公共施設を利⽤する市外住⺠ターゲット

サービス内容
 マイナンバーカードをトラストアンカーとしためぶくIDを活⽤したみんなの予約ナビ（施設予約システム）を構築し、予約から決済までをワンストップで実現

する
 予約から決済までをワンストップで実現することで、従来の”仮予約”→”窓⼝での⽀払をもって本予約”というプロセスを簡素化し、住⺠の利便性向上に⼤き

く寄与する
 ポータルアプリの投稿機能を活⽤し、スポーツ団体等の活動の周知・参加促進により健康増進にリンクさせる
 みんなの予約ナビの実現により、公共施設の利⽤者を増加させ、リアルコミュニティの拡充を実現する
 将来的には、共助ポイント等の地域通貨での決済を可能とすることで、『しあわせ循環コミュニティ事業』をはじめとする他事業との相互利⽤を促進する

みんなの予約ナビ

住⺠ 決済者(銀⾏等)

デジタルインフラ

予約申請・決済⽅法の選択

予約から決済までを
ワンストップで実現

ID情報連携

通知情報連携

スポーツ活動に関する投稿、各種通知

ポータルアプリ

デジタルを活⽤した
利便性向上

決済情報連携

リアルコミュニティの拡充

公共施設

予約状況の管理

新たな
サービス

めぶくID発⾏時に
マイナンバーカード活⽤

スポーツ活動の周知・参加促進により
健康増進にリンク

関連サービスとの相互利⽤促進

ほっこりコミュニティ

共助

⼦育て⽀援

しあわせ循環
コミュニティ事業

賑わい創出・・・

次年度以降の検討事項

ポイント決済等からの誘導
による相互利⽤

2-1
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サービス概要補⾜

2-1補⾜資料

機能詳細 効果・対象

認証
 めぶくIDで、個⼈を認証しログインする
 めぶくID以外に団体IDや市外住⺠向けのIDを準備し、

多様な利⽤形態に対応する

 めぶくIDでの認証により、本⼈性・真正性を担保する
 団体や市外住⺠の利⽤にも対応し、利便性の⾼い予

約サービスを提供する

主な機能

 対象施設や⽇時等の条件で検索し、空き時間から利
⽤施設を予約する

 従来は窓⼝にて、決済を完了することで予約確定とし
ていたが、ワンストップで予約から決済までを完了する
ことで、施設利⽤者の利便性が向上する

予約

 施設ごとに道具や照明等の備品を管理し、施設予約
と同時に備品を予約する

 施設ごとに備品が異なることから管理が煩雑となっていた
が、システム導⼊を契機に⼀元管理することで、職員の
負担を軽減しつつ、施設利⽤者に対しても、備品を明
⽰することが可能となり、利便性の向上が期待できる

備品管理

 従来は窓⼝にて、決済を完了することで予約確定とし
ていたが、ワンストップで予約から決済までを完了する
ことで、施設利⽤者の利便性が向上する

決済  ⼝座振替、クレジットカード、電⼦決済等の多様な決
済に対応する

 施設の利⽤延⻑を⾏う延⻑
 施設と事務所の距離が離れていることから、延⻑申請

をすることが不便という課題があったが、オンラインでの延
⻑を可能とすることで、施設利⽤者の利便性が向上する

 予約完了や施設利⽤⽇が近づいた際のリマインドをプッ
シュ通知することで、ポータルアプリ上で予約情報を確
認でき、施設利⽤者の利便性が向上する

通知  予約状況をポータルアプリに連携し、各種プッシュ通
知を⾏う

具体的な機能およびその対象・裨益効果は以下の通りです

みんなの予約ナビサービス

113



サービス概要（その他）

-事業費その他のサービスサービス名

サービス内容

2-2 賑わい創出サービス 2-3 雇⽤創出連携サービス 2-4 空き家対策推進サービス
 めぶくIDで本⼈性を担保したうえで、

資格や履修履歴（就業・リカレント履
歴）等のキャリアを活かし、また個⼈の
働き⽅に合わせた⼈材マッチングサービ
ス

【⽬指す姿】
• 個⼈の保有資格やキャリアを活かし、地

元事業者等とのニーズに合った就業マッ
チング⽀援を実現することで労働⼒不
⾜や⼈材ミスマッチの解消に取り組む

• ⼦育て世代など、働く意欲や資格、経
験はあるが正社員として働けない（潜
在看護⼠等）等、パーソナライズされた
働き⽅に合わせたマッチング⽀援

 めぶくIDとダイナミックオプトインによる
空家利活⽤情報をベースに、地元不
動産・建設業者と連携し、⼦育て世代
等への中古住宅の安価な供給をシー
ムレスに⾏うマッチングサービス

【⽬指す姿】
• 空家の売却、利活⽤ニーズ（めぶくID

で遠隔地在住者の意向確認）と安価
に住宅を取得したい⼦育て世代や移住
者のニーズをシームレスにマッチングし、
空家問題の解消と移住を⽀援

• 地元不動産、建設業者と連携し、空家
のリフォームやメンテを⾏い、安価で安⼼
供給できる体制を整備

国家資格
リカレント履歴等

<イメージ>

半導体⼯場
病院等

めぶくID
ダイナミック
オプトイン

遠隔地在住

⾼齢者等
ダイナミック
オプトイン 空家

マッチング
サービス
アプリ

⼈材
マッチング
サービス
アプリ

⼦育て世代

移住、副業

地元不動産
建設事業者
（リフォーム）

<イメージ>

 本市の強みである野岳湖公園の⽔と豊
かな緑に恵まれた素晴らしい⾃然や歴史
的な史跡等と、域外からの抜群のアクセ
スの良さを最⼤限に活かし、市の魅⼒、
価値向上の推進⼒となる魅⼒的な体験
コンテンツを創出するサービス

【⽬指す姿】
• 野岳湖公園の恵まれた⾃然の中で楽しむ

様々な⾃然活⽤コンテンツの開発・観光
基盤を整備を⾏い、市⺠の地域への愛着
の醸成、観光客の滞在型観光を推進し、
地域経済の活性化、移住・定住の促進を
図る。

• 住⺠パスアプリによるチケットパスやクーポン
発⾏や決済サービスの導⼊

• 本市のポータルアプリ内に、決済サービスも
併せて導⼊し、市⺠への割引クーポンの発
⾏、観光客へは再来や周辺コンテンツに送
客するクーポンを発⾏するなど、多様な取り
組みで各種コンテンツの持続的・継続的な
利⽤促進を図る。

事業の⼀環として以下のサービス提供に取り組むが、デジ⽥デジタル実装タイプとは別の予算
を活⽤予定である
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事業概要（1/2）【避難所物資を確保する⺠間物流連携型災害DXデジタル・コックピット】

142,450千円事業費113,061⼈⼝宮崎県延岡市⾃治体名
⼤規模災害時下の避難所への物資提供は、全国市町村の喫緊の課題である。本事業では、避難者の需要は各々異なるとの認識に⽴ち、
①マイナンバーの信頼で⽀える認証と準じるスマホ利⽤の公的個⼈認証基盤による情報真正性確保、②避難所の物資需要の正確把握、
③それら需要情報に官と⺠で分散している在庫情報を引き当て、④それら情報を市⺠に⾒える化する。また被災時に市職員の業務削減を
⽬的に避難所運営に携わる住⺠が避難物資を受発注する仕組を導⼊し、Quality of Refugees Lifeを実現する。

概要

現在、平時の物流を⽀える⺠間物流と災害向け公的備蓄は分断されており、災害時に避難所にモノが無い状況が全国的に発⽣。⼈⼝が１１
万超の都市でありながら、災害時の交通事情が悪い本市においては、早急な対応が求められる課題。

課題背
景
・
対
応
⽅
針

本市の市内外の災害協定先、市内で100を超える避難拠点（避難所及び福祉避難所)、地域医療機関等がアクセス可能な災害DXサービスを
構築する。尚、本市市⻑が代表を務める延岡市災害時物流⽀援DX会議参加の全企業・団体が災害DXサービスの利⽤を約束している。
具体的には、①周辺市町村参加や医療機関との新たなサービス追加を容易にするAPIを有するDX設計とする。②在宅避難者の物資需要情報の
共有、③官と⺠で分散化した在庫情報を避難所の物資需要情報と突合させ在庫を引き当て・共有、④在庫引き当て情報を物資配送指⽰書とし
て配送事業者に共有、⑤市役所職員の業務削減を⽬的に市⺠が市役所職員の代理に避難所に不⾜する物資を住⺠負担と公的負担で受発注
できる災害DX環境を構築する。

解決施策

1. 令和6年度中に市⺠・市内外企業組織が利⽤可能な災害DX
• 政府地震調査委員会が今後40年以内にマグニチュード９級の地震発⽣確率を

90％程度とし、喫緊の課題
2. 災害時物流に協働するすべての参加者が設計した災害DX
• 本市は、2022年8⽉に慶應義塾⼤学SFC研究所との研究協定に基づき災害

物資⽀援DX研究を始動させ、2023年7⽉には、市⻑をトップとし、災害物資を
必要とする社会福祉法⼈他、災害物資供給を担う本市が災害⽀援協定を締結
する市内外の⼩売・物流・流通・ICT企業・社会福祉法⼈・学術機関等約50の
組織が参加する災害時物流⽀援DX会議を組織し、115項⽬の課題特定と課
題解決に資する災害DX設計

3. 堅牢なセキュリティと経済的に持続可能な災害DX
• 他の市町村が参加しやすい政府クラウド戦略に基づくセキュリティ設計

、従前官がやらざる得なかった発注業務を住⺠・⺠間委託可能とする
マイナンバー認証、医療機関等後発的な新たなサービス利⽤を容易
にするAPI設計、市町村で持続可能な運⽤費⽤設計

災害時物流⽀援DX会議参加組織⼀覧（2024年1⽉現在)︓イオン九州（株）、（株）ホームインプルーブメントひろせSC南延岡店、⽣活協同組合コープみやざ
き、セブンイレブン延岡⼤貫町３丁⽬店、（株）南九州ファミリーマート、ローソン延岡柚の⽊⽥店、城⼭ふとん店、協同組合延岡卸商業センター、原⽥商事（株）
、平林⾷品（株）、NPO法⼈コメリ災害対策センター、（株）ナフコ、旭化成株式会社延岡⽀社、コカ・コーラボトラーズジャパン（株）、サントリービバレッジサービス
ソリューション（株）、旭マルヰガス（株）、⽇本通運（株）延岡⽀店、延岡ダイキュー運輸（株）、（株）博運社延岡営業所、（株）ミナミウラ、南九州福⼭通
運（株）延岡営業所、宮崎運輸（株）延岡営業所、ベリーグッド福祉サービス、（株）春⽇陸送、佐川急便株式会社、特別養護⽼⼈ホーム楓荘、障害者⽀援
施設もみじの⾥、特別養護⽼⼈ホーム敬寿園、特別養護⽼⼈ホーム⽔明荘、特別養護⽼⼈ホームふれあいの⾥、特別養護⽼⼈ホームみのり園、養護⽼⼈ホーム
若葉荘、特別養護⽼⼈ホームひえいの郷、特別養護⽼⼈ホーム千寿園、特別養護⽼⼈ホームきたがわ荘、障害者⽀援施設清松園やわらぎの⾥、障害者⽀援施設
はまゆう園、障害児・者⽀援施設ひかり学園、幼保連携型認定こども園⼀ツ岡南幼稚園、県⽴延岡しろやま⽀援学校
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事業概要（2/2）【避難所物資を確保する⺠間物流連携型災害DXデジタル・コックピット】

災害DXデジタル・コックピット 全体像補⾜

116

◇当事業で実現する 『災害DXデジタル・コックピット』 の全体像は下図の通り。主要な2サービスにて構成される。

②地域防災情報サービス

①災害時物資⽀援統合情報サービス

①災害時物資⽀援統合情報サービス
・避難所情報・物資⽀援情報を⼀元管理し、⺠間含めた
災害⽀援者で情報共有し、災害時運営を⽀援

・マイナンバーをトラストアンカーとしたデジタルIDを活⽤し、
⺠間含めた許可を得た災害⽀援者が、本⼈確認済で
取引真正性確保のもと、⾃治体と共に⽀援業務を実施

②地域防災情報サービス
・地域防災情報／災害発⽣情報や災害時⽀援情報など
の収集、データ⼀括表⽰を⽀援者に提供し、⽀援実施時
の各種判断の効率化／適正化につなげる

◇当事業で実現するサービスと過年度事業のサービスの関連は下図の通り。

①データ連携基盤 (R3補正TYPE1)
・外部情報連携にて活⽤、詳細は後述

②避難所・災害対策本部・物流拠点連携(R4補正TYPE1)
・過年度事業で実施した以下サービスとの関係は以下
-安否確認サービス:デジタルチェックイン機能として、今回
構築分チェックイン機能と合わせてバリュエーションを増やす。

-情報掲⽰板・災害物資連絡サービス:市⺠→⾃治体への
情報提供ツールとして継続活⽤。今回の事業では、
⾃治体→市⺠への情報連携が主眼。

※災害⽀援者:
避難所運営に携わる区⻑など住⺠代表者、災害⽀援協定先⺠間事業者 など



サービス概要（１/4）

110,000千円事業費災害時物資⽀援統合情報サービスサービス名
災害時に避難所や物資情報を必要とする住⺠等、⽀援業務に関わる市職員/地区委員/協定事業者等ターゲット
避難所情報・物資⽀援情報を⼀元管理し、⺠間含めた災害⽀援者で情報共有し、災害時運営を⽀援する。サービス内容

サービス提供の背景(現状課題と対応)
• 災害発⽣時の⽀援物資が必要な避難所／住⺠に必要なタイミングで必要な量を届かない、という点は、本市のみならず⾃治体の共通課題とされている。

原因として考えられるのが、避難所での業務が⼿作業／アナログ作業中⼼で業務負荷が⾼く業務がこなせない事、災害時の避難所↔災害対策本部間、
災害対策本部↔協定事業者間の情報伝達が電話/FAXが中⼼で⾮効率、であることが挙げられる。

• 本市では、R4補正TYPE1事業にて、上記課題解決の第⼀歩として、以下3つの災害対応業務アプリケーションの構築を⾏っている。
- 安否確認サービス … マイナンバーカード等により事前登録された市⺠が、避難所で登録済みカードを使い、避難所へのチェックインが実現できる。
- 情報掲⽰板サービス … 市⺠が、市内の河川氾濫や⼟砂災害など災害情報を、写真とコメントで投稿できる。
- 災害物資連絡サービス … 市⺠が、必要な⽀援物資を、災害対策本部に連携できる。

• しかしながら、今回本市で実施した市⺠でもある⺠間災害協定先も含め実施中の災害時物流⽀援DX会議での検討では、官⺠連携の観点から、まだま
だ不⼗分だと結論付けた。
- 災害時にマイナンバーカードを持参する市⺠は限られると想定され、チェックインに関する市職員の災害時業務負荷に繋がらない。また、その他災害時

業務にも⼿作業が多く、避難所運営の効率化には繋がらない。
- 情報伝達の⾯でも、避難者→⾃治体の情報連携に限られており、⾃治体→避難者への災害情報（道路⼨断情報、物資受付・提供予定等）が提

供されないので、避難所で安⼼した⽣活が送りづらい。
等の課題が残っている。

サービス概要
• 災害発⽣時の⽀援物資が、必要な避難所／住⺠に必要なタイミングで必要な量を届けることができるような、以下の仕組みを実現する。

- 避難者数に応じた必要物資品⽬・数量を把握
- 備蓄在庫/流通在庫から物資提供するため、⺠間事業者と情報連携・協業・指⽰を⼀元化
- 物資不⾜分を避難所からの要求により⺠間事業者に発注
- 物資提供状況を⾒える化し避難所運営者・避難者に情報提供

• ⼈的・物的両⾯から、⾃治体のみでの対応ではなく、⺠間企業との密な協業にて物資提供を⽀援することがポイントとなる。
- ⺠間企業と協業した通常時の業務に準じた強⼒な物資提供⼒を活⽤
- 市職員だけだはなく、地区管理者／協定事業者など⺠間⽀援マンパワーを活⽤し、同⼀情報を活⽤した物資⽀援の実施

当サービスの価値
• 避難所／住⺠への⽀援物資が、必要なタイミング・量で届け、避難者の命を守る。
• 避難所／住⺠が、⽀援物資到着に関する情報を参照でき、物資提供に関する不安を軽減／安⼼感の醸成をはかれる。
• ⺠間企業との密な協業にて迅速な⽀援物資提供に繋がる。
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サービス概要（2/4）

災害時物資⽀援統合情報サービス (補⾜説明)サービス名

当サービスで実装する機能
• ⽀援物資情報(品⽬・数量・場所など)／避難所情報(開設／

混雑等情報、住⺠属性ごとの避難者数など)を⼀元管理
• 避難所から物資要求を発信、⺠間物資⽀援企業への発注処理

〜納品までは、⺠間企業の⽇常使いの仕組みにて実現
• 収集した物資提供にかかわるデータは、避難所で参照可能、

必要に応じて市⺠に公開
→ 避難所⽀援者にはスマホアプリ『災害⽀援アプリ』を提供、

市⺠への情報公開は、既存の『防災のべおか』アプリを⼊⼝とした
情報提供を志向

• 災害対策チーム(市職員、協定事業者、⽀援者など)が同じ情報を
参照しコントロールタワーとして判断指⽰
→ 指⽰実施時の本⼈確認済/取引真正性をデジタルIDにて担保

118

災害時物資⽀援
統合情報サービス

⽀援者⽤
「災害⽀援アプリ」

⼀般市⺠⽤
「防災のべおか」



サービス概要（3/4）

災害時物資⽀援統合情報サービス (補⾜説明)サービス名

デジタルIDを活⽤した災害⽀援者のシステム利⽤
①災害⽀援者のシステム利⽤に関する背景

• これまで⾃治体担当者のみに集中していた災害物資⽀援業務を、災害⽀援
協定先の⺠間事業者や、避難所運営に携わる区⻑など住⺠代表者、⺠間の
⼈的パワーを活⽤し実現し、災害⽀援の確実かつ効率よい実施、および、
⾃治体担当者の負荷軽減に繋げたい。

• 上記⽀援者が、⾃治体職員の代替として、災害対策本部と⼀体となった運営
やシステムを利⽤したオペレーションを実施いただき、かつ、災害⽀援の不正回避
のためには、確実に本⼈確認が実施されオペレーション実施者が特定できる仕組
が必要となる。

②実装する機能
• 当災害DXデジタルコックピットの取り組みでは、マイナンバーをトラストアンカーとした

スマートデバイス上のデジタルIDを使⽤、デジタルコックピットへのログイン、アクセス管理
および、重要処理(物資在庫更新、物資発注依頼、物資配送予定など)
の取引証明での活⽤を実現

• デジタルコックピットサービス利⽤のための、⽀援者⽤スマホアプリ『災害⽀援アプリ』提供

⼀般市⺠への情報提供等について
①⼀般市⺠(避難者)への情報提供⽅針

• 本市では、防災・災害に関する情報は、スマホアプリ『防災のべおか』を通じて提供していた。当⽅針は継続し、当事業で提供可能となる、避難所のより詳細
な情報、物資提供に関する情報など、有⽤な情報も、『防災のべおか』アプリを⼊⼝として提供。

②追加機能について
• スマホアプリ『防災のべおか』では、当事業で整備する情報提供実現のため、開発予定の情報照会画⾯への画⾯遷移やURLリンク連携などの改修を実施。
• 避難所での避難者名簿／避難者⼈数確認などの業務負荷軽減のため、デジタルチェックイン機能を実現。（現時点では、『防災のべおか』アプリ提供元の

バイザー社提供ソリューションを活⽤予定）従来の⼿作業や安否確認システム(R4補正TYPE-1事業)と合わせて、選択肢を増やす⽬的で実現。
※補⾜︓以下事例も参考にしつつ検討
- デジタルチェックインに関しては、喫緊の能登半島地震において⽯川県とデジタル庁により実装された⼿法を参考とする。
- 報道(https://www.tokyo-np.co.jp/article/308042)によると、⽯川県は「本来はマイナンバーカードで把握したかったが、持っていない⼈も多く、カードリーダーに不具合が出る恐れを認識
デジタル庁が、JR東⽇本さんが提案した⽅法、スイカ活⽤を提案した。スイカに避難者の住所⽒名、⽣年⽉⽇、連絡先などを登録。避難所を訪れるたびに、カードリーダーで読み取り、認証を⾏う
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デジタルIDを利⽤したデジタルコックピットアクセス

マイナンバーをトラストアンカー
としたスマホ上のデジタルID
→ 本⼈確認済み
「災害⽀援アプリ」導⼊

災害対策本部
⾃治体職員

物資提供⽀援者
物流⽀援者 など

避難所⽀援者

⺠間の災害時
運営⽀援者が

本⼈確認済で
発⾏されたIDで

⾃治体職員と
⽀援業務実施

デジタルコックピット
(災害時物資⽀援統合
情報/地域防災上)

発注など重要な取引
の取引実⾏者証明



サービス概要（4/4）

32,450千円事業費地域防災情報サービスサービス名

本市住⺠(避難所運営者)、⽀援業務に関わる市職員/⽀援者/協定事業者等ターゲット
地域防災情報や災害時⽀援情報などの収集とデータ⼀括表⽰を提供、災害発⽣時の迅速な判断/⾏動を⽀援、
だれも取り残さない物資⽀援提供を実現サービス内容

サービス概要
• 当サービスでは、通常時は防災マップ/ハザードマップなどの防災情報や気象情報などを主に地域に関するデータを外部から取得し提供、発災時は避難所

開設・物資提供情報などの情報や外部提供の河川氾濫/道路不通などの災害情報を、デジタル地図上に統合表⽰する。
• 避難所運営者/市職員・災害対策本部/⽀援者が、デジタルコックピットのメニューの⼀つとして参照可能とする。全体状況を⾒るだけでなく、地図上のアイ

コンをクリックすることで、避難所状況や物資⽀援情報など、“災害時物資⽀援統合情報サービス”の情報にアクセスすることができる。
当サービスの価値

• 住⺠(避難所運営者)は、これまでは延岡市ホームページ上にある各種地域の災害情報サイトへ個別アクセスし情報収集していたものが、ハザードマップ／
避難所情報／物資情報などの災害⽀援情報なども合わせて地図上で視覚的に把握できる。これにより、通常時は災害時の⾏動検討のための情報とし
て活⽤でき市⺠の防災意識向上に寄与し、災害時は道路不通など災害状況に合わせた迅速な⾏動を判断できる。

• ⾃治体および⽀援者は、地域の災害情報を踏まえた、適切かつ迅速な物資⽀援計画の策定に活⽤できる。例として、物資⽀援者の地域物流事業者は、
地図上に統合表⽰された河川氾濫や⼟砂災害等で発⽣した道路不通情報などを確認した上で避難所への適切な避難物資配送シナリオの作成が可能
となる。

• 災害対策本部では、他サービスからの情報と合わせて、情報の⼀元管理と判断／指⽰を実施するデジタルコックピットを構成する。例として、地図上に表
⽰された避難所アイコンの⾊などから避難所の状況（開設/混雑、物資提供、要請有無など）を把握し迅速な対応に繋げること、道路情報なども重ねて
判断することで、孤⽴させない避難所／避難者⽀援、優先度を間違えない⽀援に繋げる。
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表⽰イメージ
収集するデータ例

※事業費にはデータ連携基盤改修費を含む


	北海道更別村
	福島県会津若松市
	茨城県境町
	群馬県前橋市
	富山県朝日町
	石川県能美市
	静岡県三島市・熱海市・函南町
	兵庫県姫路市
	兵庫県養父市
	岡山県備前市
	広島県
	佐賀県佐賀市
	長崎県大村市
	宮崎県延岡市

